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Ⅰ 活力ある産業をつくる 

１ 魅力ある農林水産業づくり 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

１ 新規就農者確保推

進事業 

93,908 本県農業の持続的発展に向け、自営就

農希望者の確保を推進 

①Ｕターン・Ｉターン希望者に対し、県

と市町村で協力して就農条件と生活

環境をパッケージで提案 

②農林大学校を中心とした農業高校と

の縦の連携、農業高校間の横の連携

を強化し、意欲ある農業高校生が自

営就農を目指して農林大学校へ進学

する環境を整備 

③自営就農支援コーディネーターを設

置し、中核的経営体と連携した雇用

就農から自営就農へ移行する就農希

望者の確保を加速 

④農業経営者として必要な知識や技術

について、農林大学校のカリキュラ

ムと一体化した研修を実施 

⑤農林大学校によるリモート座学と地

域の受入経営体による実習を組み合

わせた研修を実施し、水田園芸、有機

農業による就農希望者の確保を加速 

農林水産部 
[農業経営課] 

２ 新規就農者定着促

進事業 

309,720 本県農業の持続的発展に向け、自営就

農希望者の定着を促進 

①50 歳未満で就農する者に対して、就

農意欲の喚起と就農後の定着を図る

ための資金を交付（国制度） 

・就農前研修 

最大 150 万円／年、最長２年 

・自営就農後 

最大 150 万円／年、最長５年 

②50 歳以上で就農する者に対して、就

農意欲の喚起と就農後の定着を図る

ための資金を交付（県制度） 

・就農前研修 

最大 144 万円／年、最長１年 

・自営就農後 

最大 72 万円／年、最長２年 

農林水産部 
[農業経営課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

３ 農林大学校再編拡

充事業 

41,861 農業・林業における担い手を確保・育成

するため、農林大学校の教育研修機能強

化を推進 

①教育内容の充実のための外部講師の

招へい 

②学生増、施設機能向上に対応した管

理運営費 等 

農林水産部 
[農業経営課] 

[林業課]

４ 農業経営発展支援

事業 

397,244 地域や産地を支える中核的な経営体

（販売額 1,000 万円以上）を確保・育成

するため、認定農業者等の規模拡大、経営

の改善・発展及び誘致経営体の経営開始

に必要な機械・施設整備等を支援 

［助成対象者］ 

集落営農法人、認定農業者、認定新

規就農者 等 

［助成率］ 

・国事業活用の場合   1/4 

・国事業活用しない場合 1/3 

農林水産部 
[農業経営課]

[産地支援課]

５ 集落営農体制強化

推進事業 

14,479 中山間地域をはじめとする農地の維持

と経営基盤の強化を図るため、集落営農

の法人化、広域連携による経営の継続及

び効率化の取組を推進 

①個別集落営農法人活動支援 

集落営農法人設立・運営に必要な

活動を支援 

［助成率］1/2 

②広域連携組織活動支援 

広域連携組織が経営の効率化、収

益向上のために行う活動を支援 

［助成率］1/2 

③推進活動支援 

農業再生協議会等が実施する集落

営農の法人化・広域連携等の推進活

動を支援 

農林水産部 
[農業経営課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

６ 地域をけん引する

経営体確保対策事

業 

29,947 高い生産技術や独自の販路を持ち、地

域の農業者とともに産地づくりを進める

意欲のある「地域をけん引する経営体」を

確保し、この経営体を核とした地域の農

業法人・農業者を巻き込んだ産地づくり

を推進 

①誘致パッケージの作成 

県の概要、農地、支援策等をまとめ

た誘致ガイドを作成 

②誘致活動の推進 

・ 企業の発掘・マッチングの強化を

図るためのコンサルタント企業へ

の委託 

・ 誘致候補となる経営体が行う現地

調査を支援 

③経営開始期の活動を支援  【拡充】

・ 経営開始期初期費用である登記・

雇用・賃貸費用を支援 

［助成率］登記・雇用・独立 定額

賃貸 1/2 

・ 耕作放棄地を解消し、水田園芸又

は有機農業を開始する場合の整備

費を支援 

・ 自社の技術や販路を活かした島根

県の生産環境や流通環境に沿った

経営確立に必要なソフト経費を支

援 

［助成率］1/2 

農林水産部 
[農業経営課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

７ 農地利用集積促進

事業 

351,088 担い手への農地集積・集約化や耕作放

棄地の解消を加速化するため、農地の出

し手・受け手や農地中間管理機構の活動

を支援 

①農地の「出し手」への支援 

機構集積協力金を交付 

②農地の「受け手」への支援 

・農地をまとめて借り入れる中山間

地域の認定農業者等に対し、交付

金を交付 

［交付単価］２万円／10a 

・担い手不在集落に出向き、農地維

持や農業生産を支援する取組を行

う中山間地域の担い手に対して、

交付金を交付 

［交付単価］1.5 万円／10a 

③農地中間管理機構運営費 

農地中間管理機構を運営する（公

財）しまね農業振興公社に対し運営

費を支援 

農林水産部 
[農業経営課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

８ 産地創生事業 170,000 地域の資源や強みを活かした、特色あ

る産地を育成するため、生産・販売の拡大

や、新たな担い手が安定的に加わるよう

マーケットインを意識した産地構想の策

定や６次産業化、スマート農業、労働力確

保、輸出等の取組を集中的に支援 

①産地構想作成・ブラッシュアップ支

援事業 

［事業実施主体］ 

産地協議会又はその構成員 

［助成対象経費］ 

市場調査、専門家招へい等に要

する経費 

［助成額］定額 50万円 

②産地構想実行支援事業 

［事業実施主体］ 

産地協議会又はその構成員 

［助成対象経費］ 

商品開発、施設整備等に要する

経費 

［助成金額算定対象］ 

総事業費のうちの産地の負担と

なる額 

（総事業費） 

産地構想の実行に要する経費

の合計 

・国庫補助事業費 

・他の県補助事業の対象とな

らない事業費（県補助事業

は対象外） 

［助成率］ 

補助対象経費の1/2を基本とし、

市町村が連携加算補助を行う場

合、県も同額を追加補助すること

で最大で産地の負担を総事業費の

25％まで圧縮可能 

［助成上限額］ 

5,000 万円／３年度／産地協議

会 

農林水産部 
[産地支援課]
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③産地構想発展支援事業   【新規】

［事業の概要］ 

②を深化・高度化する取組を支

援 

［助成対象者］ 

②に取り組んだ者のうち以下の

要件を満たす者 

・②の計画の目標達成が見込ま

れること 

・取組の深化・高度化を図るこ

と 

・既存計画の目標の２倍以上の

目標を設定すること 

［助成率］ 

補助対象経費の1/3を基本とし、

市町村が連携加算補助を行う場

合、県も同額を追加補助すること

で最大で産地の負担を総事業費の

1/3まで圧縮可能 

［助成上限額］ 

2,500 万円／２年度／産地協議

会 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

９ 水田園芸拠点づく

り事業 

211,680 水田を活用した園芸の産地化を加速す

るため、新たに水田園芸に取り組む意欲

のある農業者への支援や拠点産地の計画

づくりから本格的な取組までを支援 

①水田園芸チャレンジ支援 

・小規模でも新たに県推進６品目の

生産に取り組む担い手に対する支

援（20a 未満の取組を優先採択） 

［助成率］1/2 

・水田園芸の推進、高度化に向けた

研修の開催 

・販路拡大に向けたテスト販売の実

効性調査等を実施 

②水田園芸拠点づくり計画策定支援 

・産地化に向けた地域課題の抽出や

合意形成を支援 

［助成率］定額 50 万円／地域 

・計画策定に必要な試行的取組支援 

［助成率］1/2 

③水田園芸拠点の体制整備支援 

・計画実行に必要な取り組み支援 

［助成率］1/2 

・機械レンタルや作業受託に必要な

機械整備支援 

［助成率］1/3 

・諸作業を受託する法人等の人材育

成に必要な研修経費を支援 

［助成率］10 万円／月・人 

④ハウス等整備支援 

県推進品目のハウスを整備する場

合に施設整備費等を支援 

［助成率］ 

・国事業活用の場合   1/4 

・国事業活用しない場合 1/3 

⑤取組の加速化 

本格的な生産拡大に取り組む経営

体に必要な機械施設等整備支援 

［助成率］1/3 

⑥拠点産地の広域展開 

国事業を活用して生産機械・調製・

保管施設等を広域的に導入する場合

に必要経費の一部を支援 

［助成率］1/6 

⑦水田園芸への転換支援 

県推進品目に取り組む生産者に対

して面積に応じて支援 

農林水産部 
[産地支援課] 

[農畜産課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

10 有機農業推進事業 21,622 生産者が意欲的に有機農業の生産や拡

大に取り組めるよう、販売力を高める取

組や有機ＪＡＳ認証取得等を支援 

①有機ＪＡＳ認証取得支援 

・有機ＪＡＳ認証取得経費の一部を

支援 

［助成率］定額又は 1/2 

［助成上限額］50 万円 

②有機ＪＡＳ認証取得支援体制強化 

・有機ＪＡＳ講習会の実施 

・有機ＪＡＳ認証アドバイザーの設

置 

・有機ＪＡＳ適合資材リストの整備 

                 等

③有機農業産地づくり支援   【拡充】

・有機農業の産地形成に必要な取組

を支援 

［助成率］1/2 

［助成上限額］50 万円 

・有機農業の産地形成に必要な機械

施設の取得等を支援 

［助成率］ 

・国事業活用の場合   1/6 

・国事業活用しない場合 1/3 

④販路と結びついた生産力強化対策 

・「マーケットイン」による有機栽培

技術支援 

・販路拡大、物流改善に向けた生産

者組織の活動支援 

・実需者への商品提案、マッチング

機会の創出 

農林水産部 
[産地支援課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

11 美味しまね認証制

度を核としたＧＡ

Ｐ推進事業 

57,906 県産農林水産物の安全の確保と消費者

の信頼づくりを促進し、市場競争力を強

化するため、国際水準ＧＡＰ（美味しまね

ゴールド含む）を推進 

①美味しまね認証の審査・認証 

②ＧＡＰの推進 

ＧＡＰ指導体制の強化、生産者向

け研修の実施、ＧＡＰ生産者協議会

の活動支援によるＧＡＰの推進活動

の実施 

③美味しまね認証運営 

認証マークの管理、専用ホームペ

ージの運用 

④美味しまね認証産品検査 

認証品の残留農薬検査の実施 

農林水産部 
[産地支援課]

12 しまねの農産物販

路拡大支援事業 

51,364 有機農産物、美味しまね認証産品等の

特徴ある島根県産農産物の販路拡大を支

援 

①美味しまね認証産品・有機農産物の

販売強化 

②農産物の物流改善に向けた研修会の

開催及び物流実証 

③農産物の販路拡大に向けた商談会参

加支援 

④アドバイザー派遣や商品開発支援な

どによる６次産業化の推進 

⑤農産物の学校給食等での活用拡大を

推進 

農林水産部 
[産地支援課] 

-9-



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

13 農業の競争力強化

対策事業 

2,032,629 農業の競争力強化や経営安定などの取

組を支援 

①農業競争力強化対策事業 

農産物生産の収益力向上に計画的

に取り組む農業者に対し、高収益な

作物等への転換や低コスト・安定生

産に必要な施設整備、機械・機器の導

入を支援 

②みどりの食料システム戦略推進事業 

環境負荷軽減と持続的発展に向け

た有機農業のモデル的先進地区の創

出や、スマート農業の産地展開を支

援

③畜産競争力強化対策事業 

畜産クラスター計画に位置付けら

れた中心的な経営体に対し、収益力

の強化や家畜環境問題への対応に必

要な施設の整備、家畜導入を支援 

農林水産部 
[産地支援課] 

[農畜産課]

14 持続可能な米づく

りへの構造転換対

策事業 

88,306 将来にわたって持続的な米生産が可能

となるよう、担い手が米生産コストの削

減を図りながら、経営規模拡大を進める

取組を支援（№４一部再掲） 

①米づくりの生産構造の転換 

集落営農の広域連携組織、認定農

業者等が、ＩＣＴ技術等を活用して

米の生産コスト削減を図りながら、

農地集積により経営規模拡大を進め

る取組を支援 

［助成対象者］ 

広域連携組織、認定農業者 等 

［助成率］1/3 

②持続可能な米づくりに向けた低コス

ト生産対策 

・低コスト生産技術・多収穫品種の

組み合わせによるコスト削減モデ

ルの分析・実証 

・個別の低コスト生産技術のコスト

削減効果の分析・実証 

・実証地区を活用した現地検討会等

により、担い手等の低コスト生産

の取組を推進 

農林水産部 
[農業経営課] 

[農畜産課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

15 しまね和牛生産振

興事業 

61,114 子牛価格や枝肉成績を主要産地レベル

まで向上させることにより、肉用牛の生

産拡大を推進 

①繁殖雌牛の更新促進 

市場に評価される子牛生産に必要

な早期の繁殖雌牛の更新・増頭を支

援（300 頭） 

［助成額］更新農家 10 万円／頭 

増頭農家 15 万円／頭 

②購買者ニーズに応える子牛づくり 

③しまね和牛の特徴を活かした牛肉生

産と販売力の強化 

④第13回全国和牛能力共進会出品対策

肥育候補牛の出品対策を実施 

農林水産部 
[農畜産課]

16 新規 「しまね和牛」認

知度向上・販路拡

大緊急対策事業 

15,000 第12回全国和牛能力共進会において肉

質が全国１位に評価された「しまね和牛」

の認知度向上及び販路拡大の取組を実施 

農林水産部 
［農畜産課］

17 新規 「しまね和牛」評

価向上対策事業 

20,000 第13回全国和牛能力共進会（令和９年）

に向けて、評価・ブランド力向上と担い手

確保を図るため、「しまね和牛」の改良技

術対策や子牛生産・育成技術対策を実施 

農林水産部 

［農畜産課］
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

18 種雄牛造成強化事

業 

44,473 超優秀雌牛の導入や先端技術であるゲ

ノミック評価（遺伝子解析技術による評

価）の活用により、市場価格をリードする

スーパー種雄牛を造成 

①超優秀雌牛の導入 

生産者等が実施する全国の産地か

らの超高能力雌牛の導入に対し支援 

［助成率］1/2 

［助成上限額］180 万円／頭 

②ゲノミック評価を活用した超高能力

雌牛の選抜 

ゲノミック評価の活用を研究レベ

ルから、和牛繁殖農家に拡大し、農家

で更新・保留する雌牛の選抜（860 頭）

に本格活用 

［助成額］定額１万円／頭 

③後代検定協力農家への価格補償 

［交配協力金］1.5 万円／頭 

［産子価格補償］上限８万円／頭 

農林水産部 
[農畜産課]

19 放牧再生支援事業 11,308 畜産の担い手確保及び特徴ある子牛や

畜産物の生産を拡大するため、既存の公

共放牧場等の再整備や放牧を活用した畜

産物の生産等を支援 

［助成対象者］クラスター協議会等 

［助成内容］ 

・雑灌木の除去、シバや牧草の再播

種 

・牧柵の修繕・整備、簡易牛舎の整備

・地域資源を活用した畜産物生産の

取組 

・放牧場を管理する仕組みづくりの

構築 

［助成率］1/2、1/3 

［助成上限額］330 万円 

農林水産部 
[農畜産課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

20 島根県獣医師確保

緊急対策事業 

41,985 県職員獣医師及び県内産業動物臨床獣

医師の安定確保を図るために、修学資金

の貸与等に加え、職場の魅力化と他県と

の差別化を図る取組を実施し、その発信

を強化 

①修学資金の貸与等 

［対象者］ 

・県職員及び県内の産業動物臨床

獣医師等を目指す獣医系大学生 

・県職員獣医師へ転職する獣医師 

［貸与額］国公立大 月額 10 万円 

私立大  月額18万円等

②獣医系大学生の農場実習受入れ 

学生の宿泊費と旅費、協定農場の

受入経費を支援 

③獣医系大学との共同研究 

研究テーマに沿った協定農場をマ

ッチングし、調査やサンプリングを

行う学生・教師をサポート 

④出前講座の実施 等 

農林水産部 
[農畜産課]

21 家畜疾病危機管理

対策事業 

200,000 高病原性鳥インフルエンザ、豚熱、口蹄

疫等の家畜疾病発生に備えた初動防疫活

動や農家への損失補償経費を計上 

①初動防疫経費 

消毒資材、焼埋却経費等 

②農家への損失補償 

殺処分や移動制限に伴う損失補償 

③風評被害対策経費 

消費者への情報提供や安全性の 

ＰＲ等 

農林水産部 

[農畜産課]

22 畜産技術センター

種雄牛造成施設整

備事業 

835,600 繁殖雌牛の改良や種雄牛造成を効果的

に行うため、昭和 44年に整備された既存

施設（雲南市）を本場（出雲市）へ移転 

［事業期間］Ｒ４～５ 

農林水産部 
[農畜産課]

23 風雪害等による農

業施設等復旧対策

事業 

400,000 風雪害等に備え、農業施設等の復旧費

に対する助成額を計上 

農林水産部 
[農畜産課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

24 意欲と能力のある

林業経営者育成・

就業者確保総合対

策事業 

157,961 「意欲と能力のある林業経営者」の育

成・強化及び林業就業者の確保を推進す

る総合的な対策を実施 

①意欲と能力のある林業経営者の育

成・強化対策 

・林業理解の促進、広報活動強化、林

業事業体が行うインターンシップ

を支援 

・週休二日制の導入などの労働条件、

若者や女性が働きやすい就労環境

の改善、林業新規就業者の資格取

得と林業機械操作の技術習得を支

援 

・キャリアアップ制度導入や経営体

質強化を専門家により指導 

②技術力のある人材の確保・育成 

農林大学校林業科の学生に給付金

を支給し、就学を支援 

［給付上限額］年間 142 万円／人 

［給付期間］最大２年間 

［給付枠］30 人 

農林水産部 
[林業課]

25 循環型林業に向け

た森林経営の収益

力向上対策事業 

93,216 利用期を迎えた森林の主伐を促進し、

県産原木を増産するために、伐採後の運

搬経費や高性能林業機械等の導入による

低コスト原木生産の取組を支援 

①林業事業体の原木搬送経費支援 

［助成対象］ 

主伐と跡地の植栽等を行う林業

事業体 

［助成額］ 

・Ａ材出荷割合が 18％以上の場合 

定額 620 円／ 

・上記を満たさない場合 

定額 310 円／ 

②原木生産低コスト化への支援 

［助成対象］ 

高性能林業機械等の導入によ

り、原木を低コストで生産する林

業事業体 

［助成額］定額 380 円／ 

農林水産部 
[林業課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

26 合板向け原木の一

時的な供給先転換

支援 

26,419 （株）日新本社工場火災の影響による

原木受入量の減少に伴い、燃料用チップ

への用途変更や他工場への運搬経費など

掛かり増し経費を支援 

農林水産部 
[林業課]

27 林業・木材産業循

環成長対策事業 

1,574,320 循環型林業の実現に向けて、森林整備

から木材の伐採・搬出・利用までの一体的

な取組を支援 

［事業内容］ 

木材の増産、生産コストの低減に

取り組む林業事業体等が行う作業道

整備、高性能林業機械の導入、木材加

工流通施設整備、木質バイオマス関

連施設整備等 

農林水産部 
[林業課] 

[森林整備課]

28 製材力強化事業 29,169 地域ごとに原木の生産・流通・加工をネ

ットワーク化するウッドコンビナートの

基盤整備を支援 

①製材工場の新設や既存工場の規模拡

大支援 

・製材工場の新設等が見込まれる地

域の環境影響調査等を実施 

・製材工場が行う原木確保や流通等

の調査及び調査の代行や相談に対

応するアドバイザーの活動支援 

［助成額］調査費 250 万円以内 

・実施設計、施設移転費の支援 

［助成率］1/2、3/10 

・用地取得、土地造成の支援 

［助成率］ 

増加固定経費の最大 30％ 

・雇用への支援 

［助成額］ 

増加雇用従業員数×100 万円／人

（中山間地域等は 130 万円／人）

②製材工場の施設改良等機能強化 

・既存製材工場の施設改良等 

［助成率］1/3 

・高品質・高付加価値な製品づくり

に不可欠なＪＡＳ認定取得の支援 

［助成率］1/2 

農林水産部 
[林業課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

29 県産木材利用促進

事業 

92,100 県産木材の需要拡大を図るため、県産

木材を積極的に使用した住宅・非住宅建

築への支援や、県外への販路拡大に向け

ての取組を支援 

１ 県産木材利用促進事業 

①「しまねの木」活用建築士・工務店認

定制度 

県産木材を積極的に使用する建築

士や工務店を「『しまねの木』活用建

築士・工務店」として認定する制度の

運用 

②県産木材建築利用促進事業 

・認定工務店が建築した住宅・非住

宅建築物について、県産木材総使

用量に応じて段階的に支援 

［助成額］ 

県産木材使用割合 

60～70％の部分 ２万円／ 

70～80％の部分 ３万円／ 

80～100％の部分 ５万円／ 

［助成上限額］ 

新築 37.5 万円／戸 

改築 20 万円／戸 

非住宅建築物 100 万円／戸 

・前年度に比べ県産木材使用割合を

５％以上引き上げる認定工務店に

対して、その取組を支援 

［助成額］ 

取組に係る経費の 1/2 

［助成上限額］ 

100 万円／社 

・非住宅建築物を認定建築士が設計

する場合に木造設計費の掛かり増

し経費に対して支援 

［助成率］木工事費の 8.75％ 

［助成上限額］100 万円／棟 

２ 「しまねの木」県外販路拡大対策事業

県内の製材工場等が都市圏等の建

材展示会へ出展・商談等をする際に

要する経費を支援 

［助成率］定額、1/2 

農林水産部 
[林業課]
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３ 県産木材製品の新商品開発・県外販

路拡大対策 

①新商品開発支援 

県内製材工場等が行う高品質・高

付加価値県産木材製品の新商品開発

と試験出荷に要する経費を支援 

［助成率］1/2（上限 250 万円） 

②展示商談会開催 

県外需要を喚起し、新商品等の県

外販路を拡大するため、展示商談会

等を開催 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

30 水と緑の森づくり

事業 

195,000 水と緑の森づくり税を財源とし、県民

と協働して緑豊かな森を保全し次世代に

引き継いでいく取組を支援 

［事業期間］Ｒ２～６ 

①県民参加・生活環境を守る森づくり 

集落周辺の里山林や水源機能の高

い奥地の森林整備による生活環境の

維持や、県民自らのアイディアと参

加による森林づくりの活動を支援 

②森づくり推進事業 

水と緑の森づくり税・事業の周知

や情報発信、普及啓発の実施 

③森と木を未来につなぐ取組 

次世代を担う人材の育成、健全な

森林を育む優良苗木の供給体制機能

の強化、しまねの森と木の魅力の県

内外への情報発信 

農林水産部 
[林業課] 

[森林整備課]

31 国際競争力・木材

供給基盤強化対策

等交付金事業（合

板製材事業） 

360,312

［うち補正］

360,312

合板・製材・集成材等の競争力及び建築

用木材等の供給力の強化を図るため、海

外情勢の影響を受けにくい需給構造の構

築を図る取組を支援 

①間伐材生産 

・間伐材の生産  55.7 万円／ha以内

・関連条件整備     ２千円／ｍ以内

②路網整備・機能強化 

・林業専用道（規格相当）整備 

3.8 万円／ｍ以内

・森林作業道整備   ２千円／ｍ以内

・航空レーザー計測 

５千円／ha 以内 

③コンテナ苗生産基盤施設等の整備 

［助成率］1/2 以内 

農林水産部 
[林業課] 

[森林整備課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

32 しまねの漁業担い

手づくり事業 

92,616 漁業の担い手を確保・育成するため、新

規就業者の定着支援を強化 

①新規自営漁業者育成研修（自営型） 

自営漁業を目指して、漁業の専門

知識や基本的漁労技術を習得する研

修を支援 

［助成額］ 

１人あたり 94 万円以内 

②沿岸漁業就業型技術習得研修（就業

型） 

定置網等の漁業経営体で雇用され

ながら、自営漁業の技術を習得する

研修を支援 

［助成額］１人あたり 171 万円以内 

③沿岸漁業スタートアップ事業 

認定新規漁業者に対し、漁業を開

始する際に必要な機材等の導入を支

援 

［助成率］県 1/3・市町村 1/3 

［県上限額］100 万円 

④自営漁業者自立給付金 

新規漁業就業者の漁業への定着を

支援するための給付金 

・50 歳未満 

120 万円以内×最長５年 

・50 歳以上 65歳未満 

60 万円以内×最長２年 

［負担割合］県 1/2・市町村 1/2 

⑤沿岸自営漁業所得向上支援 

地域の漁業者グループ（認定漁業

者等が構成員）等が行う、新たな沿岸

漁業モデルづくり、販売戦略策定、種

苗放流等の意欲的な取組を支援 

［助成率］1/2、1/3 

⑥沿岸自営漁業技術向上対策 

沿岸自営漁業者が所得向上を目指

し、新たな漁業を導入するための実

地研修、試験操業を支援 

⑦沿岸自営漁業就業者確保促進 

就業者フェアへの参加等による相

談対応や就業アドバイザーによる現

地指導を実施 

⑧自営漁業就業希望者向けワンストッ

プ相談窓口設置 

農林水産部 
[沿岸漁業振興

課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

33 企業的漁業経営体

と連携した担い手

育成事業 

10,000 地域の担い手育成に協力的な定置網、

底びき網等の漁業経営体と連携をして、

自営漁業就業希望者の就業を支援する体

制を整備し、新規自営漁業者の確保・育成

を推進 

［事業内容］ 

県と「担い手育成協定」を締結した

企業的漁業経営体が、研修生を受け

入れる際に必要な機械等の導入経費

を助成 

［助成率］1/3 

［上限額］500 万円 

農林水産部 
[沿岸漁業振興

課]

34 水産業競争力強化

漁船導入促進事業 

30,000 漁業の構造改革を図るため、国補助事

業を活用してリース事業体が高性能な漁

船を導入し、漁業者にリースする場合、導

入経費の一部を支援 

［助成率］ 

漁船取得費の 1/20 以内 

［助成上限額］ 

１隻あたり 2,500 万円 

［リース事業の対象となる漁業者］ 

沖合漁業や沿岸漁業を行う中核的

な漁業者 

農林水産部 

[沿岸漁業振興

課]

35 離島漁業再生支援

事業 

140,546 漁業集落における、漁場の生産力の向

上や漁業再生に関する活動を支援 

［助成率］国 1/2・県 1/4・町村 1/4 

農林水産部 

[沿岸漁業振興

課]

36 栽培漁業所得向上

対策推進事業 

10,000 沿岸自営漁業者の所得向上のため、イ

ワガキ養殖の生産性を高める先進的な研

究開発を実施 

農林水産部 

[沿岸漁業振興

課]

37 浜田地域基幹漁

業・関連産業継続

緊急支援事業 

28,800 県下最大の水産拠点である浜田地域の

基幹漁業における高性能漁船への更新等

を通じた収益性向上の取組を緊急的に進

める浜田市を支援 

［事業期間］Ｒ５～８ 

農林水産部 

[沿岸漁業振興

課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

38 新規 漁業試験船「島根

丸」の代船建造 

10,248 老朽化が顕著な漁業試験船「島根丸」

を代船建造し、資源管理や海洋環境に関

する調査研究の実施体制を整備 

［事業期間］Ｒ５～７ 

農林水産部 

[沿岸漁業振興

課]
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Ⅰ 活力ある産業をつくる 

２ 力強い地域産業づくり 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

39 コンベンション誘

致推進事業 

40,000 社会的・経済的波及効果が大きいコン

ベンション（学会、大会等）の誘致促進の

ため、主催者に対して開催経費を助成 

［対象］ 

延べ宿泊者数 100 人以上（県西部

又は隠岐開催の場合は、30 人以上） 

［助成額］ 

  ・学会 

      国内学会 10万円～300 万円 

      国際学会 5,000 円／人 

              上限 700 万円 

   ・大会 

      国内大会 10万円～150 万円 

      国際大会 2,500 円／人 

              上限 350 万円 

商工労働部 

[商工政策課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

40 “美肌県しまね” 

観光総合対策事業 

152,778 島根の強みである“美肌”をキーワード

とした観光誘客を推進 

①“美肌県しまね”情報発信 

・ 「ご縁も、美肌も、しまねから。」

のキャッチフレーズのもとに、女

性だけでなくファミリー層やパー

トナーをターゲットにプロモーシ

ョンを実施 

・テレビ、雑誌などの各種メディア

や、観光ガイドブック、観光ポータ

ルサイト及びＳＮＳ等を活用した

情報発信 

②“美肌県しまね”誘客促進 

・ 「温泉」と「食」を軸とした地域の

特色ある美肌観光に取り組む事業

者の商品造成・販売を支援 

・旅行会社向けに観光情報説明会を

開催 

・観光地域づくりを担う地域連携Ｄ

ＭＯの設立を支援 

③民間企業との連携 

・ウェルネス市場に向けたプロモー

ションを実施 

・日比谷しまね館を活用した情報発

信 

商工労働部
[観光振興課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

41 “ご縁の国しまね”

観光総合対策事業

335,020 “ご縁の国しまね”をキーワードとし

た観光誘客を推進 

①“ご縁の国しまね”情報発信 

・メディアリレーションによる各種

メディアでの露出拡大 

・フィルムコミッションによるメデ

ィア取材の誘致 

・歴史文化をテーマとしたセミナー

等の開催 

・ 観光キャラクター「しまねっこ」を

活用した情報発信 

②“ご縁の国しまね”誘客促進 

・地元主体による地域資源を活用し

た魅力ある観光地づくりの取組を

支援 

・観光客の満足度を高める体験メニ

ューの造成や、二次交通の充実に

よる周遊型旅行商品づくりの推進 

・ 教育旅行、ワーケーションなど、伸

びしろのある市場の開拓 

・ 交通機関等との連携や、高速道路

を活用した誘客促進 

・ 広域的な観光推進団体や、他県と

連携した誘客促進 

商工労働部
[観光振興課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

42 外国人観光客誘致

推進事業 

219,629 訪日外国人観光客の回復に向け、島根

県の認知度向上を図るとともに、受入環

境整備を推進し、誘客を促進する。 

①インバウンド受入環境整備の加速 

・個人旅行客向け二次交通支援及び

団体ツアー向けバス助成 

・海外ＯＴＡと連携した外国人向け

体験コンテンツの充実と民間事業

者への支援 

・デジタルを活用した外国人観光客

利便性向上 

 ②ゲートウェイ別の誘客対策 

・広島市内からのワンコインバスを

実施 

・国際連続チャーター便の運航に向

けた受入体制整備 

・ 境港、浜田港のクルーズ客船の受

入 

 ③市場別プロモーションの推進 

・ＳＮＳ等を活用した情報発信 

・ 旅行博の出展、イベントへの参加

による現地プロモーションを展開 

・現地旅行会社へのセールス活動に

よる旅行商品造成・販売促進 

④外国人観光客誘致関連団体負担金 

山陰インバウンド機構等関係団体

と連携した広域観光周遊等の取組 

商工労働部
[観光振興課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

43 特定有人国境離島

地域滞在型観光推

進事業 

113,961 隠岐地域での滞在型観光等の促進を支

援 

［負担割合］ 

   国  5.5 /10 

県  2.25/10 

町村 2.25/10 

［事業内容］ 

①町村 

    滞在型観光メニューの開発 

  ②隠岐ジオパーク推進機構 

宿泊と体験メニューの利用によ

り、復路乗船運賃が無料となる「お

き得乗船券」のデジタル化 

  ③隠岐空港利用促進協議会 

隠岐発着の航空機利用の団体・

個人旅行商品造成支援 

商工労働部
[観光振興課] 

44 県内航空路線利用

促進（観光振興）事

業 

80,152  萩・石見空港の東京線２便化の継続に

向けた観光誘客や石見地域の観光魅力づ

くりの推進 

 ①情報発信 

   石見地域の伝統文化や自然などの

観光素材をＷＥＢサイトやＳＮＳな

どの媒体を用いて情報発信 

 ②旅行商品造成 

・ 旅行会社等と連携し、首都圏から

の個人旅行客を対象とした受注型

旅行商品造成 

・ＯＴＡと連携した旅行商品の造成 

 ③二次交通対策 

   個人旅行客を対象としたレンタカ

ー助成を実施 

 ④インバウンド対策 

   旅行会社に対し、外国人向け旅行

商品の造成・販売を支援 

商工労働部
[観光振興課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

45 しまね海外ビジネ

ス展開支援事業 

91,811 県内雇用の維持・拡大等に向けて、海外

への事業展開や輸出等により海外需要を

取り込もうとする企業を支援 

①島根・ビジネスサポート・オフィス

（タイ・バンコク）の運営 

②グローバル戦略構築支援事業 

現地情報セミナー、勉強会、現地ミ

ッション、展示会出展、オンライン活

用によるマッチング等を実施 

 ③しまね海外展開支援助成事業 

県内企業に対して、市場調査、進出

計画策定や、海外販路開拓、海外展開

に必要な社内グローバル人材の確

保、現地での事業運営に必要なロー

カル人材の確保・育成に要する費用

を助成 

［助成率］1/2 

［上限額］100 万円 

進出計画策定は 300 万円 

④タイへの職員派遣 

   アセアンの海外展開支援強化のた

め、タイへ職員を派遣 

⑤支援機関の共同事務所設置運営 

   ＪＥＴＲＯ島根、しまね産業振興

財団の海外展開支援部門及び県の３

機関を共同事務所化し、効果的な海

外展開支援を実施 

商工労働部 
[しまねブラン

ド推進課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

46 強くしなやかな食

品産業づくり事業 

64,835 食品製造事業者の経営基盤強化と地域

経済を牽引する事業者の育成に向けて、

生産性向上や販路開拓・拡大等の取組を

支援 

①経営や技術、生産管理等の課題解決

のために専門家を派遣 

 ②食品表示・衛生の相談窓口の設置 

 ③地域経済を牽引する中核的な事業者

の育成のため、県外等への販路開拓・

拡大に向けた取組を支援 

[助成率]1/2 

   [上限額]1,000 万円 

 ④複数の県内事業者の商品をとりまと

めて認知度向上・販路開拓を進める

事業者の取組を支援    【新規】

[助成率]1/2 

   [上限額]100 万円 

商工労働部 
[しまねブラン

ド推進課]

47 加工食品外貨獲得

支援事業 

77,919 食品製造事業者の付加価値額の向上に

向けて、「しまね県産品販売パートナー

店」等と連携して、外貨獲得の取組を支援

①バイヤー招聘による商談会、産地視

察等の実施 

②県外の展示・商談会での島根ブース

設置や県内での展示・商談会開催に

より商談機会を創出 

③業務委託により、バイヤーとのマッ

チング、マーケティング及び商品ブ

ラッシュアップを実施 

商工労働部 
[しまねブラン

ド推進課]

48 首都圏情報発信・

県産品販路開拓事

業 

117,818 県産品の販路拡大を図るため、県の情

報発信拠点である「日比谷しまね館」を活

用した取組や県内外の幅広い消費者に向

けた情報発信の取組を実施 

①日比谷しまね館の維持管理及び県産

品にかかる情報発信、販売促進イベ

ント等を実施 

②ＷＥＢサイトやＳＮＳ等を活用し、

県の食と工芸の魅力、作り手の想い

等が伝わる総合的な情報発信を実施 

商工労働部 
[しまねブラン

ド推進課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

49 海外展開促進支援

事業 

54,049 海外取引に意欲のある県内食品製造事

業者等の自主的な取組を支援 

 ①貿易投資相談会、経済情報収集発信、

企業フォローアップ 

 ②現地コーディネーターへの業務委

託、バイヤー招聘、現地フェアの実

施、英語版ＷＥＢサイトの構築 

 ③境港ポートセールス活動を支援し、

県内企業の貿易拡大を支援 

 ④県内企業の海外展開状況を調査 

 ⑤非日系市場に参入する企業を対象に

座学、実践を通した人材育成を実施 

 ⑥海外向けオンラインストアと連携し

た商品認知度向上を支援 

 ⑦食品専門展示会に島根ブースを設置

し、海外販路拡大を支援   【新規】

商工労働部 
[しまねブラン

ド推進課]

50 浜田港ポートセー

ルス推進事業 

30,597 県内唯一の国際貿易港である浜田港を

利用した貿易の拡大を図るため、官民一体

となってポートセールスを実施 

①国際航路利用促進 

国際コンテナ航路等を利用した輸

出入貨物の増加に向けて、荷主等を

支援 

②浜田港トライアル輸出入支援事業 

新規コンテナ貨物の試験的な輸出

入を支援 

商工労働部 
[しまねブラン

ド推進課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

51 新規 島根大学材料エネ

ルギー学部・県内

産業連携強化促進

事業 

152,144  令和５年４月に島根大学に創設される

「材料エネルギー学部」と県内企業との

連携や県内進学、県内就職を促進する取

組を支援 

商工労働部 

［産業振興課］

52 先端金属素材グロ

ーバル拠点創出事

業 

455,256  特殊鋼などの素材分野での強みを活か

し、きらりと光る地方大学づくりと若者

の雇用機会の創出を進めるため、国の交

付金を活用し、航空機産業及びモーター

産業等での新たな事業の創出に向けた最

先端研究の推進と高度専門人材の育成

を、産学官が連携して実施 

 ［事業期間］ 

   Ｒ５～９ 

 ［事業内容］ 

  ①島根大学が行う次世代たたら協創

センターでの研究開発に必要な装

置の導入等を支援 

  ②オックスフォード大学教員による

講義の開講など島根大学及び松江

高専が行う金属材料分野の専門人

材育成を支援 

  ③島根大学が特殊鋼関連企業と共同

で行う新素材の開発や加工技術の

高度化に向けた最先端の研究を支

援 

  ④企業が行う航空機産業・モーター

産業等への参入や事業拡大に向け

た研究開発を支援 

商工労働部 

［産業振興課］
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

53 次世代産業振興プ

ロジェクト 

461,662  県内ものづくり産業の経営基盤強化を

図るための取組を支援 

 また、従来の産業構造からの変革に対

応するため、イノベーション創出を支援

し、成長分野への参入や事業拡大を促進 

 ①ものづくり産業総合支援事業 

売上確保に向けた販路の拡大と新

常態に対応した経営戦略の策定を促

すことにより、県内企業の経営基盤

の強化を総合的に支援 

・ものづくりアドバイザーを派遣

し、課題解決に向けた取組を支

援 

・生産性向上に向けたデジタル技

術を活用したプロセス改善等を

支援 

・県外への販路拡大に向けた展示

会への出展等を支援 

・提案型企業や研究開発型企業へ

の転換を図るため、県内企業の

ヒアリング、先行事例の調査・分

析、セミナーを実施   【新規】

②しまね次世代産業創出オープンイノ

ベーション推進事業     【新規】

付加価値が高く、若者が希望・やり

がいを持って働くことができる次世

代産業の創出を図るため、産学官連

携や企業間連携によるオープンイノ

ベーションを推進し、県内企業の成

長市場での事業展開を促進 

③次世代産業推進技術イノベーション

事業            【新規】

   県内産業の持続的発展を図るとと

もに、次世代産業分野への新事業展

開を推進するため、産業技術センタ

ーが、県内企業の技術基盤の強化と

研究開発力の強化を両輪で支援 

 ④ものづくり産業脱炭素化促進事業 

   県内ものづくり産業が脱炭素化に

的確に対応するために実施する取組

を支援 

商工労働部 

［産業振興課］
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 ⑤しまね産学官連携促進支援事業 

   県内大学・高専の研究シーズと人

材の育成を支援し、県内企業への技

術移転や高度人材の輩出を推進 

・県内産業の成長につながる県内

大学・高専の研究シーズの発展・

事業化を支援 

・ 学生が企業に改善提案を行う課

題解決型学習の取組を通じて大

学と企業の連携を促進 

-32-



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

54 産業振興支援体制

の整備 

351,188  活力ある地域産業の振興を図るため、

県の企業支援の事業が安定的かつ効果的

に実施できるよう公益財団法人しまね産

業振興財団の運営を支援 

商工労働部 

［産業振興課］

55 石州瓦産業経営基

盤強化支援事業 

42,000  石州瓦産業の振興を図るため、経営力・

生産力・販売力の強化を支援 

 ①石州瓦利用促進事業 

石州瓦の利用を促進するための取

組を支援 

［取組内容］ 

・工務店等と連携した石州瓦の魅

力発信の取組 

・様々な関係企業と連携し石州瓦

の採用増に寄与する取組 

［事業期間］Ｒ５～７ 

［事業主体］石州瓦工業組合 

 ②新屋根材開発事業 

   石州瓦工業組合と産業技術センタ

ーとの共同研究により、現在市場に

ない新たな屋根材等を開発 

 ③石州瓦市場創出支援事業 

   瓦以外の新製品開発や、焼成技術

等を活かした異分野参入を支援 

［事業主体］石州瓦工業組合 

商工労働部 

［産業振興課］

56 島根県グローカル

人材育成支援事業 

10,000  グローバルな視点を有する意欲のある

若者の育成と県内定着を促進するため、

海外留学や県内企業でのインターンシッ

プ等を組み合わせたプログラムを実施 

商工労働部 

［産業振興課］
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

57 しまねＩＴ産業振

興事業 

299,779  県外市場から多くの売上を獲得し、若

年層の雇用を創出する県内ＩＴ産業の持

続的な発展を目指し、人材育成・確保及び

高付加価値な業態への転換を支援 

 ①人材の育成・確保 

・学生 Ruby 合宿、小学生 Ruby 教室

の開催 

・ 県内の専門高校、高専、専門学校と

ＩＴ企業が連携して共同企画授業

を実施 

・島根大学とＩＴ企業が連携する地

域連携型プロジェクト授業・研究

や交流会等を実施 

・大学研究室や県内出身県外学生と

県内ＩＴ企業との交流機会を提供 

・文系学生向けにプログラミング学

習、県内ＩＴ企業との交流機会等

を提供 

・ＩＴ技術者を対象とした実践的な

講座を開催 

・ＩＴを活用し、新サービスを創出す

るスキルを習得できる講座を開催 

・ＵＩターン転職による即戦力人材

を確保するため、ＩＴ人材コーデ

ィネーターによる相談から就職ま

での一貫した支援を実施 

 ②企業の技術力・商品力強化 

・しまねソフト研究開発センターに

おいて、県内ＩＴ企業の事業創出、

販路拡大、研究開発、高度技術者の

育成等を総合的に支援 

・Ruby biz グランプリ、Ruby 技術会

議の開催を支援し、新サービス創

出の意識付け及び県外企業との関

係づくりを促進 

商工労働部 

［産業振興課］
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

58 しまねデジタルイ

ノベーション推進

事業 

155,082  県内産業の競争力強化を目指し、「しま

ねソフト研究開発センター」等において、

県内中小企業等でのデジタル技術を活用

した生産性を高める取組を支援 

・ 専門家を派遣し、デジタル技術を活

用した既存事業の利益率向上や新ビ

ジネス創出に向けた取組を支援 

・ セミナーによる理解促進、ビジネス

プランの企画・実証など、企業のデジ

タル導入の段階に応じた支援を実施 

・ e-ラーニングを通じて、県内企業の

有力な相談先である商工会議所・商

工会の経営指導員等の支援スキルの

向上を推進 

・ デジタル技術を活用した生産性向

上、新ビジネス創出や企業のデジタ

ル化を図る取組を支援 

商工労働部 

［産業振興課］
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

59 企業誘致のための

各種助成事業 

2,701,478  県内既存工場・事業所の増設や県外か

らの新規誘致を推進するため、各種助成

等により企業の初期投資等を軽減すると

ともに、中山間地域等における企業立地

を推進するため、市町村の取組を支援 

 ①企業立地促進助成金    【拡充】

   製造業・ソフト産業・ソフト系ＩＴ

企業を対象とし、投資額や雇用の増

加人数に応じて助成 

 ②製造業・ソフト産業・ＩＴ産業への支

援制度 

  ・ソフト産業家賃補助金 

  ・航空運賃補助金 

  ・人材確保・育成補助金 

 ③江の川工業用水道料金補助 

   江津地域拠点工業団地において工

業用水を使用する企業に対する助成 

 ④人材確保支援サポート事業 

   人事・採用業務に精通した民間企

業と連携し、中山間地域等に新規立

地する企業が円滑に人材確保できる

よう支援 

 ⑤中山間地域等専門系事務職場誘致促

進事業  

   中山間地域等への専門系事務職場

誘致を促進するため、誘致に取り組

む市町村を支援 
  （注）専門系事務：ソフト産業のうち一定程度

の事務処理能力、専門性を要する事務

（インターネット附随サービス業、シェ

アードサービス業、インターネット広告

業） 

 ⑥スタートアップ企業支援補助事業 

【新規】

成長が期待できるスタートアップ

企業の事業費を補助し、将来的な立

地計画認定に向けて支援 

商工労働部 
[企業立地課]

60 石見臨空ファクト

リーパーク等への

企業誘致 

12,550  石見地域の産業や地域の活性化と、萩・

石見空港の基礎的需要の拡大を図るた

め、石見臨空ファクトリーパーク等への

企業立地を推進するための取組を実施 

商工労働部 
[企業立地課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

61 中山間地域等への

企業立地の推進 

20,000  石見・隠岐地域をはじめとした中山間

地域等への企業立地を促進するため、中

山間地域等で需要が高い事務系職種とし

て、インターネット関連産業などの誘致

活動を展開 

商工労働部 
[企業立地課]

62 市町村の遊休施設

を活用した貸オフ

ィス・貸工場整備

支援事業 

10,000  中山間地域等における企業立地を推進

するため、所有する遊休施設を貸オフィ

ス・貸工場として整備する市町村を支援 

 ［助成率］1.5/10 

 ［上限額］貸オフィス 1,000 万円 

      貸工場   5,000 万円 

商工労働部 
[企業立地課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

63 事業承継総合支援

事業 

199,069 経営者の高齢化や後継者不在による休

廃業が生じないよう円滑な事業承継を進

めるため、案件の掘り起こしから、事業承

継計画の策定、後継者の確保・育成、経営

革新等新たな取り組みの実施まで関係機

関と一体となって総合的に支援 

①事業承継支援体制整備事業 

・支援機関を総合調整するコーディ

ネーターを設置 

・商工団体等との連携による伴走型

の支援を展開するため事業承継推

進員を配置 

・ 事業承継の啓発、後継者育成のた

めのセミナーを開催 

・商工団体等の事業承継に関する普

及広報活動を支援 

・各士業が事業承継の早期の段階か

ら関与するため、士業連携ワーキ

ンググループ及び、個別相談会の

開催 

②戦略的事業承継促進事業 

・ 組合等を通じて、構成員企業の事

業承継に係るビジョン作成や課題

解決、人材育成を支援 

・承継税制の活用ニーズの増大に対

応するための円滑な処理体制の確

保 

③経営改善・経営革新支援事業 

・事業承継の課題解決を図るための

専門的知見を有するアドバイザー

を中小企業に派遣 

・事業承継を契機とした経営体質強

化や後継者が行う新事業創出を支

援 

 ［助成率］ 

1/2、2/3（経営革新計画、経営

力向上計画もしくは先端設備等

導入計画の承認を受けた場合、ま

たは後継者が創業予定者の場合）

［上限額］ 

100 万円（助成率 2/3 要件に該

当する場合 200 万円） 

商工労働部 

[中小企業課]
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・事業譲渡等により地域に必要な事

業を引き継いだ事業者の設備投資

を支援 

［助成率］1/2 

［上限額］ 

1,000 万円（中山間地域特例に

該当する場合 600 万円） 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

64 商工会・商工会議

所活動支援事業 

1,326,817 小規模事業者等の経営改善及び技術の

発展を図るため、商工会、商工会議所及び

商工会連合会が行う経営改善普及事業に

要する経費等の一部を支援 

①小規模事業者の金融、税務、経営の合

理化、技術の改善、労務及び社会保険

等に関する相談及び指導 

②新サービスの開発や情報技術の活用

等による創業及び経営の革新に関す

る相談及び指導 

③地域経済の活性化を図る商工業の振

興に関する事業の実施、協力又は指

導 

④経営、技術、各種制度等に関する情報

又は資料の収集及び提供 

商工労働部

[中小企業課]

65 中小企業団体中央

会活動支援事業 

109,324 中小企業の組織化を推進し、連携によ

る共同事業等により経営の安定や改善及

び事業の発展を図るため、島根県中小企

業団体中央会が行う連携組織対策事業に

要する経費の一部を支援 

①組合等の組織及び事業に関する相談

及び指導 

②組合等の金融、税務、経営の合理化、

技術の改善、公害、労務及び社会保険

等に関する相談及び指導 

③組合等を対象とした研修会及び講習

会の開催 

④組合等の経営改善等に関する調査及

び研究並びに情報の提供 

⑤組合の監査指導 

商工労働部

[中小企業課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

66 地域商業等支援事

業 

48,000 小売店舗の持続化や買い物不便対策を

強化するため、開業や移動販売等を市町

村とともに支援（市町村負担額と同額を

助成） 

①小売店等の開業経費を助成 

［助成率］1/4 

［上限額］ 

・一般枠 100 万円 

・特別枠 120 万円 

［助成対象業種］ 

小売業、飲食サービス業など 

②買い物の不便な地域での小売店の開

業経費等を助成       【拡充】

［助成率］1/4（中山間地域は 1/3） 

［上限額］500 万円 

③移動販売車・宅配車の整備・運営費を

助成            【拡充】

［助成率］1/4（中山間地域は 1/3） 

（運営費は定額助成） 

［上限額］100 万円 

（運営費は初年度５万円など）

④街路灯、アーケード等共同施設の整

備費を助成 

［助成率］1/4 

［上限額］500 万円 

⑤飲食料品等の仕入共同化のための施

設整備費を助成 

［助成率］1/4 

［上限額］150 万円 

商工労働部

[中小企業課]

67 地域課題解決型し

まね起業支援事業 

37,726 地域課題の解決を目的として新たに起

業する者に対して、起業に要する経費の

一部を支援 

・起業者への支援金 

［助成率］1/2 

［上限額］200 万円 

商工労働部

[中小企業課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

68 商業・サービス業

県外展開支援事業 

16,500 商業・サービス業の事業者が、県内事業

所の雇用の維持・拡大や付加価値の向上

を図るため、県外の大消費地など新たな

市場の開拓を目指す挑戦的な取組を支援 

［助成率］ 

1/2（大企業は一部 1/4） 

［上限額］ 

・事前調査事業     50 万円 

・システム構築事業  300 万円 

・市場開拓モデル事業 300 万円 

商工労働部

[中小企業課]

69 起業家育成・支援

事業 

11,627  起業支援体制の充実強化を図るととも

に、地域経済の活性化に貢献する起業を

推進 

①起業マインド向上事業 

 起業希望者の多様なニーズに応え

られる一気通貫型の起業家スクール

を実施 

②包括的支援体制整備事業 

・市町村等が行う起業支援の活動を

支援 

・しまね産業振興財団のインキュベ

ーションマネージャーによる起業

支援拠点の機能強化支援 

③新ビジネス創出支援事業 

・地域経済への貢献度の高いビジネ

スプランを持つ起業希望者に対

し、専門家派遣と起業家体験を組

み合わせた課題解決型チャレンジ

プログラムを提供 

・地域経済に大きな貢献が見込まれ

る案件を選定し、事業可能性調査、

マッチング等を支援 

［助成率］1/2 

［上限額］50 万円 

商工労働部

[中小企業課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

70 特定有人国境離島

地域創業・事業拡

大支援事業 

248,650 有人国境離島地域に関する特別措置法

に基づき、特定有人国境離島地域（隠岐諸

島）の地域社会の維持を図るため、隠岐４

町村が実施する取組を支援 

①雇用機会拡充事業 

雇用機会の拡充に寄与する創業又

は事業拡大を行おうとする民間事業

者を支援 

［負担割合］ 

国 1/2・県 1/8・町村 1/8・ 

事業者 1/4 

［交付対象経費］ 

・ハード 設備費、改修費 

・ソフト 広告宣伝費、店舗等借入

費、人件費等 

②雇用充足促進事業 

隠岐地域で事業を営む民間事業者

と本土の人材とのマッチング等を目

的とした同地域における就労体験や

住民との交流等を内容とするツアー

を隠岐４町村が実施 

［負担割合］ 

国 5.5/10・県 2.25/10・ 

町村 2.25/10 

商工労働部

[中小企業課]

71 中小企業制度融資 

（特別会計） 

47,622,062 信用保証協会の保証制度を活用し、低

利で長期の資金提供を金融機関と協調し

て実施 

［融資枠 450 億円］ 

※別途、新型コロナウイルス感染症

等による経済情勢を踏まえた融資

制度を実施（融資枠 50億円） 

商工労働部

[中小企業課]
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Ⅰ 活力ある産業をつくる 

３ 人材の確保・育成 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

72 県内就職に向けた

県内大学等との連

携事業 

24,964 県内大学と企業、県等で構成するコン

ソーシアムにより、県内学生の県内就職

に向けた取組を支援 

①県内学生と企業の交流会など学生が

地元企業を知る機会の創出やインタ

ーンシップの充実に向けた取組、県

内大学と企業が連携して教育プログ

ラムを構築する取組を支援 

②コンソーシアム事務局の運営経費を

支援 

政策企画局 

[政策企画監室]

商工労働部 

[雇用政策課]

73 困難を有する子ど

も・若者支援事業 

22,439 ひきこもりや不登校、発達障がいなど、

社会生活を営む上で様々な困難を有する

子どもや若者の自立につながる市町村の

取組を支援 

①就労体験を受け入れる事業所の開拓

や関係機関との連携強化などの取組

を行う市町村を支援 

 ［助成率］1/2 

②圏域における支援拠点として、居場

所の確保や社会・就労体験など社会

とのつながりを回復させる取組を行

う市町村を支援 

 ［助成率］1/2 

③子ども・若者支援機関の相互理解と

連携強化の促進 

健康福祉部 
[青少年家庭課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

74 女性の雇用・就業

促進事業 

52,513 女性一人ひとりの希望に応じた就労を

実現するための環境を整備 

①県内企業等で就労を目指す女性を支

援するため、ワンストップの就職相

談窓口を設置 

［設置場所］ 

松江市、浜田市 

［事業内容］ 

求職者の総合相談、無料職業紹

介、セミナーの開催、職場体験、出

張相談会、ＰＣ講習、就職後のフォ

ロー 

②正規職員への転換を希望する女性の

非正規労働者を支援するため、就労

体験付き講習会を実施 

政策企画局 
[女性活躍推進

課] 

75 中小・小規模事業

者等出産後職場復

帰促進事業 

103,469 出産や育児による離職を減らし、従業

員が出産後も働き続けることができるよ

う、中小・小規模事業者等に奨励金を支給

［対象事業者］ 

県内に本社又は主たる事業所があ

る中小・小規模事業者等が設置する

従業員数 50 人未満の県内の事業所 

［支給要件］ 

出産後３か月以上の育児休業を取

得し、職場復帰した従業員を３か月

以上雇用すること 

［支給額］ 

・従業員 30 人未満の事業所 

   20 万円／人（新規１人目のみ） 

   ※２人目以降は 10 万円／人 

・従業員 30～50 人未満の事業所 

10 万円／人 

政策企画局 
[女性活躍推進

課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

76 子育てしやすい職

場づくり促進事業 

39,478 子育てしやすい柔軟な働き方ができる

職場環境づくりに取り組む、中小・小規模

事業者等に奨励金を支給 

［対象事業者］ 

県内に本社又は主たる事業所があ

る中小・小規模事業者等が設置する

従業員数 50 人未満の県内の事業所 

［支給要件］ 

以下のいずれかの制度を導入し、

利用実績があること 

ａ.時間単位の年次有給休暇制度 

ｂ.育児短時間勤務制度 

（代替制度も可） 

［代替制度］ 

・フレックスタイム制度 

・始業終業時刻の繰上げ繰下げ 

［支給額］ 

ａ、ｂ各 10 万円／事業所 

※１事業所につきａ、ｂそれぞれ

１回限り 

政策企画局 
[女性活躍推進

課]

77 観光産業人材育成

事業 

24,290  観光産業における人材の確保・育成対

策を実施 

①宿泊・観光業向け研修会の実施、人材

育成システムの拡充 

②県内大学と連携したセミナー等の実

施により、学生等の観光産業への職

業理解と就労を促進 

③就職希望者を対象とした職業訓練を

実施 

商工労働部
[観光振興課] 

[雇用政策課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

78 若年者県内就職促

進事業  

461,946 高校生や県内外に進学した学生の県内

就職を促進（№72 一部再掲） 

①高校生等の県内就職促進事業  

人材確保育成コーディネーターを

配置し、県内高校と連携した企業交

流会の開催により在学生及び教職員

の県内就職の意識向上や将来の県内

企業への就職を促進 

②県内大学生等の県内就職促進事業  

人材確保育成コーディネーターを

配置し、県内大学等と連携した企業

交流会や企業説明会等を開催 

③県外大学生等の県内就職促進事業  

学生就職アドバイザーを近畿・山

陽地方に配置し県外大学等と連携し

た個別相談や企業交流会、企業説明

会等を開催 

④女子学生の県内就職の促進  

・ 女子学生「しまねジョブガール」が

県内企業を取材し、女子の視点で

企業情報を発信 

・ 大学等を巡回「キャラバン」して文

系女子が活躍している職種をＰＲ 

・ 県内企業の情報発信の改善「採用

ブランディング」に取り組む企業

を支援 

⑤企業情報発信力強化事業   

・採用力強化セミナーの開催 

・採用力強化支援員の配置や専門家

の派遣により、県内企業の採用活

動の改善に向けた取組を支援 

【拡充】

・ 「若者の県内就職の促進に関する

業務協定」により連携する（株）マ

イナビのサイトに島根県のポータ

ルページを開設し、また、県外の合

同企業説明会に島根ブースを出展 

・インターンシップや就職活動にか

かる学生の交通費等を支援 

・ 「しまね登録」をしている学生に

ＬＩＮＥで就職情報等を発信 

・保護者向けの情報発信や就活セミ

ナーを実施 

商工労働部 

[雇用政策課] 
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⑥ジョブカフェしまねの運営 

・ 若年者の県内就職促進のため、職

業相談から就職までを一貫して支

援 

・ジョブカフェしまねサイトを活用

した県内企業の採用活動を支援 

【拡充】
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

79 産業人材確保対策 

事業 

49,376 県内企業が求める専門人材のＵＩＪタ

ーン等による確保や外国人材の適正な雇

用を支援  

①高度産業人材の確保 

プロフェッショナル人材戦略拠点

を設置し、県外からの専門人材の確

保に取り組む中小企業を支援 

  ※ＤＸ人材確保及びスタートアップ

企業への助成を割増     【拡充】

・都市部からＵＩＪターンにより人

材を確保する場合に、人材紹介に

係る手数料を助成 

  ［助成率］1/2、2/3 

［助成上限額］130 万円、170 万円

・ 副業・兼業で活用する場合に、人材

紹介に係る手数料を助成 

［助成上限額］12 万円、24 万円 

・副業･兼業人材の移動等に要する経

費を助成 

［助成率］1/2 

［助成上限額］20 万円、40 万円 

②外国人を雇用する事業者等への支援 

外国人雇用に関する企業向けの情

報提供窓口を設置 

商工労働部 

[雇用政策課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

80 しまねいきいき職 

場づくり推進事業 

44,852 県内企業における「働き方改革」を推進

し、ワークライフバランスの実現と職場

定着を促進（№78 一部再掲） 

 ①経営者向けセミナー 

経営者や管理職を対象としたセミ

ナー等を開催 

 ②スリーステージ研修 

内定者、新入社員、若手社員（入社

３年以内）と段階的に研修を実施し、

企業の人材育成を支援 

③いきいき職場づくり支援補助金 

・人材育成や職場環境の改善の取組

を支援 

［助成率］ソフト 1/2、ハード 1/3

［助成上限額］80 万円 

・情報発信の改善の取組を支援 

［助成率］1/2 

［助成上限額］150 万円 

④しまねいきいき雇用賞 

雇用に関し優れた取組を行う企業

を知事表彰し、受賞企業の取組事例

を広く周知 

商工労働部 

[雇用政策課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

81 技能評価・向上事

業 

22,049 「島根の職人技」の継承者を育成・確保

するための取組を支援 

①就労体験事業 

県内の若年未就業者及び県外から

のＵ・Ｉターン者の就労体験にかか

る経費を助成  

［対象分野］ 

宮大工、左官、瓦葺き、建築板金、

造園など、島根の伝統的生活様式

や在来工法などによる建築物など

に必要となる技能分野 

［体験期間］ 

短期コース １～３か月 

伝承コース ３か月～２年 

［実施主体］ 

島根県技能士会連合会 

［体験者への助成内容］ 

12 万円／月 

［受入先への助成内容］ 

３万円／月 

［就職準備金］就職した場合 

  ６万円（短期コースのみ） 

②魅力発信事業 

・職人技の魅力をＨＰや動画で発信 

・職人技に関心を持ってもらうため

の体験イベントを開催 

 ③技能検定試験 

   若年技能者への技能検定受検料の

減免 

商工労働部 

[雇用政策課]

82 中小企業デジタル

人材育成支援事業 

4,260  民間企業の既存講座を活用し、県にお

いてパッケージ化したデジタル関連講座

の提供による県内中小企業のデジタル人

材育成を推進 

商工労働部 

[雇用政策課]

-51-



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

83 多様な人材の雇

用・就業促進事業 

165,278 就職等に向けた寄添い型支援により、

高齢者など多様な人材の活躍を促進  

①高齢者の活躍促進  

・ ミドル・シニア仕事センターを設

置し、企業等での就職を支援 

・高齢者が地域社会で活躍できるよ

うシルバー人材センターの取組を

支援し、多様な就業機会を提供 

②障がい者の活躍促進  

・高等技術校や企業で職業訓練を実

施 

・ 特例子会社の設立を支援、障がい

者雇用に関するフォーラムを開催 

③若年無業者等に対する支援 

・しまね若者サポートステーション

を設置し、若年無業者の職業的自

立に向け、職業相談から就労、フォ

ローアップまで一貫して支援 

・就職氷河期世代を含む若年未就業

者に就労体験の機会を提供 

商工労働部 

[雇用政策課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

84 しまねの建設担い

手確保・育成事業 

74,989 建設産業の担い手を確保・育成するた

め、建設産業団体等が行う就職促進等の

取組を支援 

①合同企業説明会・現場見学会の開催 

［助成率］1/2、1/4 

［助成上限額］50 万円、100 万円 

②入職促進広報の支援 

若年者等の入職促進を目的とした

広報活動を支援 

［助成率］1/2 

［助成上限額］100 万円 

③「もっと女性が活躍できる建設業」協

働推進 

建設産業への女性の就職促進や定

着、家庭との両立に向けた取組を支

援 

［助成率］2/3 

［助成上限額］300 万円 

④外国人・障がい者雇用等による人材

確保支援 

［助成率］1/2 

［助成上限額］20 万円、100 万円 

⑤生産性向上のためのＩＣＴ設備導入

支援 

生産性向上による労働力不足の解

消、処遇改善及び建設産業の魅力向

上のため、ＩＣＴ活用工事の実施に

向けた機器等の導入を支援 

［助成率］1/3 

［助成上限額］ 

・機器等 100 万円 

・建機  500 万円 

⑥建設産業の魅力発信    【新規】

将来の担い手となる若年層を含む

幅広い層に向けて、建設産業の魅力

を発信 

⑦ＩＣＴ活用工事啓発研修の実施 

【新規】

ＩＣＴ活用工事の導入促進のため、

未経験企業向けの研修を実施 

⑧技能の向上を図るための活動の支援 

新規入職者向け研修会・公的資格

取得に関する講習会等の開催を支援 

［助成率］1/2、1/4 

［助成上限額］50 万円 

土木部 

[土木総務課] 

[技術管理課] 

[道路維持課]

-53-



⑨除雪機械資格取得の支援 

除雪機械の運転手となる人材の育

成のため、資格取得経費を支援 

［助成率］1/3 

［助成上限額］20 万円 

⑩経営基盤強化コーディネート 

担い手確保や生産性向上などの経

営基盤強化の取組に対する課題の整

理やフォローアップ、関係機関との

連携等を支援 

⑪事業継続力強化アドバイザーの派遣 

経営課題解決のために必要な知識

とスキルを有する外部専門家を派遣 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

85 特別支援学校職業

教育・就業支援事

業 

13,408 特別支援学校高等部において、生徒の

希望や適性に応じた進路先の確保や就職

後の定着、技能向上に向けた取組を推進 

①進路指導の充実 

特別支援学校に非常勤講師を配置

し、進路指導に必要な時間を確保す

ることで、卒業生のアフターケアや

在校生の職場体験受入先の開拓など

を実施 

［実施校］ 

６校（松江、出雲、浜田、石見、

益田、隠岐） 

②技能の向上 

合同学習や学習成果の発表を通じ

て、生徒の意欲や職業スキルの向上

を促進 

教育委員会 
[特別支援教育

課]
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Ⅱ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

１ 結婚・出産・子育てへの支援 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

86 男性の家事・育児

参加促進事業 

3,542 男性が家事・育児をすることが当たり

前として捉えられるよう、男性の主体的

な家事・育児参加を促進 

①夫婦や企業を対象に、助産師を講師

とするセミナーを開催 

・ 「家事手帳｣、｢パパの育児手帳｣を

活用し、家事・育児の役割分担など

を学ぶセミナー 

・ 男性の家事・育児参加の必要性や

子育て中の従業員への支援を学ぶ

職場内のセミナー 

②ワーク・ライフ・バランスキャンペー

ンを展開 

ＣＭや特設サイトなどを活用した

広報を鳥取県と連携して実施 

政策企画局 
[女性活躍推進

課]

87 しまね産前・産後

安心サポート事業 

31,714 市町村が取り組む産前・産後の一時的

な育児・家事援助や産後の専門的なケア

の充実を支援 

①産前・産後訪問サポート事業 

一時的に家事・育児の援助が必要

な家庭に有償で家事・育児を支援 

［負担割合］県 1/2・市町村 1/2 

②産後のケア事業 

要支援な産婦などを産後１か月ま

でに早期に発見し、産後の専門的な

ケアを受けられる体制を充実 

［負担割合］県 1/2・市町村 1/2 

③子育て世帯訪問支援臨時特例事業交

付金           【新規】

 家事・育児に対して不安・負担を抱

えた子育て家庭、妊産婦、ヤングケア

ラー等がいる家庭に有償で家事・育

児を支援 

［負担割合］ 

国 1/2･県 1/4･市町村 1/4 

健康福祉部 
[健康推進課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

88 子ども（小学生）医

療費助成制度 

241,850

※医療費助

成への活

用可能額 

「しまね結婚・子育て市町村交付金」に

より、小学６年生までの子ども医療費助

成を支援し、子育て世帯の経済的負担軽

減を促進 

[自己負担上限額(１医療機関当たり)]

・入院 2,000 円／月 

・通院 1,000 円／月 

※市町村の独自の支援により無償

化の場合あり 

健康福祉部 
[健康推進課] 

[子ども・子育

て支援課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

89 不妊治療支援事業 45,195 不妊に悩む夫婦等の不妊治療等への参

加を後押しするため、治療費等の一部助

成や専門相談を実施 

①不妊治療費助成事業 

令和４年度から公的医療保険の対

象となった不妊治療について、保険

適用とならない治療のうち先進医療

として実施される治療に要する費用

の一部を助成 

［助成率］7/10 

［助成上限額］５万円／回 

②男性の不妊検査費の助成（県単独分）

［助成率］7/10 

［助成上限額］28,000 円／回 

③不育症の検査に要する費用を助成 

［助成上限額］５万円／回 

［負担割合］国 1/2・県 1/2 

④がん患者等に対する妊孕性温存療法

支援事業 

がん治療等により、妊孕性が損な

われる可能性のある患者に対し、妊

孕性温存療法等に要する費用を助成 

［助成上限額］ 

国が定める治療法ごとの上限額 

［負担割合］国 1/2・県 1/2 

⑤妊娠・出産等相談事業 

不妊や不育に悩む方、これから子

どもを望む方などへの相談体制を強

化 
（注）不育症：２回以上の流産、死産等を繰り返す

状態 

（注）妊孕性（にんようせい）：妊娠するための機

能、妊娠する能力 

健康福祉部 
[健康推進課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

90 結婚支援事業 132,073 縁結びボランティア「はぴこ」、しまね

コンピューターマッチングシステム「し

まコ」による結婚支援や市町村と連携し

た総合的な結婚支援を実施 

①市町村の結婚支援の取組支援【拡充】

市町村の結婚支援の充実・広域化

に加え、しまね縁結びサポートセン

ター事業への登録、活用等に向けた

取組を支援 

②しまね縁結びサポートセンター事業 

県内２か所に設置した「しまね縁

結びサポートセンター」で、男女の縁

結びをサポート 

・ 結婚の相談や情報発信 

・ 縁結びボランティア「はぴこ」の活

動支援 

・「しまコ」の利用拡大に向け、登録

料を女性は無料、男性は半額に期

間限定で引き下げ 

・身だしなみに関するセミナーを実

施           【拡充】

・婚活イベントなどの実施 

・ふるさと島根定住財団と連携した、

県外在住者への結婚支援 

③県が実施する結婚支援事業  【新規】

市町村等の連携強化や事業の広域

展開を実施 

・しまね結婚支援施策推進会議の設

置 

・ 県、市町村及び企業等が行う結婚

支援に係る連携を強化する「結婚

コンシェルジュ事業」を実施 

・県内広域イベントの開催 

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

91 結婚・妊娠・出産・

子育ての切れ目な

い支援事業 

340,996

[うち補正]

4,308

結婚・妊娠・出産・子育てに負担感や不

安を抱えている多くの若い世代が、安心

して結婚・妊娠・出産・子育てできるよう

妊娠期から子育て期まで切れ目ない支援

体制を構築（№88 一部再掲） 

①しまね結婚・子育て市町村交付金事業

 出生数を増やすために市町村が取

り組む「結婚支援」「妊娠・出産支援」

「子育て支援」「医療費助成」等の経

費の一部を助成 

［基準額］ 

子どもや女性の数に応じて市町

村ごとの基準額を設定 

［助成率］1/2 

②「島根みんなで子育て応援賞」事業 

子育て応援に尽力されたボランテ

ィア等に感謝の意を表すための顕彰 

③「こっころメッセージ」贈呈事業 

子どもが誕生した家庭に祝意や敬

意を表するため、お祝いメッセージ

と記念品を贈呈 

④子どもの未来デザイン事業 【拡充】

児童生徒等に対し、助産師・専門講

師による妊娠・出産やライフプラン

に関する講座を実施 

健康福祉部 
[健康推進課] 

[子ども・子育

て支援課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

92 出産・子育て応援

交付金事業 

262,200 妊婦・子育て家庭が安心して出産・子育

てできるよう、市町村が実施する伴走型

相談支援と経済的支援の一体的支援に対

して交付金を交付（令和５年 10 月以降実

施分） 

[実施主体] 

市町村 

[交付対象] 

①出産・子育て応援ギフト 

・出産応援ギフト（妊娠届出時） 

    妊婦一人当たり５万円相当 

・子育て応援ギフト（出生届出時）

    子ども一人当たり５万円相当 

②市町村の事務費 

・出産･子育て応援ギフトの事務費

・伴走型相談支援に係る人件費等 

③出産・子育て応援ギフトに係るク

ーポン発行等の委託経費 

［負担割合］ 

①出産・子育て応援ギフト 

国 2/3・県 1/6・市町村 1/6 

②市町村の事務費 

国 1/2・県 1/4・市町村 1/4  

③出産・子育て応援ギフトに係るク

ーポン発行等の委託経費 

国 10/10 

健康福祉部 
[健康推進課] 

93 第１子・第２子に

係る保育料軽減事

業 

233,199 子育て世帯における３歳未満の第１

子・第２子に係る保育料を軽減する市町

村を支援 

［基準額］国が定める保育料の基準額 

［交付率］基準額の 1/3 

［対象とする所得階層］ 

第３～４階層 

（所得割課税額 97,000 円未満） 

［負担割合］県 10/10 

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

94 第３子以降保育料

軽減事業 

149,588 子育て世帯における３歳未満の第３子

以降の児童に係る保育料を軽減する市町

村を支援 

［基準額］国が定める保育料の基準額 

［助成率］ 

・第４階層     基準額の 2/3 

・第５～８階層 基準額の 1/2 

［負担割合］県 1/2・市町村 1/2 

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 

95 待機児童ゼロ化事

業 
10,285 年度途中の入所希望に対応するため、

保育定員を増やして受入体制を拡充する

私立保育所等を支援 

［対象］ 

待機児童又は潜在的待機児童が発

生している市町村に所在する私立保

育所等 

［基準額］ 

受入可能な０・１歳児の数に応じ

て人件費を助成 

・３人の受入可能 200,000 円／月 

・２人の受入可能 132,000 円／月 

・１人の受入可能  66,000 円／月 

［負担割合］県 1/2・市町村 1/2 

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 

96 病児保育促進事業 13,000 病児・病後児保育の開設を促進するた

め、施設・設備の整備費の一部を国制度と

連携して助成 

①国制度 

［負担割合］ 

・市町村が整備する場合 

国 1/3・県 1/3・市町村 1/3 

・社会福祉法人等が整備する場合 

国 3/10・県 3/10・市町村 3/10・

事業者 1/10 

②県制度（国制度に該当しない場合） 

［負担割合］ 

・市町村が整備する場合 

県 1/2・市町村 1/2 

・社会福祉法人等が整備する場合 

県 1/3・市町村 1/3・事業者 1/3

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

97 小規模民間保育所

運営対策事業 
62,454 中山間地域・離島の保育環境を維持する

ため、小規模な保育所の運営費を支援 

［対象］ 

定員割れが生じている利用定員 20

人の民間の小規模保育所 

［実施主体］ 

市町村 

［助成額］ 

平均在籍児童数に応じた額 

・11 人未満 3,185,000 円 

・11 人以上～13人未満 

2,772,000 円 等 

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 

98 保育所等運営支援

事業 
5,120,951 新子育て安心プラン推進のため、待機

児童を解消するとともに、多様な保育・教

育を受けることができるよう「量の拡充」

と「質の向上」に向け、保育所等へ運営費

を給付 

・私立保育所等の運営に要する経費の

県負担分を市町村へ給付 

［負担割合］ 

国 1/2・県 1/4・市町村 1/4 

・保育士の処遇を改善 

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

99 保育士の確保・定

着支援事業 

500,079

[うち補正]

164,142

新子育て安心プランを推進し、保育環

境の充実を図るため、保育士の確保・定着

に向けた取組を推進 

①保育士の確保対策 

・ 保育士・保育所支援センターに保

育士バンクを設置し、潜在保育士

に対し復職に関する情報を提供 

・保育士養成施設の学生等を対象と

した就職説明会等を実施 

・県外の学生が、県内の保育所を実

習先とする場合、実習等にかかる

旅費の一部を助成 

・保育士等の採用が困難な保育所等

を支援するため、人材派遣会社等

と連携し、保育士等の人材確保を

推進 

・保育士養成施設の学生を対象に修

学資金を貸付 

・ 石見・隠岐地域等の出身学生が県

内の保育士養成施設に進学する際

の家賃等を貸付 

②保育士等の定着対策 

・保育所や認定こども園等の勤務者

が必要とする資格の取得のための

受講経費等を支援 

・ 保育士の負担軽減、離職防止を図

るため、保育補助者等を雇用する

経費を助成 

・ 保育所等の管理職等を対象とし

た、働き方改革に関するセミナー

等の実施 

・保育所等の職員を対象に安全管理

マニュアルの適切な運用のための

研修会・説明会を実施 

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

100 地域の子育て支援

事業 

536,558 新子育て安心プラン推進のため、保育

施設を利用する子どもの家庭だけでな

く、在宅の子育て家庭を含む全ての家庭

及び子どもを対象とした支援を実施 

①地域の子育て支援事業 

一時預かり事業、延長保育事業等

に要する経費の県負担分を市町村へ

助成 

［負担割合］ 

国 1/3・県 1/3・市町村 1/3 他 

②しまねすくすく子育て支援事業 

交付金（メニュー方式）により、国

庫補助の対象とならない小規模な保

育や既存制度では対応できない子育

て家庭のニーズに対する市町村の取

組を支援 

［負担割合］県 10/10 

③子育て支援員の研修 

子育て支援員等を対象に必要な知

識や技能の習得を目的とした研修を

実施 

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

101 放課後児童クラブ

支援事業 

860,168 子育てしやすい環境整備を推進するた

め、放課後児童クラブの待機児童解消や

利用時間延長に向けた取組を支援 

①運営支援 

放課後児童クラブの運営や環境整

備、支援員等の処遇改善などに要す

る経費の県負担分を市町村へ助成 

②待機児童対策 

・ 利用定員を増やす場合に必要な運

営費や改修等の経費の一部を助成 

※利用時間延長を実施する場合の

改修費等の補助基準額を加算 

・ 国の補助制度と協調し、市町村、社

会福祉法人等が行う放課後児童ク

ラブの施設整備費の一部を助成 

・ 保育所等による放課後児童預かり

に必要な経費の一部を助成 

※開所日数に応じて運営費を段階

的に加算、開設準備の補助基準

額を加算・対象期間を拡大 

【拡充】

・ 保育所整備に併せて、放課後児童

クラブを一体的に整備する保育所

に対して、施設整備費の一部を助

成 

③利用時間延長対策 

放課後児童クラブが閉所する時間

を、平日 19 時以降、夏休み期間中等

の長期休業中に開所する時間を７時

30 分以前とするために必要な人件費

の一部を助成 

④放課後児童支援員等確保対策 

・ 放課後児童支援員認定資格研修の

拡充を継続 

・ 放課後児童クラブの従事経験の短

い職員等を対象とした初任者研修

を実施          【新規】

・ 放課後児童クラブへの巡回支援

や、児童クラブの充実に向けた施

策の企画、調整等を行う「放課後児

童クラブスーパーバイザー」を配

置 

・ 人材派遣会社や市町村、大学、シル

バー人材センター等と連携し、不

足している放課後児童支援員等の

確保対策を実施      【拡充】

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

102 放課後児童クラブ

の整備促進 

［制度拡充］ 放課後児童クラブの整備を促進するた

め、国の令和４年度補正予算による支援

の拡充を踏まえ、放課後児童クラブ整備

に伴う市町村及び社会福祉法人等の負担

を軽減 

［負担割合］ 

・市町村による整備 

国 5/6・県 1/8・市町村 1/24 

・社会福祉法人等による整備 

国 5/8・県 13/48・市町村 1/16・

法人等 1/24 

※国の令和４年度補正予算分で採択

された事業に限る 

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 

103 みんなで子育て応

援事業 

17,852 こっころパスポートの普及や協賛店の

登録促進など、家庭、地域、団体、企業等

が一体となり、県全体で子育てを支援 

・こっころパスポートの普及やスマー

トフォンアプリの利用拡大を促進 

・こっころパスポートの特典を提供す

る協賛店の登録を促進 

・ 「こっころ講師」を派遣し、子育て支

援に取り組む民間団体（こっころ隊）

の活動を支援 

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

104 在宅心身障がい児

援護事業 

60,243 重症心身障がい児（者）等の在宅生活を

支援 

①巡回等療育支援事業 

巡回又は送迎により、重症心身障

がい児（者）へのサービスを提供する

事業所へ経費を助成 

②サービス基盤整備事業 

重症心身障がい児（者）を受け入れ

るために、看護職員等を雇用する事

業所へ経費を助成 

③医療的ケア児支援体制整備事業 

各種サービスや支援を調整するコ

ーディネーターを養成 

④医療的ケア児支援センター運営事業 

医療的ケア児・家族・支援者へのコ

ーディネーターによる専門的な相談

支援を実施 

⑤非常用電源確保対策事業 

災害時における在宅障がい児（者）

の人工呼吸器等の電源確保を支援 

⑥その他 

関係団体への活動支援、支援者研

修会の開催 

健康福祉部 
[障がい福祉課]

105 発達障がい者支援

体制整備事業 

90,749 発達障害者支援センターを中心として

発達障がい者をライフステージに応じて

支援 

①本人及び家族への支援 

   本人等への専門的な相談支援、ペ

アレントメンターの養成、成人期の

自立や就労支援のための研修 

②市町村を中心とした体制整備への支

援 

   地域支援マネジャーによる専門的

な指導･助言 

③初診前アセスメントの実施 

   早期支援のため、初診前に心理職

による事前問診･検査を実施 

④人材育成及び県民への普及啓発 

   保育士や事業所職員等への専門研

修、啓発フォーラムの開催 

健康福祉部 
[障がい福祉課]

-68-



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

106 子どもの心の診療

ネットワーク事業 

17,795 様々な子どもの心の問題や発達障がい

等に対応するため、拠点病院･協力病院を

中核とし、各圏域における関係機関の連

携体制を構築 

健康福祉部 
[障がい福祉課]

107 生活困窮者支援・

子どものセーフテ

ィネット推進事業 

9,074 貧困世帯等の子どもと保護者の孤立化

を防ぐため、居場所づくりや学習支援等

を実施 

１ 支援につなぐ取組の推進 

  ＳＮＳを活用し、支援制度の周知や

相談支援へのつなぎを推進 

２ 子どもの居場所創出等支援 

①子どもの居場所支援拠点の設置 

子どもの居場所創出を支援し、地

域全体で子どもとその保護者を支え

る仕組みを構築 

・子どもにかかわる様々な機関を対

象に、適切な支援に向けた研修会

を開催 

・「子どもの居場所づくりコーディ

ネーター」の養成講座を開催 

・子ども食堂開設者の情報交換会を

開催

②子ども食堂開設支援

子ども食堂の開設・拡充に向けた

支援を実施

・子ども食堂の開設等を検討する際

に相談・助言を行う「居場所づくり

アドバイザー」を派遣

・子ども食堂の開設・拡充の際に必

要な経費の一部を支援

［助成上限額］ 

・新規開設 50 万円／箇所 

・既設拡充 20 万円／箇所 

［負担割合］県 1/2・市町村 1/2 

③学習支援事業 

家庭での学習が困難な子どもを対

象とした学習支援を行う市町村の取

組を支援 

［助成率］1/2 

［助成上限額］50 万円 

健康福祉部 
[地域福祉課] 

教育委員会 
[人権同和教育

課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

108 幼児教育推進事業 22,904 幼稚園教諭・保育士等及び市町村担当

者の研修支援の充実やアドバイザー等に

よる訪問指導等により、全県的に幼児教

育の質を向上 

・幼児教育担当指導主事及び幼児教育

アドバイザーによる訪問指導の実施 

・幼児教育施設と小学校の連携に向け

た取組を推進 

・県主催研修の実施や市町村が実施す

る研修の支援 

・未就学児への体力向上や読み聞かせ

の取組を推進 

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 

教育委員会 
[教育指導課] 

[保健体育課] 

[社会教育課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

109 インクルーシブ教

育システム構築事

業 

（注）インクルーシブ教

育システム：障がいのあ

る者と障がいのない者が

共に学ぶ仕組み 

122,084 全ての学びの場で特別支援教育を充実

させることで、障がいのある子どもの自

立と社会参加を促進するとともに、地域

を支える人材を育成 

①発達障がいの可能性のある子どもへ

の支援事業 

特別支援学校の教員などの専門性

を活用し、小中学校等への相談・支援

を充実 

②高等学校特別支援教育充実事業 

・県立高校において、障がいにより

学習や生活に困難さがある生徒が

適切な指導を受けられるよう、巡

回指導を行う教員を拠点校に配置

し、通級指導を充実 

・合理的配慮アドバイザーを県教育

委員会に配置 

③切れ目ない支援体制整備事業 

関係機関と連携し、個別の教育支

援計画の作成などによる引継ぎ体制

を充実 

④特別支援学校機能向上事業 

安全で安心な医療的ケア実施に向

けた学校看護師の配置等の体制を整

備 

⑤特別支援学校と地域の連携強化事業 

地域活動やスポーツ文化活動を通

じて、教育活動を地域に広げる取組

を実施 

教育委員会 
[総務課] 

［学校企画課］ 

[特別支援教育

課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

110 特色ある学校づく

りを支援する少人

数学級編制

1,034,008 国において小学校の学級編制の基準を

令和３年度から学年進行で見直し、全学

年を 35 人にする方針を踏まえ、以下のと

おり対応 

①小学１・２年及び中学１年 

  Ｒ２年度の県の見直し方針に基づ

き、少人数学級編制を実施（学校の実

態等を踏まえ、常勤講師又は非常勤

講師を配置することも可能） 

・小学１年 30 人学級編制 

（国編制基準 35 人） 

・小学２年 32 人学級編制 

・中学１年 35 人学級編制 

 （国編制基準 40 人） 

②小学５・６年 

国制度変更を踏まえた対応とし

て、35 人学級編制を実施 

（国編制基準 40 人） 

③中学２・３年 

Ｒ２年度の県の見直し方針に基づ

き、38 人学級編制を実施 

（国編制基準 40 人） 

④課題解決・制度改正対応のための加

配 

児童生徒支援、教科指導方法工夫

改善及び人材育成に関わる、学校の

抱える課題の解決に取り組む指導体

制を支援するための加配 

※上記による県独自の少人数学級編制

等に伴う加配教員数 132 人 

 ※国による学級編制の基準見直し 

  Ｒ３見直し 小学２年 40 人→35 人 

  Ｒ４見直し 小学３年 40 人→35 人 

  Ｒ５見直し 小学４年 40 人→35 人 

教育委員会 
[学校企画課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

111 学校司書等による

学びのサポート事

業 

160,138 学校図書館を拠点に児童生徒一人一人

に寄り添った学びの支援を行う「学びの

サポーター」または「学校司書」を配置す

る市町村を支援 

①市町村配置経費への助成 

 ［助成率］ 

・学びのサポーター 

市 1/2、町村 2/3 

  ・学校司書 

    市町村 1/3 

②市町村職員への研修支援 

  学びのサポーターの資質向上に向

けた研修会を開催 

教育委員会 
[教育指導課]

112 しまね長寿・子育

て安心住宅リフォ

ーム助成事業 

171,500 既存住宅のバリアフリー又は子育てに

資するリフォームに要する経費の一部を

助成 

［助成対象］ 

・バリアフリー改修 

60 歳以上の者又は障がい者が居

住する住宅 

・子育てに資する改修 

子育て世帯が居住する又は近居

する住宅 

［助成対象住宅の条件］ 

下記のいずれかの住宅であって、耐

震性能を有するもの又は改修により

一定の耐震性能を有するものとなる

こと 

・一戸建て住宅 

・分譲マンションの住戸（区分所有

されているもの） 

［助成率］1/4 

［助成上限額］25 万円 

・子育て世帯とその親世帯が同居又

は近居する場合   10 万円加算

・耐震改修を行う場合 30 万円加算

・空き家バンク登録住宅を購入して

改修する場合    10 万円加算

［助成予定戸数］600 戸 

［事業主体］島根県建築住宅センター 

［施工者］県内に本店を有する事業者 

土木部 

[建築住宅課] 
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Ⅲ 地域を守り、のばす 

１ 中山間地域・離島の暮らしの確保 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

113 中山間地域総合対

策推進事業 

（小さな拠点づく

りの推進） 

157,756 公民館エリアを基本単位として住民の

合意形成を進めつつ、より広いエリアを

念頭に、買い物や交通など住民生活に必

要な機能の確保に取り組む「小さな拠点

づくり」を推進 

特に人口減少の進んだ複数のエリアに

わたる取組や課題解消に向けた活動の着

手と活動の内容や範囲の拡大、継続を図

る市町村を支援 

①住民主体の議論の喚起 

「しまねの郷づくり応援サイト」

の運用 

②地域づくり人材の育成・確保 

集落支援員等のスキルアップのた

めの研修会の実施 

③生活機能の確保に向けた具体的な取

組の推進 

・取組の充実や継続に向けた人材配

置や活動を支援 

※複数のエリアにわたる取組につ

いては、県の助成率を嵩上げし、

取組を推進 

・取組の拠点となる施設整備を支援 

④モデル地区による取組の推進 

人口規模の小さい複数の公民館エ

リアが連携して「小さな拠点づくり」

に取り組む地域をモデル地区に選定

し、取組を重点的に支援 

地域振興部 

[中山間地域・

離島振興課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

114 中山間地域総合対

策推進事業 

（「小さな拠点づ

くり」モデル地区

の推進） 

75,599 人口規模の小さい複数の公民館エリア

が連携して「小さな拠点づくり」に取り組

む地域をモデル地区に選定し、取組を重

点的に支援（№113 一部再掲） 

①モデル地区推進事業総合補助金 

［助成対象事業］ 

モデル地区における生活機能確

保のため、市町村が実施する事業 

［助成率］市町村負担の 2/3 

［事業費上限］ 

１地区当たり５年間で 1.5 億円 

※ハード事業１億円 

ソフト事業 0.5 億円の範囲内 

ただし、ハード事業は過疎債充

当事業に限る 

［既選定市町村］ 

安来市、江津市、邑南町、大田市

②情報発信事業 

モデル地区をはじめとした「小さ

な拠点づくり」に取り組む地区の事

例報告会の実施 

地域振興部 

[中山間地域・

離島振興課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

115 中山間地域総合対

策推進事業 

（中山間地域空き

家対策モデルの推

進） 

12,560 中山間地域・離島における空き家流通

の新たな仕組みづくりや地域運営組織と

の連携による空き家活用の取組を支援

（№113 一部再掲） 

①中山間地域空き家流通促進モデル事

業補助金 

［助成対象事業］ 

建築事業者等と連携し、不動産

専門業者がいない地域で空き家を

流通させるため、市町村が実施す

る事業 

［助成対象経費］ 

 空き家の活用に向けた調査・連

絡調整費、不動産登記等に係る事

務手続き費用など 

［助成率］市町村負担の 3/4 

②中山間地域空き家活用促進モデル事

業補助金 

［助成対象事業］ 

地域運営組織と連携し、空き家

をお試し暮らし住宅等に改修し、

地域外からの定住者を確保するた

め、市町村が実施する事業 

［助成対象経費］ 

空き家の改修費、空き家の活用

に向けた調査・連絡調整費など 

［助成率］市町村負担の 2/3 

地域振興部 

[中山間地域・

離島振興課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

116 拡充 中山間地域の生活

機能の維持確保支

援 

151,334 医療、買い物、燃油等の生活機能を旧市

町村単位で維持確保するため、市町村等

が実施する必要な対策を支援（№66 一部

再掲） 

①ガソリンスタンド存続のための改修

費支援【制度創設】 

中山間地域に設置されたガソリン

スタンドの改修経費等を支援 

［助成対象経費］ 

地下タンクの漏洩防止のための

補強工事、配送用タンクローリー

の更新等 

［助成率］ 

市町村負担の 1/2 

（補助対象事業費の1/3を上限）

②へき地拠点病院運営費補助金【拡充】

中山間地域において、地域医療拠

点病院が新たに実施する以下の取組

を支援 

・無医地区等における巡回診療 

・へき地診療所等への代診医派遣 

・オンライン診療 等 

③へき地診療所運営費補助金 【拡充】

へき地診療所の運営に必要な経費

の一部を支援 

④地域商業等支援事業（買い物不便対

策及び移動販売・宅配支援事業） 

   【拡充】

買い物不便対策に取り組む事業者

の開業等のために必要な経費を支援

（中山間地域について補助率を市町

村と協調して嵩上げ） 

［助成対象経費］ 

改修費、建築費、設備・備品購入

費等 

［助成率］ 

県 1/3（市町村負担額を上限）・ 

市町村 1/3 

⑤創業者向け資金繰り支援  【新規】

中山間地域の創業者向け小口資金

の保証料を全額支援 

［助成率］ 

    県 1/4・市町村 1/4・ 

信用保証協会 1/2 

地域振興部 
[中山間地域・

離島振興課] 

健康福祉部 
[医療政策課] 

商工労働部 
[中小企業課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

117 新規 中山間地域総合対

策推進事業 

（第６期中山間地

域活性化計画策定

に向けた地域実態

調査） 

25,306 中山間地域・離島の集落の人口や活動

状況、「小さな拠点づくり」の進捗状況、

日常生活に必要な施設の設置状況等の、

第６期中山間地域活性化計画（令和７年

度～）の策定に向け必要な基礎資料とす

るための地域実態調査を実施（概ね５年

ごとに実施）（№113 一部再掲） 

①中山間地域における地域実態調査 

・集落人口調査 

・集落基本情報調査 

・小さな拠点づくり進捗状況調査 

・生活機能関連施設状況調査 

②中山間地域におけるガソリンスタン

ド等実態調査 

中山間地域におけるガソリンスタ

ンドの営業や経営状況、事業継続の

意向等を調査 

地域振興部 

[中山間地域・

離島振興課] 

118 新規 離島地域生活機能

確保対策事業 

（隠岐島油槽所タ

ンク開放工事支援

事業） 

［制度創設］ 隠岐地域における石油製品の安定供給

体制を維持するため、平成 21 年度に整備

した隠岐島油槽所の開放工事（大規模改

修）に係る経費の一部を支援 

［助成対象事業］ 

隠岐島油槽所タンク開放工事 

［助成率］ 

開放工事に要する財源として、隠

岐４町村が借り入れる過疎債の元利

償還額（実負担）に対し 1/2 を助成 

地域振興部 

[中山間地域・

離島振興課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

119 多様な担い手確

保・育成支援事業 

75,588 県内の農業の担い手不在集落（約980集

落）を解消するため、集落営農組織の新規

設立や新たな地域の担い手となる者の経

営確立を総合的に支援 

１ 担い手不在集落解消支援 

①組織化等支援 

担い手不在集落での組織化に向か

う活動や農地を維持できる仕組みづ

くりを支援（ソフト・ハード） 

［助成率］市町村負担額の 1/2 

［助成上限額］事業費の 1/3 

②定年等帰農者営農開始・定着支援 

   担い手不在集落で新たに営農を開

始する者等の経営確立を支援 

［助成率］６万円／月、最長２年 

機械整備 1/3 

③近隣の担い手による営農支援 

近隣の担い手による担い手不在集

落での営農のかかり増し経費や営農

機械の購入を支援 

［助成率］50 万円／集落 

機械整備 1/3 

④複数集落での担い手確保支援【新規】

担い手不在集落の解消に向けた複

数集落のエリアでの活動費等を支援 

［助成率］1/2 

［助成上限額］20 万円／地区 

２ 地域農業人材育成支援 

①集落営農雇用支援 

   50 歳以上 65 歳未満の者を雇用す

る集落営農法人での現場研修を支援 

［助成額］５万円／月、最長２年 

②半農半集落営農支援 

   集落営農組織のオペレーターと自

営のトータルで担い手としての活動

を行う者への経営確立を支援 

［助成額］６万円／月、最長２年 

③半農半Ｘの活動を支援 

半農半Ｘの活動を支援 

［助成率］就農前研修 12 万円／月 

定住定着 ６万円／月 

いずれも最長１年 

機械整備 1/3 

農林水産部 
[農林水産総務

課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

120 日本型直接支払制

度 

2,953,118 中山間地域等の多面的機能を確保する

ため、農業生産活動等の維持に取り組む

地域を支援 

①中山間地域等直接支払制度 

農業生産条件の不利な中山間地域

等において、集落協定に従い農業生

産活動を行う農業者等を支援 

②多面的機能支払交付金 

農地の維持、水路や農道の補修等

の地域資源の向上等により、多面的

機能の維持・発揮を図る農業者等を

支援 

農林水産部 
[農林水産総務

課] 

121 野生鳥獣被害対策

事業 

346,898 鳥獣被害対策に関する国交付金を市町

等に配分するとともに、県として地域ぐ

るみで鳥獣被害対策やニホンジカ対策を

実施 

①地域ぐるみでの被害対策 

被害削減に意欲のある集落等を指

定し、県が直接対策・指導を実施 

［対象者］ 

被害対策に意欲ある集落等 

②中国山地のニホンジカ対策 

生息頭数が増加し、今後、被害拡大

の可能性がある中国山地のニホンジ

カの捕獲事業を実施 

③ジビエ活用や新たな鳥獣被害対策 

市町村が実施する有害鳥獣のジビ

エ活用やニホンジカ・サルなどの新

たな鳥獣被害対策を支援 

④野生鳥獣の大量出没に備え、県民の

安全確保、被害防止対策、捕獲強化等

を実施 

農林水産部 

[農林水産総務

課] 
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Ⅲ 地域を守り、のばす 

２ 地域の強みを活かした圏域の発展 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

122 しまねの自然公園

満喫プロジェクト

推進事業 

132,412

[うち補正]

10,000

大山隠岐国立公園をはじめ、県内の自

然公園において、国や市町村等と連携し、

快適な利用環境の整備や体験プログラム

の造成、情報発信を行い、観光誘客を促進

①自然公園を活用した誘客促進補助金 

自然公園を活用した体験プログラ

ムの拡充や、周遊促進などの取組を

支援し、県内の自然公園への誘客を

促進 

［助成対象者］ 

・しまねの自然公園満喫プロジェ

クトを推進する地域協議会 

・観光協会 

・法人 

・法人格を持たない民間団体等 

※いずれも県内団体等に限る 

［助成対象経費］ 

事業の実施に必要な経費（商品

開発や販路開拓に必要な催行費、

導入運営費、活動費等） 

［助成率］1/2 以内 

［助成上限額］500 万円 

②自然公園の魅力発信 

国内外から誘客を促進するため、

県内の自然公園の魅力をホームペー

ジ等で発信 

③受入れ環境の整備 

遊歩道、案内標識など安全・安心で

快適に滞在できる環境を整備 

環境生活部 
[自然環境課]

-81-



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

123 隠岐ユネスコ世界

ジオパーク活用推

進事業 

212,564

[うち補正]

14,000

隠岐ユネスコ世界ジオパークを活用し

た隠岐地域の観光振興・産業振興のため、

（一社）隠岐ジオパーク推進機構や地元

町村等と連携して、ジオパークの認知度

向上や来島者を増やすための情報発信、

受入体制の整備を実施 

①（一社）隠岐ジオパーク推進機構によ

る魅力向上のための活動、広報等を

支援 

②世界ジオパーク認定継続支援のため 

施設整備等を実施 

③隠岐の島町、海士町のジオパーク拠

点施設、中核施設の整備を支援 

環境生活部 
[自然環境課]

124
宍道湖・中海賢明

利用推進事業 

9,015 宍道湖・中海の湖沼環境の保全と賢明

利用を推進 

①水辺に親しむ環境教育・普及啓発事

業 

小中学生を対象とした宍道湖や中

海に流入する身近な川の調査や、湖

沼モニターによる湖沼環境の評価を

実施 

②ラムサール・大型水鳥啓発事業 

・ 鳥取県と連携し、こどもラムサー

ル交流会等を実施 

・水鳥観察会等の実施 

③大型水鳥を活用した広域ネットワー

ク支援事業 

民間団体、関係市及び県で構成す

る協議会による、トキやコウノトリ

の生息環境づくりや普及啓発の取組

を支援 

環境生活部 
[環境政策課]

125 未来へ引き継ぐ石

見銀山保全事業 

80,042 世界遺産「石見銀山遺跡」を適切に管理

し、未来へ継承していくため、調査研究、

保存整備、情報発信を実施 

①世界遺産総合調査研究事業 

・基礎調査研究 

・テーマ別調査研究 

②世界遺産保存整備事業 

・史跡等の整備・修理 

・拠点施設運営補助 

③世界遺産総合情報発信事業 

世界遺産情報発信、講座等開催 

教育委員会 
[文化財課]
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Ⅲ 地域を守り、のばす 

３ 地域の経済的自立の促進 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

126 島根県再生可能エ

ネルギー利活用総

合推進事業 

127,177  「島根県再生可能エネルギー及び省エ

ネルギーの推進に関する基本計画」に沿

って、市町村、県民、事業者等と連携し、

太陽光や木質バイオマス、小水力などの

再生可能エネルギーの導入を推進 

①事業化に向けた可能性調査等の経費

を助成 

［助成率］1/2 以内（上限 500 万円）

②再生可能エネルギーによる地域活性

化支援事業 

・自治会等が地域活性化事業に併せ

て取り組む設備導入の経費を助成 

［助成額］150 万円以内（蓄電池設

置は 10 万円を加算） 

・民間事業者が雇用創出や地域貢献

に併せて取り組む設備導入の経費

を助成 

［助成額］500 万円以内 

③住宅用太陽光発電等の設備導入費を

助成した市町村に対して経費を助成 

  エネルギー価格の高騰を踏まえ、

予算額を増額 

・住宅用太陽光 

［助成額］１万円／kW（上限４万円）

ただし、市町村が１万円／kW

以上の上乗せ助成を設けている

場合は、２万円／kW（上限８万円）

・木質バイオマス熱利用 

［助成率］市町村助成額の 1/2 以内

     （上限 40 万円） 

・ 太陽熱等利用設備、林地残材の集

積装置 

［助成率］1/2 以内（上限 30 万円）

・ 蓄電池設備（既設太陽光への設置

も可） 

［助成額］７万円（定額） 

※幅広く支援するため、10 万円→

７万円に見直し 

地域振興部 

[地域政策課] 

企業局 
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④家庭用燃料電池（エネファーム）の普

及を図るため、モデル的に導入経費

を助成 

［助成額］10 万円（定額） 

⑤講師派遣、再生可能エネルギー教室

等の実施 

-84-



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

127 中山間地域総合対

策推進事業 

（スモール・ビジ

ネスの推進） 

58,843 「小さな拠点づくり」の推進に加え、中

山間地域・離島の豊かな自然環境や特徴

ある資源を活用した事業（スモール・ビジ

ネス）を推進し、雇用の確保と所得向上を

促進 

①専門家による経営指導や技術指導を

実施 

②専門的な講座の実施や個別の課題に

対する伴走支援 

③商品力向上や認知度向上のための取

組に係る経費を支援 

［助成対象者］ 

・県内の中山間地域に主たる事業

所がある法人・団体及び住所が

ある個人 

・市町村（事業者向け補助事業を実

施する場合） 

［助成対象事業］ 

・商品の原材料となる農林水産物

の栽培、育成等 

・地域の産品を活用した商品の加

工・製造・販売 

・地域の自然環境等を活用したサ

ービスの提供 等 

［助成対象経費］ 

商品企画開発、販路開拓等経費、

施設・設備等整備、修繕経費 

［助成率］1/2 

［助成上限額］250 万円 

④産直市等によるインターネットを活

用して地域産品を販売する取組等を

支援 

地域振興部 

[中山間地域・

離島振興課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

128 産地創生事業 170,000 地域の資源や強みを活かした、特色あ

る産地を育成するため、生産・販売の拡大

や、新たな担い手が安定的に加わるよう

マーケットインを意識した産地構想の策

定や６次産業化、スマート農業、労働力確

保、輸出等の取組を集中的に支援（№８再

掲） 

①産地構想作成・ブラッシュアップ支

援事業 

［事業実施主体］ 

産地協議会又はその構成員 

［助成対象経費］ 

市場調査、専門家招へい等に要

する経費 

［助成額］定額 50万円 

②産地構想実行支援事業 

［事業実施主体］ 

産地協議会又はその構成員 

［助成対象経費］ 

商品開発、施設整備等に要する

経費 

［助成金額算定対象］ 

総事業費のうちの産地の負担と

なる額 

（総事業費） 

産地構想の実行に要する経費

の合計 

・国庫補助事業費 

・他の県補助事業の対象とな

らない事業費（県補助事業

は対象外） 

［助成率］ 

補助対象経費の1/2を基本とし、

市町村が連携加算補助を行う場

合、県も同額を追加補助すること

で最大で産地の負担を総事業費の

25％まで圧縮可能 

［助成上限額］ 

5,000 万円／３年度／産地協議

会 

農林水産部 
[産地支援課]
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③産地構想発展支援事業   【新規】

［事業の概要］ 

②を深化・高度化する取組を支

援 

［助成対象者］ 

②に取り組んだ者のうち以下の

要件を満たす者 

・②の計画の目標達成が見込ま

れること 

・取組の深化・高度化を図るこ

と 

・既存計画の目標の２倍以上の

目標を設定すること 

［助成率］ 

補助対象経費の1/3を基本とし、

市町村が連携加算補助を行う場

合、県も同額を追加補助すること

で最大で産地の負担を総事業費の

1/3まで圧縮可能 

［助成上限額］ 

2,500 万円／２年度／産地協議

会 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

129 地魚消費拡大対策

事業 

4,800 全国的に評価が高いにもかかわらず、

県内での認知度が低い県産水産物の県内

飲食店での提供を促すことで、県民・観光

客の認知度向上と消費拡大を推進 

農林水産部 

[沿岸漁業振興

課] 
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Ⅲ 地域を守り、のばす 

４ 地域振興を支えるインフラの整備 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

130 出雲縁結び空港の

機能拡充・利用促

進 

113,355  滑走路等の整備や利用促進・国内ＬＣ

Ｃの誘致に向けた事業を実施 

・場周柵など保安施設の強化 

・老朽化した滑走路等の舗装改良 

・灯火施設の更新 

・各路線の利用促進に向けた旅行商品

造成支援、ＰＲ等を実施 

地域振興部 

[交通対策課] 

土木部 

[港湾空港課] 

131 萩・石見空港の利

用促進・機能拡充 

1,194,990  東京線２便運航の継続に向け、今後の

安定的な需要創出につながるよう、関係

先と連携しながら誘客促進対策を実施す

るほか、滑走路等の整備を実施（№44、60

一部再掲） 

１ 誘客促進対策 

①イン・アウト対策 

・乗客数確保に向けた旅行商品造成

等の支援、ＰＲ等を実施 

・関係人口拡大等による個人利用の

促進 

②政策課題への対応 

・地域との交流や地域活動体験を行

うツアーの実施 

・グラントワを活用したイベントの

開催 

・ 県外企業を対象とする萩・石見空

港を利用した石見臨空ファクトリ

ーパーク等の工業団地の視察ツア

ーを開催 

・中山間地域の高校をめぐるバスツ

アーの実施 

・県内の歴史スポットをめぐるバス

ツアーの実施 

２ 滑走路等の整備 

・老朽化した滑走路等の舗装改良 

・灯火施設の更新 

・滑走路端安全区域の整備 

地域振興部 

[交通対策課] 

[しまね暮らし 

推進課] 

環境生活部 

[文化国際課]

商工労働部 

[観光振興課] 

[企業立地課] 

土木部 

[港湾空港課]

教育委員会 

[教育指導課] 

[文化財課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

132 隠岐世界ジオパー

ク空港の機能拡

充・利用促進 

62,139  滑走路等の整備や各路線の利用促進に

向けた旅行商品造成支援、ＰＲ等を実施 

地域振興部 

[交通対策課] 

土木部 

[港湾空港課] 

133 出雲縁結び空港周

辺対策事業 

866,985  出雲縁結び空港の利便性向上を図るた

めの運用時間の延長等に向けた対策を実

施 

①滑走路に隣接する民家の移転に係る

用地取得及び補償、空港に隣接する

農地等の取得に係る調査 

②空港周辺住民の空調機器の更新・増

設工事 

③空港周辺地域の地域振興策等 

地域振興部 

[交通対策課]

134 国際チャーター便

支援事業 

51,940  外国からの観光誘客を図るため、県内

空港を利用する国際チャーター便を支援 

①航空会社に対する着陸料・航行援助

施設利用料の助成 

 ［助成率］3/4（上限 20 万円／回） 

②旅行会社に対する旅行商品造成の支

援 

 ［助成額］5,000 円／島根県内宿泊の

ツアー客 

地域振興部 

[交通対策課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

135 簡易・小規模なほ

場整備の促進 

37,275 水田園芸に取り組む意欲のある個人に

対し排水対策などの支援を行うととも

に、担い手不在集落において担い手を確

保するため、区画整理、暗渠排水等を実施

し耕作条件の改善を支援（№９一部再掲）

①水田園芸推進支援 

・新たに水田園芸に取り組むための

排水対策等の実証に係る経費を支

援 

［助成率］1/2 

・水田園芸の推進を目的として市町

村等が実施する基盤整備事業を支

援するとともに、同事業に係る地

元負担を実質無償化するための支

援 

［助成率］ 

ハード 対象事業費の 15.0％ 

ソフト 対象事業費の 12.5％ 

②担い手不在集落解消支援 

担い手不在集落の解消を目的とし

て市町村等が実施する基盤整備事業

を支援するとともに、同事業に係る

地元負担を実質無償化するための支

援 

［助成率］ 

ハード 対象事業費の 15.0％ 

ソフト 対象事業費の 12.5％ 

農林水産部 
[産地支援課] 

[農村整備課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

136 林内路網整備事業 171,000 利用期を迎えた森林の主伐を促進し、

製材・合板・燃料用の原木を増産するた

め、森林作業道（新たな規格を追加）及び

作業ヤードの整備を支援 

①森林作業道整備 

［事業実施主体］ 

林業事業体 

［助成額］ 

2,000 円／ｍ、1,000 円／ｍ 

②作業ヤード整備 

［事業実施主体］ 

市町村等、林業事業体 

［助成額］50 万円／箇所 

③排水施設整備 

［事業実施主体］ 

市町村等、林業事業体 

［助成額］２万円／箇所 

④中規格森林作業道整備   【新規】

［事業実施主体］ 

林業事業体 

［助成額］5,000 円／ｍ 

農林水産部 

［森林整備課］

137 市町村の遊休施設

を活用した貸オフ

ィス・貸工場整備

支援事業 

10,000  中山間地域等における企業立地を推進

するため、所有する遊休施設を貸オフィ

ス・貸工場として整備する市町村を支援

（№62 再掲） 

 ［助成率］1.5/10 

 ［上限額］貸オフィス 1,000 万円 

      貸工場   5,000 万円 

商工労働部 

[企業立地課]

138 山陰道の整備促進 

（直轄事業負担

金） 

5,812,834

[うち補正]

812,834

山陰道の早期開通を目指して整備を促

進 

（令和４年 12 月の供用率 66％） 

土木部 

[高速道路推進

課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

139 浜田港の機能拡充 210,000 国際物流拠点としての機能を強化する

ため、港湾施設の整備を実施 

・臨港道路「福井・長浜線」の整備 

土木部 

[港湾空港課] 

140 新規 江津地域拠点工業

団地第３期造成事

業 

222,723  県内企業の再投資や県外企業の新規立

地を促すため、江津地域拠点工業団地を

拡張・整備 

[事業期間]Ｒ５～９ 

企業局 
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Ⅳ 島根を創る人をふやす 

１ 島根を愛する人づくり 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

141 公立大学法人島根

県立大学運営費交

付金 

2,084,857  県立大学の教育研究水準の維持向上や

大学経営の健全性を確保するため、大学

運営に必要な経費を交付 

総務部 

［総務課］

142 私立学校経営健全

性確保事業 

1,500,559 私立学校等の教育水準の維持向上、学

校経営の健全性の確保や、県内就職の促

進、外国人生徒への対応などの課題に対

応するため、学校運営費の一部を助成 

総務部 
[総務課]

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 

143 私立学校生徒確保

事業 

95,607  島根で学ぶ生徒を増やすため、私立学

校が行う生徒確保のための取組を支援 

 ①高等学校等授業料減免補助 

   高等学校等就学支援金制度の対象

者に対し、就学支援金の上乗せ支援

を行い、家庭の教育費負担を軽減 

  ［助成対象世帯］ 

年収約 590 万円以上 910 万円未

満の世帯 

［助成額（上乗せ支援額）］ 

2,500 円／月・人 

（国制度による支援金 9,900 円

／月・人に上乗せ） 

 ②魅力と特色ある学校づくり推進事業 

   学習環境の向上など、魅力化や特

色化につながる設備整備を支援 

③私立専修学校生徒確保支援事業 

   ＷＥＢを活用したオープンキャン

パス開催や学校の紹介動画作成等の

取組を支援 

  ［助成対象者］私立専修学校 

  ［助成対象経費］ 

    バス借上経費、オープンキャン

パス参加旅費助成、学校説明会参

加費、広報費等 

  ［助成率］1/2 

  ［助成上限額］ 

    220 万円／校 

    ※県内就職者数が前年と比較し

て増加している学校は、上限

額 50 万円／校を加算 

総務部 

［総務課］
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

144 活動団体の自立促

進と活性化事業 

31,073  地域の課題解決に自主的、自発的に取

り組むＮＰＯ法人やその他団体の活動の

活性化を図るため、団体の人材育成、基盤

強化等を支援 

環境生活部 
[環境生活総務 

 課] 

145 しまね社会貢献推

進事業 

59,755  県民の社会貢献活動をさらに促進する

ため、しまね社会貢献基金の活用などに

より、ＮＰＯ法人やその他団体が行う社

会貢献活動を支援 

環境生活部 
[環境生活総務 

 課] 

146 消費者行政推進・

強化事業 

25,225 消費者被害の防止等に向けた取組及び

消費者相談体制の強化 

①県事業 

・消費者トラブル被害防止のための

啓発推進 

・社会や環境等に配慮した消費行動

（エシカル消費）の普及啓発 

②市町村事業（市町村への助成） 

・市町村の消費生活相談窓口の機能

強化 

・地域における消費者教育､啓発活動

の支援 

・研修参加支援 

環境生活部 
[環境生活総務

課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

147 多文化共生推進事

業 

44,836 外国人住民が安心して暮らすことがで

きる生活環境づくり、外国人住民と日本

人住民が共に支え合う地域づくり等を推

進 

①日本語学習の環境整備 

・日本語学習の機会を提供するた

め、地域・企業訪問型、オンライン

型の日本語教室を開催 

・地域の日本語教室の維持、活性化

等に取り組む市町村を支援【新規】

②多言語によるワンストップ型相談窓

口の設置 

［設置場所］ 

（公財）しまね国際センター（松江）

③専門家と連携した相談体制の整備 

多様化する相談に対応するため、

弁護士・臨床心理士との連携体制を

整備 

④医療通訳の養成・確保 

医療機関での診療や手続き等の支

援を強化するため、医療通訳を養成 

⑤「外国人地域サポーター」の配置 

行政・支援団体等との橋渡し役と

してサポーターを配置 

⑥外国人住民への情報発信 

ＳＮＳを活用した情報伝達を実施 

⑦多文化共生意識の醸成 

市町村と連携し、外国人住民向け

イベントや日本人住民向けセミナー

を開催 

環境生活部 

[文化国際課]

148 文化芸術振興支援

事業 

20,688 文化芸術の振興を図るため、県民参加

機会の提供、将来の担い手の育成等の取

組を推進 

①島根県民文化祭の開催 

県総合美術展（県展）、硬筆アート

展、文芸作品公募、文芸フェスタ 

②文化芸術次世代育成支援事業 

文化芸術団体による子どもたちへ

の発表機会や鑑賞機会の提供、ワー

クショップの実施 

環境生活部 

[文化国際課]

-96-



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

149 生涯スポーツ推進

事業 

31,038 県民の誰もが生涯にわたってスポーツ

に親しむことができるよう、スポーツを

する機会の提供などを実施 

・広域スポーツセンターの運営 

・健常者と障がい者が交流するスポー

ツ・レクリエーション活動や地域団

体と連携し運動好きな子どもを育て

る取組を推進 

環境生活部 
[スポーツ振興

課] 

150 県民参加による自

然保護活動事業 

4,107  身近な地域の貴重な自然や自然公園等

を住民自らが守り、活用、啓発していく自

発的なボランティア活動を支援 

①自然保護ボランティア育成事業 

自然解説及び自然観察指導を行う

ことができる自然体験ガイドの養成

研修を実施 

②自然公園等ボランティア支援事業 

自然公園等の保全活動を行ってい

るボランティア団体等と連携し、自

然保護及び普及啓発活動を実施 

環境生活部 
[自然環境課]

151 島根県グローカル

人材育成支援事業 

10,000  グローバルな視点を有する意欲のある

若者の育成と県内定着を促進するため、

海外留学や県内企業でのインターンシッ

プ等を組み合わせたプログラムを実施

（№56 再掲） 

商工労働部 
[産業振興課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

152 インクルーシブ教

育システム構築事

業 

（注）インクルーシブ教

育システム：障がいのあ

る者と障がいのない者が

共に学ぶ仕組み 

122,084 全ての学びの場で特別支援教育を充実

させることで、障がいのある子どもの自

立と社会参加を促進するとともに、地域

を支える人材を育成（№109 再掲） 

①発達障がいの可能性のある子どもへ

の支援事業 

特別支援学校の教員などの専門性

を活用し、小中学校等への相談・支援

を充実 

②高等学校特別支援教育充実事業 

・県立高校において、障がいにより

学習や生活に困難さがある生徒が

適切な指導を受けられるよう、巡

回指導を行う教員を拠点校に配置

し、通級指導を充実 

・合理的配慮アドバイザーを県教育

委員会に配置 

③切れ目ない支援体制整備事業 

関係機関と連携し、個別の教育支

援計画の作成などによる引継ぎ体制

を充実 

④特別支援学校機能向上事業 

安全で安心な医療的ケア実施に向

けた学校看護師の配置等の体制を整

備 

⑤特別支援学校と地域の連携強化事業 

地域活動やスポーツ文化活動を通

じて、教育活動を地域に広げる取組

を実施 

教育委員会 
[総務課] 

［学校企画課］ 

[特別支援教育

課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

153 働き方改革の推進 488,020 教職員が子どもに向き合える時間を確

保し、教育の質向上等を図るため、地域の

幅広い人材を活用しつつ、教職員の働き

方改革を実施 

１ サポート人材の配置 

学校・家庭・地域が一体となって子ど

もたちを育む体制を強化するため、教

員が行う事務作業や部活動指導等をサ

ポートする人材を配置 

①スクール・サポート・スタッフ配置事

業 

公立小中学校等の教員が行う事務

作業を代わって行うサポートスタッ

フを配置する市町村に対し助成 

［負担割合］国 1/3・県 2/3 

②県立学校アシスタント配置事業 

県立高校等の教員が行う事務作業

を代わって行う会計年度任用職員を

配置 

［負担割合］県 10/10 

③部活動地域指導者活用支援事業 

公立中学校・県立高校の部活動に

おいて、専門的な指導者がいない場

合などに部活動指導員・地域指導者

を活用する学校を支援 

［負担割合］ 

・部活動指導員（単独指導・引率可）

中学校 国 1/3・県 1/3・ 

市町村 1/3 

県立高校 県 10/10 

・地域指導者（単独指導・引率不可）

中学校 県 2/3・市町村 1/3 

県立高校 県 10/10 

２ 校内業務改善コンサルタント養成事

業 

学校内で働き方改革のための具体的

な取組を進める牽引役となる人材（校

内業務改善コンサルタント）を育成す

るため、専門家による講義・ワークショ

ップや個別支援を実施 

［Ｒ５予定］ 

対象校 20校程度 

  ・継続分 15 校 

   ・新規分５校程度 

教育委員会 

[学校企画課] 
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３ デジタル採点システムの導入 

  定期試験等の採点に係る教員の業務

負担を軽減するため、効率的な採点等

が可能となるデジタル採点システムを

導入 

４ 寄宿舎における外部舎監配置 

寄宿舎における舎監業務を教員から

外部舎監に置き換え 

５ 部活動地域移行等支援事業 

  公立中学校部活動の地域移行に向け

て、関係者との連絡調整・指導補助等の

体制や運営団体・実施主体の整備、指導

者の確保への支援等に関する実証事業

を実施 

 ［負担割合］国 10/10 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

154 緊急校務支援員配

置事業 

27,689 公立小中学校において、県が配置すべ

き常勤の教員に未配置が発生した場合

に、教員の校務負担を軽減するため、緊急

校務支援員を任用する市町村に対して、

その経費を支援 

［負担割合］県 10/10 

教育委員会 
[学校企画課] 

155 県立高校主幹教諭

等の配置 

146,937 県立高校に高大連携を推進するための

主幹教諭等を配置 

①主幹教諭の配置（県単加配） 

学校全体での授業改善の取組や、

地域との協働に加え、県内大学等と

の高大連携や入試改革に適応した学

力の底上げなどの取組を推進するた

め、教科・分掌の垣根を越えてリード

できる管理的職階にある主幹教諭を

全ての普通科高校に配置 

［Ｒ５予定］21人 

②高大連携推進員の配置 

・総合型・学校推薦型選抜による県

内大学への入学を希望する生徒の

進路実現を図るため、松江、出雲、

石見エリアに各１名配置 

・島根大学新学部「材料エネルギー

学部」の魅力を県内高校生に発信

するため、１名を追加配置 【拡充】

［Ｒ５予定］４人 

教育委員会 
[学校企画課] 

[教育指導課]

156 帰国・外国人児童

生徒等教育の推進

支援事業 

160,978 日本語指導が必要な児童生徒への支援 

①帰国・外国人児童生徒に対し支援体

制を整備する市町村を支援 

・「特別の教育課程」による日本語指

導の実施 

・拠点校の設置等による指導体制の

構築 

②日本語指導が必要な小中学校に教員

を配置 

［Ｒ５予定］ 

・小学校 12 人 

・中学校 ８人 

③宍道高校における日本語指導体制の

強化（日本語指導員増員） 

④教職員研修の充実 

教育委員会 
[学校企画課] 

[教育指導課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

157 学力育成推進事業 122,919  児童生徒の基礎的な知識・技能の定着

や活用力の伸長を図るため、市町村と連

携し、学力の実態把握や授業の質の向上

など、学力育成の取組を推進 

①学力定着状況の把握 

小学校５年生～中学校２年生の児

童生徒を対象に学力調査を実施 

②グローバル人材育成に向けた取組 

英語によるコミュニケーションの

推進 

③外国語（英語）教育における授業改善

外国語指導助手の活用 

教育委員会 
[教育指導課] 

158 学校司書等による

学びのサポート事

業 

160,138 学校図書館を拠点に児童生徒一人一人

に寄り添った学びの支援を行う「学びの

サポーター」または「学校司書」を配置す

る市町村を支援（№111 再掲） 

①市町村配置経費への助成 

［助成率］ 

・学びのサポーター 

市 1/2、町村 2/3 

・学校司書 

市町村 1/3 

②市町村職員への研修支援 

学びのサポーターの資質向上に向

けた研修会を開催 

教育委員会 
[教育指導課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

159 教育魅力化人づく

り推進事業 

309,273 学校と地域が協働して取り組む「教育

の魅力化」を支援（№155 一部再掲） 

①学校と地域が一体となって子どもた

ちを育む協働体制（高校魅力化コン

ソーシアム）の運営を支援 

・協働体制に係る運営マネージャー

の配置を支援 

・協働体制の運営に係る経費を支援 

②地域資源を活用した特色ある教育の

推進 

・学校と地域の協働による探究学習

の取組を支援 

・県外生徒募集の取組を支援 

・大学や企業等と連携した先駆的な

取組を支援 

③探究学習に携わる人材の育成、確保 

・地域と学校をつなぐ魅力化コーデ

ィネーター等の養成・育成を目的

とした研修会等を実施 

④教育魅力化推進事業 

・「教育の魅力化」の成果を図る取組

を実施 

教育委員会 
[教育指導課] 

160 特別支援学校職業

教育・就業支援事

業 

13,408 特別支援学校高等部において、生徒の

希望や適性に応じた進路先の確保や就職

後の定着、技能向上に向けた取組を推進 

（№85 再掲） 

①進路指導の充実 

特別支援学校に非常勤講師を配置

し、進路指導に必要な時間を確保す

ることで、卒業生のアフターケアや

在校生の職場体験受入先の開拓など

を実施 

［実施校］ 

６校（松江、出雲、浜田、石見、

益田、隠岐） 

②技能の向上 

合同学習や学習成果の発表を通じ

て、生徒の意欲や職業スキルの向上

を促進 

教育委員会 
[特別支援教育

課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

161 社会教育士確保・

養成事業 

8,720  高等教育機関等と連携・協働し、県内に

おける人づくり・地域づくりを推進して

いく人材（社会教育士）の育成と社会教育

主事資格取得者の計画的養成により、社

会教育を振興する人的基盤を確保 

教育委員会 
[社会教育課]

162 ふるさと人づくり 

推進事業 

9,033 島根の未来を担う次世代の子どもたち

が、地域にある資源を活かして主体的に

地域でのつながりをつくっていくふるさ

と活動や、公民館と地域団体が連携しな

がら学習・実践活動を行うことにより、地

域課題の解決に向かう人材育成に取り組

む市町村を支援 

①つながりづくり「ふるさと活動」実践

事業 

［助成率］新規 1/2、継続 1/3 

［助成上限額］50 万円 

②「学びのサイクル」による人づくり促

進事業          【新規】

［助成率］1/2 

［助成上限額］30 万円 

教育委員会 

[社会教育課]

163 結集！しまねの子

育て協働プロジェ

クト事業 

66,848 市町村が実施する学校支援、放課後支

援、家庭教育支援等の経費を助成 

［負担割合］国 1/3・県 1/3・市町村 1/3

教育委員会 
[社会教育課] 

164 ふるさと教育推進

事業 

26,229 地域の教育資源（ひと・もの・こと）を

活かし、子どもたちのふるさとへの愛着・

誇り、貢献意欲や、確かな学力、実行力の

育成に取り組む市町村を支援 

教育委員会 
[社会教育課] 
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Ⅳ 島根を創る人をふやす 

２ 新しい人の流れづくり 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

165 県内就職に向けた

県内大学等との連

携事業 

24,964 県内大学と企業、県等で構成するコン

ソーシアムにより、県内学生の県内就職

に向けた取組を支援（№72 再掲） 

①県内学生と企業の交流会など学生が

地元企業を知る機会の創出やインタ

ーンシップの充実に向けた取組、県

内大学と企業が連携して教育プログ

ラムを構築する取組を支援 

②コンソーシアム事務局の運営経費を

支援 

政策企画局 

[政策企画監室]

商工労働部 

[雇用政策課]

166 しまねのイメージ

発信事業 

69,966 島根への関心を高め、県外からの移住

の検討や県内での定住につながるよう、

島根の人や暮らしなどの魅力を、都会の

若者、県民に向けて、それぞれ分かりやす

く発信 

①しまねのイメージ発信 

・ 都会の若者に向けて、移住先の一

つとして意識してもらうため、島

根の「人間らしい温もりのある暮

らし」をＳＮＳ広告等により発信 

・ 県民に向けて、将来の定住を促す

ため、島根で生き生きと暮らす人

や暮らしやすさなどを新聞広告や

ラジオ等で発信 

②島根創生に係る広報の強化 

島根創生を実現するための取組を

ＳＮＳや新聞広告等を使って県民向

けに分かりやすく情報発信 

政策企画局 

[広聴広報課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

167 拡充 ふるさと島根定住

推進事業 

511,337  ふるさと島根定住財団を中心に、市町

村や関係団体と連携し、地域別、年代別、

性別など属性に応じたＵターン・Ｉター

ン施策を推進 

①定住情報の発信 

・社会人のＵターン・Ｉターン希望

者のしまね登録を促進 

・移住支援ポータルサイト「くらし

まねっと」による情報発信 

・若者や女性に向けた県内外の情報

発信の強化 

・島根県建築住宅センターと連携し

たＵターン・Ｉターン希望者の住

まい相談の実施 

②県外等での情報提供・相談 

・都市部の移住関心層に向けた「し

まね暮らし」を体感できるマルシ

ェ・交流イベントを開催 【新規】

・島根県単独の移住イベントの開催 

・日比谷しまね館・ふるさと回帰支

援センターにおける情報提供・相

談 

・移住支援コーディネーター配置 

（大阪、広島） 

・県出身者等の潜在的な移住希望や

興味の喚起・醸成に取り組む移住

企画プランナーの配置（大阪） 

【新規】

・若年層への発信力が高い民間大手

転職フェアに島根県ブースを出展

（大阪、広島）      【新規】

③産業体験・職業紹介等 

・農林漁業等での体験を行う場合の

費用の一部を助成（外郭団体の基

金も活用して実施） 

・若者や女性のニーズに応じた県内

企業の潜在的な求人を開拓（外郭

団体の基金も活用して実施） 

・無料職業紹介の実施（外郭団体の

基金も活用して実施） 

・若者や女性のＵターン希望者と県

内企業との就職マッチングイベン

トを実施 

・厚生労働省職業分類の改訂に係る

システム改修       【新規】

・県外の方が、島根でテレワークを 

するための費用の一部を助成 

地域振興部 

[しまね暮らし 

推進課] 
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④受入体制強化 

・市町村が行う受入や定着の取組、

職員のスキルアップを支援 

・移住者と地域とを結ぶ交流プログ

ラムを実施する団体を支援 

・移住者や移住検討層を対象とした

意識調査         【新規】
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

168 しまね関係人口・

移住促進事業 

92,414 ふるさと島根定住財団や市町村、関係

団体と連携し、関係人口の拡大を推進 

・課題解決型連続講座「しまコトアカ

デミー」やセミナーの開催 

・市町村と連携した県内地域の関係人

口受入意識の醸成を図る説明会の開

催 

・しまね関係人口マッチング・交流サ

イト「しまっち！」の運営 

・県外学生の島根への関心向上に向け

た大学講座やイベント等の開催 

・セミナーを通じて島根への関心が高

まった方々等の関係人口化を促す地

域活動体験ツアーの実施   【拡充】

・県外へ進学した学生を対象とした地元

情報の発信やイベントの開催等、学生

と地元のつながりを創出するための市

町村のモデル的な取組を支援

・しまね田舎ツーリズムの推進 

地域振興部 

[しまね暮らし

推進課] 

169 拡充 わくわく島根生活

実現支援事業 

107,628  東京圏からのＵターン・Ｉターンを促

進するため、東京 23区在住者・通勤者が

島根県に移住した場合の移住に要する経

費の助成等を実施 

［対象］ 

・中小企業等に就職又は起業した者 

・専門人材として就業した者 

・移住元での業務をテレワークで実

施する者 

・関係人口として移住先の市町村が

認めた者 

［負担割合］ 

国 1/2・県 1/4・市町村 1/4 

［上限額］ 

・２人以上世帯の場合 100 万円 

 ※子育て世帯への加算 

  子ども一人につき 100 万円 

             【拡充】

・単身世帯の場合 60万円 

地域振興部 

[しまね暮らし

推進課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

170 中山間地域総合対

策推進事業 

（中山間地域空き

家対策モデルの推

進） 

12,560 中山間地域・離島における空き家流通

の新たな仕組みづくりや地域運営組織と

の連携による空き家活用の取組を支援

（№115 再掲） 

①中山間地域空き家流通促進モデル事

業補助金 

［助成対象事業］ 

建築事業者等と連携し、不動産

専門業者がいない地域で空き家を

流通させるため、市町村が実施す

る事業 

［助成対象経費］ 

 空き家の活用に向けた調査・連

絡調整費、不動産登記等に係る事

務手続き費用など 

［助成率］市町村負担の 3/4 

②中山間地域空き家活用促進モデル事

業補助金 

［助成対象事業］ 

地域運営組織と連携し、空き家

をお試し暮らし住宅等に改修し、

地域外からの定住者を確保するた

め、市町村が実施する事業 

［助成対象経費］ 

空き家の改修費、空き家の活用

に向けた調査・連絡調整費など 

［助成率］市町村負担の 2/3 

地域振興部 

[中山間地域・

離島振興課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

171 若年者県内就職促

進事業  

461,946 高校生や県内外に進学した学生の県内

就職を促進（№78 再掲） 

①高校生等の県内就職促進事業 

人材確保育成コーディネーターを

配置し、県内高校と連携した企業交

流会の開催により在学生及び教職員

の県内就職の意識向上や将来の県内

企業への就職を促進 

②県内大学生等の県内就職促進事業 

人材確保育成コーディネーターを

配置し、県内大学等と連携した企業

交流会や企業説明会等を開催 

③県外大学生等の県内就職促進事業  

学生就職アドバイザーを近畿・山

陽地方に配置し県外大学等と連携し

た個別相談や企業交流会、企業説明

会等を開催 

④女子学生の県内就職の促進  

・女子学生「しまねジョブガール」が

県内企業を取材し、女子の視点で

企業情報を発信 

・ 大学等を巡回「キャラバン」して文

系女子が活躍している職種をＰＲ 

・ 県内企業の情報発信の改善「採用

ブランディング」に取り組む企業

を支援 

⑤企業情報発信力強化事業 

・採用力強化セミナーの開催 

・採用力強化支援員の配置や専門家

の派遣により、県内企業の採用活

動の改善に向けた取組を支援 

【拡充】

・「若者の県内就職の促進に関する

業務協定」により連携する（株）マ

イナビのサイトに島根県のポータ

ルページを開設し、また、県外の合

同企業説明会に島根ブースを出展 

・インターンシップや就職活動にか

かる学生の交通費等を支援 

・ 「しまね登録」をしている学生に

ＬＩＮＥで就職情報等を発信 

・保護者向けの情報発信や就活セミ

ナーを実施 

商工労働部 

[雇用政策課] 
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⑥ジョブカフェしまねの運営  

・若年者の県内就職促進のため、職

業相談から就職までを一貫して支

援 

・ジョブカフェしまねサイトを活用

した県内企業の採用活動を支援 

【拡充】
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

172 しまね定住推進住

宅整備支援事業 

167,262 中山間地域・離島等での移住・定住者を

受け入れるための賃貸住宅やお試し暮ら

し体験住宅等を、新築や空き家の改修に

より整備する市町村に対し、その経費の

一部を助成 

また、空き家バンク登録を推進する市

町村に対してもその経費の一部を助成 

①住宅整備支援 

［対象地域］ 

・新築 中山間地域・離島 

・改修 県内全域 

［事業主体］市町村 

［対象施設］ 

・移住・定住者を受け入れるための

住宅 

・お試し暮らし体験住宅 

・冬期間限定住宅 

・共同居住型賃貸住宅（シェアハウ

ス）          など 

［助成率］ 

・新築 1/5 

・改修 下表のとおり  【拡充】

 空き家等の所有者 

市町村 民間事業者 

国
補
助
制
度
の
活
用

あ
り

1/4 1/4 

ただし市町村

から事業者へ

の総補助額の

1/3 が上限 

な
し

1/2 2/3 

ただし市町村

から事業者へ

の総補助額の

2/3 が上限 

［助成上限額］ 

    350 万円（離島 400 万円）／戸 

②空き家バンク登録支援 

動産の処分、ハウスクリーニング、

適正管理、空き家の不動産登記、物件

調査等に要する経費の一部を助成 

土木部 

[建築住宅課] 
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Ⅳ 島根を創る人をふやす 

３ 女性活躍の推進 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

173 あらゆる分野での

女性の活躍推進事

業 

19,920 仕事や地域活動など、あらゆる分野に

おいて、女性一人ひとりが、本人の希望に

応じ、個性や能力を十分発揮しながら活

躍できる環境を整備 

・資格や経験を活かした起業等を望む

女性を対象にセミナーを開催 

・働く女性を対象としたスキルアップ

セミナーの開催やロールモデルとな

る女性を表彰 

政策企画局 
[女性活躍推進

課] 

174 女性の雇用・就業

促進事業 

52,513 女性一人ひとりの希望に応じた就労を

実現するための環境を整備（№74再掲） 

①県内企業等で就労を目指す女性を支

援するため、ワンストップの就職相

談窓口を設置 

［設置場所］ 

松江市、浜田市 

［事業内容］ 

求職者の総合相談、無料職業紹

介、セミナーの開催、職場体験、出

張相談会、ＰＣ講習、就職後のフォ

ロー 

②正規職員への転換を希望する女性の

非正規労働者を支援するため、就労

体験付き講習会を実施 

政策企画局 
[女性活躍推進

課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

175 女性活躍及び仕事

と生活の両立のた

めの環境づくり推

進事業 

47,611 従業員が安心して仕事と生活の両立を

図り、充実した生活を送ることができる

よう、職場環境の改善などに積極的に取

り組む事業者を支援 

①イクボスネットワークの推進 

・経営者や管理職等の意識改革のた

めのイクボスセミナーを開催し、

ネットワークを形成 

・ 県外先進企業の取組事例の共有

や、経営者・従業員を交えた交流・

情報交換会を開催 

②一般事業主行動計画の策定支援事業 

一般事業主行動計画策定等の支援

のため、企業等へアドバイザーを派

遣 

③女性活躍のための働きやすい環境整

備支援事業費補助金 

子育てや介護をしながら働きやす

い職場環境づくりや、多様な働き方

を実現するための設備整備、セミナ

ーの実施等に取り組む企業等へ助成 

【拡充】

④こっころカンパニー認定企業拡大事

業 

県社会保険労務士会と連携して、

「こっころカンパニー」認定制度の

説明や登録の働きかけを実施 

政策企画局 
[女性活躍推進

課]

176 男性の家事・育児

参加促進事業 

3,542 男性が家事・育児をすることが当たり

前として捉えられるよう、男性の主体的

な家事・育児参加を促進（№86 再掲） 

①夫婦や企業を対象に、助産師を講師

とするセミナーを開催 

・ 「家事手帳｣、｢パパの育児手帳｣を

活用し、家事・育児の役割分担など

を学ぶセミナー 

・ 男性の家事・育児参加の必要性や

子育て中の従業員への支援を学ぶ

職場内のセミナー 

②ワーク・ライフ・バランスキャンペー

ンを展開 

ＣＭや特設サイトなどを活用した

広報を鳥取県と連携して実施 

政策企画局 
[女性活躍推進

課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

177 中小・小規模事業

者等出産後職場復

帰促進事業 

103,469 出産や育児による離職を減らし、従業

員が出産後も働き続けることができるよ

う、中小・小規模事業者等に奨励金を支給

（№75 再掲） 

［対象事業者］ 

県内に本社又は主たる事業所があ

る中小・小規模事業者等が設置する

従業員数 50 人未満の県内の事業所 

［支給要件］ 

出産後３か月以上の育児休業を取

得し、職場復帰した従業員を３か月

以上雇用する場合 

［支給額］ 

・従業員 30 人未満の事業所 

20 万円／人（新規１人目のみ） 

※２人目以降は 10 万円／人 

・従業員 30～50 人未満の事業所 

10 万円／人 

政策企画局 
[女性活躍推進

課]

178 子育てしやすい職

場づくり促進事業 

39,478 子育てしやすい柔軟な働き方ができる

職場環境づくりに取り組む、中小・小規模

事業者等に奨励金を支給（№76 再掲） 

［対象事業者］ 

県内に本社又は主たる事業所があ

る中小・小規模事業者等が設置する

従業員数 50 人未満の県内の事業所 

［支給要件］ 

以下のいずれかの制度を導入し、

利用実績があること 

ａ.時間単位の年次有給休暇制度 

ｂ.育児短時間勤務制度 

（代替制度も可） 

［代替制度］ 

・フレックスタイム制度 

・始業終業時刻の繰上げ繰下げ 

［支給額］ 

ａ、ｂ各 10 万円／事業所 

※１事業所につきａ、ｂそれぞれ

１回限り 

政策企画局 
[女性活躍推進

課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

179 結婚・妊娠・出産・

子育ての切れ目な

い支援事業 

340,996

[うち補正]

4,308

結婚・妊娠・出産・子育てに負担感や不

安を抱えている多くの若い世代が、安心

して結婚・妊娠・出産・子育てできるよう

妊娠期から子育て期まで切れ目ない支援

体制を構築（№91 再掲） 

①しまね結婚・子育て市町村交付金事業

 出生数を増やすために市町村が取

り組む「結婚支援」「妊娠・出産支援」

「子育て支援」「医療費助成」等の経

費の一部を助成 

［基準額］ 

子どもや女性の数に応じて市町

村ごとの基準額を設定 

［助成率］1/2 

②「島根みんなで子育て応援賞」事業 

子育て応援に尽力されたボランテ

ィア等に感謝の意を表すための顕彰 

③「こっころメッセージ」贈呈事業 

子どもが誕生した家庭に祝意や敬

意を表するため、お祝いメッセージ

と記念品を贈呈 

④子どもの未来デザイン事業 【拡充】

児童生徒等に対し、助産師・専門講

師による妊娠・出産やライフプラン

に関する講座を実施 

健康福祉部 
[健康推進課] 

[子ども・子育

て支援課] 

180 しまね産前・産後

安心サポート事業 

31,714 市町村が取り組む産前・産後の一時的

な育児・家事援助や産後の専門的なケア

の充実を支援（№87 再掲） 

①産前・産後訪問サポート事業 

一時的に家事・育児の援助が必要

な家庭に有償で家事・育児を支援 

［負担割合］県 1/2・市町村 1/2 

②産後のケア事業 

要支援な産婦などを産後１か月ま

でに早期に発見し、産後の専門的な

ケアを受けられる体制を充実 

［負担割合］県 1/2・市町村 1/2 

③子育て世帯訪問支援臨時特例事業交

付金           【新規】

 家事・育児に対して不安・負担を抱

えた子育て家庭、妊産婦、ヤングケア

ラー等がいる家庭に有償で家事・育

児を支援 

［負担割合］ 

国 1/2･県 1/4･市町村 1/4 

健康福祉部 
[健康推進課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

181 待機児童ゼロ化事 

業 

10,285 年度途中の入所希望に対応するため、

保育定員を増やして受入体制を拡充する

私立保育所等を支援（№95 再掲） 

［対象］ 

待機児童又は潜在的待機児童が発

生している市町村に所在する私立保

育所等 

［基準額］ 

受入可能な０・１歳児の数に応じ

て人件費を助成 

・３人の受入可能 200,000 円／月 

・２人の受入可能 132,000 円／月 

・１人の受入可能  66,000 円／月 

［負担割合］県 1/2・市町村 1/2 

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 

182 病児保育促進事業 13,000 病児・病後児保育の開設を促進するた

め、施設・設備の整備費の一部を国制度と

連携して助成（№96 再掲） 

①国制度 

［負担割合］ 

・市町村が整備する場合 

国 1/3・県 1/3・市町村 1/3 

・社会福祉法人等が整備する場合 

国 3/10・県 3/10・市町村 3/10・

事業者 1/10 

②県制度（国制度に該当しない場合） 

［負担割合］ 

・市町村が整備する場合 

県 1/2・市町村 1/2 

・社会福祉法人等が整備する場合 

県 1/3・市町村 1/3・事業者 1/3

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

183 放課後児童クラブ

支援事業 

860,168 子育てしやすい環境整備を推進するた

め、放課後児童クラブの待機児童解消や

利用時間延長に向けた取組を支援（№101

再掲） 

①運営支援 

放課後児童クラブの運営や環境整

備、支援員等の処遇改善などに要す

る経費の県負担分を市町村へ助成 

②待機児童対策 

・ 利用定員を増やす場合に必要な運

営費や改修等の経費の一部を助成 

※利用時間延長を実施する場合の

改修費等の補助基準額を加算 

・ 国の補助制度と協調し、市町村、社

会福祉法人等が行う放課後児童ク

ラブの施設整備費の一部を助成 

・ 保育所等による放課後児童預かり

に必要な経費の一部を助成 

※開所日数に応じて運営費を段階

的に加算、開設準備の補助基準

額を加算・対象期間を拡大 

        【拡充】

・ 保育所整備に併せて、放課後児童

クラブを一体的に整備する保育所

に対して、施設整備費の一部を助

成 

③利用時間延長対策 

放課後児童クラブが閉所する時間

を、平日 19 時以降、夏休み期間中等

の長期休業中に開所する時間を７時

30 分以前とするために必要な人件費

の一部を助成 

④放課後児童支援員等確保対策 

・ 放課後児童支援員認定資格研修の

拡充を継続 

・ 放課後児童クラブの従事経験の短

い職員等を対象とした初任者研修

を実施          【新規】

・ 放課後児童クラブへの巡回支援

や、児童クラブの充実に向けた施

策の企画、調整等を行う「放課後児

童クラブスーパーバイザー」を配

置 

・ 人材派遣会社や市町村、大学、シル

バー人材センター等と連携し、不

足している放課後児童支援員等の

確保対策を実施     【拡充】

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

184 みんなで子育て応

援事業 

17,852 こっころパスポートの普及や協賛店の

登録促進など、家庭、地域、団体、企業等

が一体となり、県全体で子育てを支援（№

103 再掲） 

・こっころパスポートの普及やスマー

トフォンアプリの利用拡大を促進 

・こっころパスポートの特典を提供す

る協賛店の登録を促進 

・ 「こっころ講師」を派遣し、子育て支

援に取り組む民間団体（こっころ隊）

の活動を支援 

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 

185 男性のための介護

のミニ講座 

1,200 家庭における男性の介護への参加を推

進するため男性のための介護のミニ講座

を実施 

健康福祉部 
[高齢者福祉課]

186 しまねの建設担い

手確保・育成事業 

3,000 建設産業への女性の就職促進や定着の

取組を支援（№84 一部再掲） 

［助成率］2/3 

［助成上限額］300 万円 

土木部 

[土木総務課] 

-119-



Ⅴ 健やかな暮らしを支える 

１ 保健・医療・介護の充実 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

187 医療介護総合確保

促進事業（医療分）

（国基金事業） 

1,710,945  医療介護総合確保促進基金を活用し、

医療従事者の確保対策等の取組を推進 

１ 医師確保対策 

①全国から医師を呼び県内医療機関視

察ツアーを実施 

②医学生向け奨学金の貸与 

③産婦人科等研修医向け研修資金の貸

与 

④島根大学医学部等における医師の養

成を支援 

・島根大学医学部に寄附講座を設置 

・鳥取大学医学部の研修・教育環境

整備 

⑤しまね地域医療支援センターにおけ

る若手医師のキャリア形成や診療科

単位のネットワーク形成等を支援 

⑥医師確保計画の推進のため、各圏域

の医療機関等が実施する事業に係る

経費の一部を支援 

⑦産科医師に分娩業務手当を支給する

医療機関を支援 

２ 看護師確保対策 

①看護職員の研修受講経費を支援 

②病院の院内保育所運営費を支援 

③民間看護師等養成所の運営費を支援 

④感染管理認定看護師教育課程の運営 

⑤「訪問看護支援センター（仮称）」を

設置し、訪問看護師の確保・育成等を

総合的に実施       【新規】

３ 在宅医療の推進 

①条件不利地域で在宅医療を行う病院

や訪問看護ステーション等の運営を

支援 

②訪問診療用機器・車両等の整備を行

う診療所等を支援 

４ 病床の機能転換に向けた支援 

①医療機関の施設整備を支援 

②病床機能の転換や在宅医療推進の課

題解決に向けて、病院等との調整を

担う人材を配置 

５ 医療従事者の勤務環境の改善を支援 

勤務医の労働時間短縮に向けた体制

の整備を支援 

健康福祉部 
[医療政策課] 

[健康推進課] 

[高齢者福祉課]

 [薬事衛生課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

188 地域医療を支える

医師確保養成対策

事業 

（一部国基金事業）

1,179,579 依然続く医師不足の状況を踏まえ、即

戦力となる医師の確保や、総合診療医を

はじめとする地域医療を担う医師の養成

対策を実施（№187 一部再掲） 

１ 国補助・県単独事業分 

①現役の医師を「呼ぶ」対策 

・全国からの医師招へいに向けた情

報収集や県外医師との出張面談 

・地域医療機関での勤務を前提に県

立病院等での専門研修 

・病院総合医を目指す医師を採用し、

県立中央病院で研修後、地域医療

機関へ派遣 

②地域医療を担う医師を「育てる」対策

・県内の地域医療に携わる意志のあ

る医学生向け奨学金 

・自治医科大学運営費の負担 

③地域勤務医師を「助ける」対策 

・公立産科病院に対する支援 

・県立病院から代診医を派遣 

２ 医療介護総合確保促進事業（医療分）

①全国から医師を呼び県内医療機関視

察ツアーを実施 

②医学生向け奨学金の貸与 

③産婦人科等研修医向け研修資金の貸

与 

④島根大学医学部等における医師の養

成を支援 

・島根大学医学部に寄附講座を設置 

・鳥取大学医学部の研修・教育環境

整備 

⑤しまね地域医療支援センターにおけ

る若手医師のキャリア形成や診療科

単位のネットワーク形成等を支援 

⑥医師確保計画の推進のため、各圏域

の医療機関等が実施する事業に係る

経費の一部を支援 

⑦産科医師に分娩業務手当を支給する

医療機関を支援 

健康福祉部 
[医療政策課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

189 看護職員等確保対

策事業 

（一部国基金事業）

682,469  必要な医療提供体制を確保するため、

看護職員の確保対策を実施（№187 一部再

掲） 

１ 国補助・県単独事業分 

①県内進学の促進 

県立高等看護学院（松江・石見）の

運営 

②県内就業の促進 

・県外の看護学生のＵ・Ｉターン者

を対象に奨学金を貸与 

・過疎地域・離島の病院等に就職す

る看護学生を対象に奨学金を貸与 

③離職防止・再就業促進 

・新人看護職員向けの研修や離職防

止の取組への支援 

・県ナースセンターにより潜在看護

師等を対象とした無料職業紹介を

実施 

・再就業支援講習会等を開催 

④資質向上 

・新人職員から管理者まで様々な段

階において看護師等への研修を実

施 

・医療施設間における期間限定での

助産師出向・受入れを支援 

・医師等の判断を待たずに一定の診

療の補助ができる看護師の研修を

実施 

２ 医療介護総合確保促進事業（医療分）

①各病院の看護職員の研修受講経費を

支援 

②病院の院内保育所運営費を支援 

③民間看護師等養成所の運営費を支援 

④感染管理認定看護師教育課程の運営 

健康福祉部 
[医療政策課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

190 しまね健康寿命延

伸プロジェクト事

業 

22,656  健康寿命のさらなる延伸を図るため、

県民自らが健康づくりに取り組めるよう

な環境整備を推進 

①健康寿命延伸プロジェクト推進事業 

・健康寿命延伸プロジェクト推進本

部会議において、部局横断的な取

組を推進 

・県民への継続した広報 

②健康寿命延伸強化事業 

・公民館等における地区活動の好事

例の収集、交流会等を通じた普及

啓発 

・健康実態調査等の実施により、健

康づくりの取組評価を行い、生活

習慣病予防対策をさらに推進 

③働き盛り世代の健康づくり強化事業 

職域保健関係機関や健康づくり関

連団体と連携した情報発信と健康づ

くりに取り組む機会の提供 

④健康な食環境づくり事業 

・県立大学、県栄養士会との連携に

よる減塩等のレシピ開発と県内ス

ーパーでの商品化 

・スーパー、弁当業者等での認定制

度の普及 

・職能団体や地域の食育推進団体と

連携した情報発信 

健康福祉部 
[健康推進課] 

-123-



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

191 健康長寿しまね推

進事業 

9,457  県民一人ひとりの心と身体の健康づく

り、介護予防、生きがいづくり・社会活動

の取組を促進 

①健康長寿しまね推進会議 

・県及び各圏域の「健康長寿しまね

推進会議」を母体に、構成団体が主

体となった多様な取組を効果的に

展開するため、会議を開催 

・住民主体の地区ごとの健康づくり

を推進するため、健康づくり表彰

事業を実施 

・健康づくり情報や推進会議の活動

に関する啓発広報事業を実施 

②圏域計画推進事業 

各圏域の健康課題解決に向け、地

域の実情に応じた取組を推進 

③評価検討 

健康長寿しまね推進計画に基づく

取組の評価を行うため、評価検討委

員会を開催 

健康福祉部 
[健康推進課] 

192 食育推進基盤整備

事業 

4,322  健康を支える食育についての体験活動

や情報提供、普及啓発等を推進 

①「しまね食育情報総合サイト」を活用

し、多様な暮らしに応じた食の情報

を発信 

②毎月 19日の食育の日、６月の食育月

間のＰＲ等による普及啓発を実施 

③市町村等の栄養士、民間企業、団体等

を対象とした人材育成のための研修

を実施 

④スーパー等を拠点とした栄養情報の

提供による食生活の改善 

⑤郷土食、伝統食の継承のための地域

の食育推進団体による料理教室実施

等の啓発 

健康福祉部 
[健康推進課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

193 しまねがん対策強

化事業 

（一部国基金事業）

73,359  質の高い医療の実現、がんの予防及び

早期発見の推進を図るため、総合的なが

ん対策を実施（№187一部再掲） 

１ 国補助・県単独事業分 

①科学的根拠に基づくがん検診の充実 

がん検診の精度管理や働き盛り世

代への受診勧奨など市町村・検診機

関等と一体となった取組を実施 

②がん医療水準の向上 

・がん診療連携拠点病院のない圏域

におけるがん診療体制を強化 

・地域の病院と拠点病院との連携を

支援 

③緩和ケアの推進 

圏域ごとの緩和ケアネットワーク

の取組を支援 

④患者等への支援 

・がん患者の治療による外見の変化

を補い、患者の社会参加を促すた

め、ウィッグ等購入経費を支援 

・がん治療等により、免疫が消失し

た小児がん患者等の定期予防接種

再接種費用を支援 

・がん相談員及びピアサポーター等

の資質向上を図る研修を実施 

⑤がん教育の推進 

・効果的な授業や講演を行う外部講

師を養成 

・県立図書館の「がん関連図書コー

ナー」の図書を整備 

２ 医療介護総合確保促進事業（医療分）

在宅緩和ケアに必要なＰＣＡポンプ

の整備を支援 
（注）ＰＣＡポンプ：医療用麻薬の持続皮下注射に

用いる機器 

健康福祉部 
[健康推進課] 

194 がん患者等に対す

る妊孕性温存療法

支援事業 

5,950  がん治療等により、妊孕性が損なわれ

る可能性のある患者に対し、妊孕性温存

療法等に要する費用を助成（№89 一部再

掲） 

［助成上限額］ 

国が定める治療法ごとの上限額 

［負担割合］国 1/2・県 1/2 
（注）妊孕性（にんようせい）：妊娠するための機

能、妊娠する能力 

健康福祉部 
[健康推進課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

195 地域包括ケア推進

事業 

8,200  医療、介護、予防等のサービスを切れ目

なく提供する「地域包括ケアシステム」の

構築に向け、県内各圏域において、在宅医

療と介護の連携等に向けた市町村の取組

を支援 

健康福祉部 
[高齢者福祉課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

196 医療介護総合確保

促進事業（介護分）

（国基金事業） 

862,651 医療介護総合確保促進基金を活用し、

介護施設の整備や介護人材の確保に向け

た取組を支援 

①介護施設等の整備 

・地域密着型サービス施設等の整備

や、特別養護老人ホームのプライ

バシー保護のための改修費を助成 

・介護療養型医療施設から介護老人

保健施設等への転換のための整備

費を支援 

・介護保険施設等の開設準備経費を

助成 

②介護人材の確保 

・保険者（市町村）が地元事業所等と

連携して取り組む介護人材の確

保・定着事業を総合的に支援 

・離職した介護人材等の再就職を支

援 

・訪問看護ステーションにおける潜

在看護師の雇用に係る経費を助成 

・訪問看護ステーションへ病院から

出向する看護師の経費や新人看護

師の訓練期間中の人件費等を支援 

・「訪問看護支援センター（仮称）」

を設置し、訪問看護師の確保・育成

等を総合的に実施    【新規】

・外国人介護人材を受け入れる施設

の環境整備に必要な経費を支援 

・介護福祉士の資格取得を目指す留

学生に奨学金を支給する場合の経

費を支援 

・福祉系高校の生徒へ修学資金を貸

付 

・他業種で働いていた者等の介護分

野への参入に係る就職支援金を貸

付 

③介護人材の定着・育成 

・労働環境改善のため、介護ロボッ

トやＩＣＴの導入経費を助成 

・現任介護職員を介護福祉士実務者

研修に派遣する間の代替職員経費

を助成 

・介護職員の医療的ケアや認知症ケ

アの研修を実施 

・在宅医療と介護の連携のための研

修会等を開催 

健康福祉部 
[高齢者福祉課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

197 介護人材確保・定

着事業 

（一部国基金事業）

385,382 高齢化の進展や介護人材の不足に対応

するため、将来を見据えた計画的な福祉・

介護人材確保を図るための対策を実施 

（№185、196 一部再掲） 

①意識啓発の推進 

・介護の魅力を発信するイベントの

開催 

・中高生の介護施設での職場体験を

実施 

・保険者（市町村）が地元事業所等と

連携して取り組む介護人材の確

保・定着事業を総合的に支援 

②人材の確保 

・介護福祉士養成施設の学生等へ修

学資金を貸付 

・離職した介護人材へ再就職準備金

を貸付 

・福祉系高校の生徒へ修学資金を貸

付 

・他業種で働いていた者等の介護分

野への参入に係る就職支援金を貸

付 

・離職した介護人材等の再就職を支

援 

・介護福祉士実務者研修のスクーリ

ングに係る経費を助成 

・労務環境を見える化し、人材確保

につなげる認証評価制度を導入 

【新規】

・介護職場の周辺業務を担う介護助

手の導入に向けた取組を支援 

【新規】

・訪問看護ステーションにおける潜

在看護師の雇用に係る経費を助成 

・男性のための介護のミニ講座を実

施 

③人材の定着 

・新任介護職員を対象とした介護資

格取得を支援 

・現任介護職員を介護福祉士実務者

研修に派遣する間の代替職員経費

を助成 

健康福祉部 
[地域福祉課] 

[高齢者福祉課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

198 療養病床再編推進

事業 

47,100 医療機関が医療療養病床を介護施設等

へ転換する場合の整備費の一部を助成 

 ［助成先］２医療機関 

健康福祉部 
[高齢者福祉課]

199 老人福祉施設整備

事業 

42,164 介護老人福祉施設等の改築整備、多床

室からユニット型、個室型への改修を支

援 

 ［箇所数］１か所 

健康福祉部 
[高齢者福祉課]

200 高齢者施設等の防

災・減災対策推進

事業 

117,750 介護施設等における防災・減災対策を

推進するため、非常用自家発電の整備及

び水害時の垂直避難等に備えた整備を支

援 

［助成内容］ 

①水害対策整備事業 

水害時等の避難用のスロープ、

エレベーター等の整備 

②非常用自家発電整備事業 

人工呼吸器等の生命維持に必要

な非常用発電設備の整備・更新 

［負担割合］国 1/2・県 1/4・事業者 1/4

健康福祉部 
[高齢者福祉課]

201 薬剤師確保対策事

業 

2,803 薬剤師不足の解消のため、薬剤師の奨

学金返還を雇用主と共同して助成 

［助成対象者］ 

在学期間中に奨学金の貸与を受

け、県内の医療機関・薬局に新たに就

業する薬剤師 

※既卒の薬剤師を含む 

※薬局については、県内のみで店

舗を開業している事業者に限る 

 ［助成額］ 

奨学金返還総額÷奨学金返還月数

（助成上限額 ２万円／月） 

 ［助成期間］ 

   最長 12 年（144月） 

［負担割合］ 

県 1/2・薬剤師を雇用する医療機

関、薬局 1/2 

［募集人数］10人 

健康福祉部 
[薬事衛生課] 
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Ⅴ 健やかな暮らしを支える 

２ 地域共生社会の実現 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

202 生活困窮者支援・

子どものセーフテ

ィネット推進事業 

9,074 貧困世帯等の子どもと保護者の孤立化

を防ぐため、居場所づくりや学習支援等

を実施（№107 再掲） 

１ 支援につなぐ取組の推進 

ＳＮＳを活用し、支援制度の周知や

相談支援へのつなぎを推進 

２ 子どもの居場所創出等支援 

①子どもの居場所支援拠点の設置 

子どもの居場所創出を支援し、地

域全体で子どもとその保護者を支え

る仕組みを構築 

・子どもにかかわる様々な機関を対

象に、適切な支援に向けた研修会

を開催 

・「子どもの居場所づくりコーディ

ネーター」の養成講座を開催 

・子ども食堂開設者の情報交換会を

開催 

②子ども食堂開設支援

子ども食堂の開設・拡充に向けた

支援を実施

・子ども食堂の開設等を検討する際

に相談・助言を行う「居場所づくり

アドバイザー」を派遣

・子ども食堂の開設・拡充の際に必

要な経費の一部を支援

［助成上限額］ 

・新規開設 50 万円／箇所 

・既設拡充 20 万円／箇所 

［負担割合］県 1/2・市町村 1/2 

③学習支援事業 

家庭での学習が困難な子どもを対

象とした学習支援を行う市町村の取

組を支援 

［助成率］1/2 

［助成上限額］50 万円 

健康福祉部 
[地域福祉課] 

教育委員会 
[人権同和教育

課] 

203 くにびき学園運営

事業 

7,566 意欲ある高齢者が生きがいを持って地

域の支え手として活躍できるように、高

齢者の学びの場の充実を図るとともに、

高齢者と地域活動を繋ぐ取組を支援 

健康福祉部 
[高齢者福祉課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

204 子どもと家庭の相

談事業 

48,521 児童及び児童のいる家庭が身近なとこ

ろで相談できる体制を整備 

①電話相談事業 

②児童福祉法改正に伴う体制整備 

・児童相談所への弁護士、保健師の

配置 

・研修受講による児童福祉司、児童

心理司の専門性強化 

③市町村相談体制強化のための研修 

④子どもの相談・支援機能強化事業 

子どもや家庭に関する相談・支援

機関の連絡会議の設置 

⑤ヤングケアラー支援体制強化事業 

・関係機関職員を対象とした研修会

の開催 

・ヤングケアラー同士が悩みや経験

を共有するオンラインサロンを運

営する民間団体の活動を支援 

⑥母子保健・児童福祉一体的相談体制

整備事業          

母子保健と児童福祉双方の業務を

一体的に行うための人員配置や事業

を導入する市町村を支援 

健康福祉部 
[青少年家庭課]

205 新規 出雲児童相談所移

転・新築事業 

40,996 児童の処遇環境の改善、施設の狭隘化

の解消のため、施設の移転・新築を実施 

 ［事業期間］Ｒ５～９ 

 ［総事業費］約 13.6 億円 

 ［Ｒ５事業内容］ 

  ・地質調査 

  ・基本設計 

健康福祉部 
[青少年家庭課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

206 児童養護施設等入

所児童自立支援事

業 

3,781 児童養護施設等に入所している児童等

の社会的自立を促進するための経費を支

援 

①自動車運転免許取得費支援 

就職時に必要となる運転免許の取

得に要する経費を支援 

［助成率］ 

免許取得に要する経費の 1/3 

（上限 10万円／人） 

［財源］ 

一般財源 

②自動車運転免許取得費支援（寄附金

活用事業） 

県民の方からの寄附金を活用し、

上記①の事業の助成額を上乗せ 

［助成額］ 

免許取得に要する経費のうち、

上記①の事業による助成額等を除

いた額 

［財源］ 

寄附金 

③就職者・進学者自立支援給付金（寄附

金活用事業）        

県民の方からの寄附金を活用し、

就職・進学する際の支度費を支給 

［支給額］ 

・就職・進学に際して児童養護施

設等を退所する者のうち保護者

等から経済的支援が受けられな

い者 10 万円／人 

・就職・進学する者のうち引き続

き児童養護施設等に居住する者

８万円／人 

［財源］ 

寄附金 

健康福祉部 

[青少年家庭課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

207 ひとり親家庭自立

支援事業 

20,164 ひとり親家庭等の自立を促進するた

め、子育て・生活への支援や、就業・経済

的な支援等を実施 

・ひとり親家庭の子どもに対し、ボラ

ンティア等による学習支援事業を実

施する市町村を支援 

・ひとり親家庭等を対象とした就業、

養育費等の相談、日常生活支援、就業

につながる技能を習得するための講

習会、修業機関での資格取得費用や

住宅資金等に係る返還免除付き貸付

を実施 

健康福祉部 
[青少年家庭課]

208 児童養護施設等整

備事業 

147,230 代替養育を必要とする児童の適切な養

育環境の整備のため、県内児童養護施設

等の施設整備費等を支援 

①児童養護施設等の小規模化 

［箇所数］２施設 

［整備内容］ 

・小規模グループケアを実施する

ための内部改修 

・施設の老朽化対応及びケア形態

の小規模化を図るための改築整

備 

②児童養護施設等の修繕 

［箇所数］１施設 

［整備内容］ 

経年劣化により張替えが必要な

屋上防水シートの交換 

③より家庭的な環境で養育できるよう

里親宅等の改修や備品購入等を支援 

健康福祉部 

[青少年家庭課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

209 ひきこもり支援地

域体制整備事業 

23,870 身近な地域でひきこもりの相談支援を

受ける体制づくりを推進 

①ひきこもり支援センター地域拠点の

運営 

・相談窓口の開設 

・家族教室の開催 

・市町村の支援（精神科医療機関と

の連携） 

②市町村の立ち上げ支援    【新規】

 新たに「ひきこもり地域支援セン

ター」または「ひきこもり支援ステー

ション」を立ち上げる市町村に対し

て、事業に要する経費の一部を助成 

健康福祉部 
[障がい福祉課]

210 発達障がい者支援

体制整備事業 

90,749 発達障害者支援センターを中心として

発達障がい者をライフステージに応じて

支援（№105 再掲） 

①本人及び家族への支援 

   本人等への専門的な相談支援、ペ

アレントメンターの養成、成人期の

自立や就労支援のための研修 

②市町村を中心とした体制整備への支

援 

   地域支援マネジャーによる専門的

な指導･助言 

③初診前アセスメントの実施 

   早期支援のため、初診前に心理職

による事前問診･検査を実施 

④人材育成及び県民への普及啓発 

   保育士や事業所職員等への専門研

修、啓発フォーラムの開催 

健康福祉部 
[障がい福祉課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

211 障がい者就労支援

事業 

173,979 障がい者の就労を通じた自立支援のた

め、支援拠点を中心に支援ネットワーク

を構築して就労移行の促進を図るととも

に、就労継続支援事業所の工賃向上に向

けた取組を支援 

①障害者就業・生活支援センターに障

がい者の生活支援を行う生活支援員

と雇用・実習の場の拡大を行う障が

い者雇用促進支援員を配置 

②企業等への就職に向けたステップア

ップの場として県庁内にワークセン

ターを設置 

③就労事業振興センターの設置 

・商品の共同販売、人材育成、アドバ

イザー派遣等を実施 

・受注拡大のためのコーディネータ

ーを配置 

・農業経営者と就労継続支援事業所

のマッチングを支援 

④就労継続支援事業所の設備整備費の

助成 

⑤農福連携における農作業請負力強化

に必要な経費等を支援 

健康福祉部 
[障がい福祉課]

212 障がいを理由とす

る差別解消推進事

業 

9,943 障がいを理由とする差別の解消に向け

た取組を推進 

①「あいサポート運動」による普及啓発

・研修講師（メッセンジャー）の養成

研修 

・企業等に対するあいサポート企

業・団体の認定 

・ヘルプマークの普及啓発 

②相談体制の整備 

・相談対応のための相談員配置 

・相談事案の共有を図るための島根

県障がい者差別解消支援地域協議

会の運営 

健康福祉部 
[障がい福祉課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

213 在宅心身障がい児

援護事業 

60,243 重症心身障がい児（者）等の在宅生活を

支援（№104 再掲） 

①巡回等療育支援事業 

巡回又は送迎により、重症心身障

がい児（者）へのサービスを提供する

事業所へ経費を助成 

②サービス基盤整備事業 

重症心身障がい児（者）を受け入れ

るために、看護職員等を雇用する事

業所へ経費を助成 

③医療的ケア児支援体制整備事業 

各種サービスや支援を調整するコ

ーディネーターを養成 

④医療的ケア児支援センター運営事業 

医療的ケア児・家族・支援者へのコ

ーディネーターによる専門的な相談

支援を実施 

⑤非常用電源確保対策事業 

災害時における在宅障がい児（者）

の人工呼吸器等の電源確保を支援 

⑥その他 

関係団体への活動支援、支援者研

修会の開催 

健康福祉部 
[障がい福祉課]

214 子どもの心の診療

ネットワーク事業 

17,795 様々な子どもの心の問題や発達障がい

等に対応するため、拠点病院･協力病院を

中核とし、各圏域における関係機関の連

携体制を構築（№106再掲） 

健康福祉部 
[障がい福祉課]

215 障がい者施設等整

備事業 

555,845

［うち補正］

337,375

障がい者の自立した地域生活実現のた

め、住まいの場としてのグループホーム

や日中活動の場としての通所事業所等の

整備を支援 

［箇所数］８か所 

［負担割合］国 1/2・県 1/4・事業者 1/4

健康福祉部 
[障がい福祉課]
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Ⅵ 心豊かな社会をつくる 

１ 教育の充実 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

216 高等教育の負担軽

減 

255,021  県立大学及び県内私立専修学校で修学

する低所得世帯の生徒等に対し、入学料

及び授業料の免除にかかる経費を支援 

総務部 

[総務課]

217 公立大学法人島根

県立大学運営費交

付金 

2,084,857 県立大学の教育研究水準の維持向上や

大学経営の健全性を確保するため、大学

運営に必要な経費を交付（№141 再掲） 

総務部 

[総務課]

218 私立学校経営健全

性確保事業 

1,500,559  私立学校等の教育水準の維持向上、学

校経営の健全性の確保や、県内就職の促

進、外国人生徒への対応などの課題に対

応するため、学校運営費の一部を助成（№

142 再掲） 

総務部 
[総務課]

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課] 

219 困難を有する子ど

も・若者支援事業 

22,439 ひきこもりや不登校、発達障がいなど、

社会生活を営む上で様々な困難を有する

子どもや若者の自立につながる市町村の

取組を支援（№73 再掲） 

①就労体験を受け入れる事業所の開拓

や関係機関との連携強化などの取組

を行う市町村を支援 

 ［助成率］1/2 

②圏域における支援拠点として、居場

所の確保や社会・就労体験など社会

とのつながりを回復させる取組を行

う市町村を支援 

 ［助成率］1/2 

③子ども・若者支援機関の相互理解と

連携強化の促進 

健康福祉部 
[青少年家庭課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

220 子どもの居場所支

援臨時特例事業 

26,887 市町村が行う家庭や学校に居場所がな

い子どもの居場所の運営を支援 

 ［実施市町村］ 

   益田市、雲南市 

［実施内容］ 

家庭や学校に居場所がない学齢期

以降の子どもに対する居場所におい

て、生活全般のサポートを実施 

［負担割合］ 

国 1/2・県 1/4・市町村 1/4 

健康福祉部 
[青少年家庭課]

221 高等学校等就学支

援事業 

2,570,399 １ 高等学校等就学支援金（授業料支援）

①高等学校等就学支援金（国 10/10） 

   高等学校等に在籍する生徒等（年

収約 910 万円未満の世帯）に就学支

援金を交付し家庭の教育費負担を軽

減 

②家計急変世帯への支援（国 10/10） 

   保護者の失職、倒産等により家計

が急変し、急変後の年収見込みが約

590 万円未満の収入状況となった場

合に授業料を支援 

２ その他の授業料支援 

 ①学び直しへの支援（国 10/10） 

   高等学校等を中途退学した者が再

び学び直す場合に36月経過後も継続

して授業料を支援（最長２年間） 

②専攻科生への支援（国 1/2） 

高等学校等の専攻科に在籍する生

徒（年収約 380 万円未満の世帯）に対

し授業料を支援 

３ 奨学のための給付金（国 1/3） 

  生活保護世帯・市町村民税非課税世

帯（年収約 270 万円未満の世帯（家計

急変世帯を含む））の授業料以外の教育

費負担を軽減 

総務部 

[総務課] 

教育委員会 

［学校企画課］
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

222 悩みの相談・不登

校対策事業 

273,406  いじめ、不登校等の課題に対し、未然防

止や早期発見・対応の取組を推進（№143

一部再掲） 

①生徒指導体制充実強化事業 

・児童生徒の意欲や満足感及び学級

集団の状態を客観的に把握するア

ンケートＱＵをいじめの未然防

止、早期発見等に活用 

［小中学校］ 

小学校３年生～中学校３年生

対象、市町村へ実施経費の 1/2 を

助成 

・弁護士、臨床心理士等の外部人材

をアドバイザーとして学校等に派

遣 

・「島根県生徒指導審議会」、「島根県

いじめ問題対策連絡協議会」の開

催 

②悩みの相談事業 

・スクールカウンセラー配置 

・子どもと親の相談員配置 

・いじめ等に関する相談窓口 

（来所・電話・ＳＮＳ） 

・スクールソーシャルワーカー活用 

・「こころ・発達」教育相談 

・教育相談員の配置 

③不登校対策推進事業 

・教育支援センターへの支援 

不登校児童生徒に対する学校復

帰や社会的自立への支援を行う教

育支援センターの運営等を支援

（10 市町） 

・連絡調整員の活用 

中学校卒業者や高校中退者でひ

きこもり等が懸念される者に対す

る支援 

・居場所・絆のある学校づくり研修 

教育委員会 

[教育指導課] 

総務部 

[総務課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

223 私立学校生徒確保

事業 

95,607  島根で学ぶ生徒を増やすため、私立学

校が行う生徒確保のための取組を支援 

（№143 再掲） 

 ①高等学校等授業料減免補助 

   高等学校等就学支援金制度の対象

者に対し、就学支援金の上乗せ支援

を行い、家庭の教育費負担を軽減 

  ［助成対象世帯］ 

年収約 590 万円以上 910 万円未

満の世帯 

［助成額（上乗せ支援額）］ 

2,500 円／月・人 

（国制度による支援金 9,900 円

／月・人に上乗せ） 

 ②魅力と特色ある学校づくり推進事業 

   学習環境の向上など、魅力化や特

色化につながる設備整備を支援 

③私立専修学校生徒確保支援事業 

   ＷＥＢを活用したオープンキャン

パス開催や学校の紹介動画作成等の

取組を支援 

  ［助成対象者］私立専修学校 

  ［助成対象経費］ 

    バス借上経費、オープンキャン

パス参加旅費助成、学校説明会参

加費、広報費等 

  ［助成率］1/2 

  ［助成上限額］ 

    220 万円／校 

    ※県内就職者数が前年と比較し

て増加している学校は、上限

額 50 万円／校を加算 

総務部 

[総務課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

224 幼児教育推進事業 22,904 幼稚園教諭・保育士等及び市町村担当

者の研修支援の充実やアドバイザー等に

よる訪問指導等により、全県的に幼児教

育の質を向上（№108 再掲） 

・幼児教育担当指導主事及び幼児教育

アドバイザーによる訪問指導の実施 

・幼児教育施設と小学校の連携に向け

た取組を推進               

・県主催研修の実施や市町村が実施す

る研修の支援 

・未就学児の体力向上や読み聞かせの

取組を推進 

健康福祉部 
[子ども・子育

て支援課]

教育委員会 
[教育指導課] 

[保健体育課] 

[社会教育課]

-141-



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

225 特色ある学校づく

りを支援する少人

数学級編制

1,034,008 国において小学校の学級編制の基準を

令和３年度から学年進行で見直し、全学

年を 35 人にする方針を踏まえ、以下のと

おり対応（No.110 再掲） 

①小学１・２年及び中学１年 

  Ｒ２年度の県の見直し方針に基づ

き、少人数学級編制を実施（学校の実

態等を踏まえ、常勤講師又は非常勤

講師を配置することも可能） 

・小学１年 30 人学級編制 

 （国編制基準 35 人） 

・小学２年 32 人学級編制 

・中学１年 35 人学級編制 

 （国編制基準 40 人） 

②小学５・６年 

国制度変更を踏まえた対応とし

て、35 人学級編制を実施 

（国編制基準 40 人） 

③中学２・３年 

Ｒ２年度の県の見直し方針に基づ

き、38 人学級編制を実施 

（国編制基準 40 人） 

④課題解決・制度改正対応のための加

配 

児童生徒支援、教科指導方法工夫

改善及び人材育成に関わる、学校の

抱える課題の解決に取り組む指導体

制を支援するための加配 

※上記による県独自の少人数学級編制

等に伴う加配教員数 132 人 

 ※国による学級編制の基準見直し 

  Ｒ３見直し 小学２年 40 人→35 人 

  Ｒ４見直し 小学３年 40 人→35 人 

  Ｒ５見直し 小学４年 40 人→35 人 

教育委員会 
[学校企画課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

226 学びの場を支える

非常勤講師配置事

業 

497,425 不登校・いじめ・問題行動等の未然防止

や、特別な配慮を要する児童生徒への対

応等のため非常勤講師を配置 

①中１ギャップに対応するための非常

勤講師配置事業（中学校クラスサポ

ート事業） 

環境が大きく変化する中学校１年

生を対象に、生活面・学習面からきめ

細かい支援を行うため、必要性の高

い大規模校に非常勤講師を配置 

［Ｒ５予定］29人 

②特別な支援のための非常勤講師配置

事業（にこにこサポート事業） 

・通常の学級にＬＤ（学習障がい）、

ＡＤＨＤ（注意欠陥多動性障がい）

など特別な支援を要する児童が在

籍し、特に対応が困難な小学校を

対象に非常勤講師を配置 

［Ｒ５予定］100 人 

・児童生徒の障がいの多様性や突発

的な行動にきめ細かに対応するた

め、小・中学校の特別支援学級のう

ち多人数の学級に非常勤講師を配

置 

［Ｒ５予定］53人 

③自学教室等での個別指導の充実に係

る非常勤講師配置事業（学びいきい

きサポート事業） 

自学教室等を設置して個別に指導

を行う必要のある中学校に非常勤講

師を配置 

［Ｒ５予定］30人 

※市町村教育委員会の判断で、１人の

非常勤講師が複数校兼務を行うこと

も可能とする。 

教育委員会 

[学校企画課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

227 働き方改革の推進 488,020 教職員が子どもに向き合える時間を確

保し、教育の質向上等を図るため、地域の

幅広い人材を活用しつつ、教職員の働き

方改革を実施（№153 再掲） 

１ サポート人材の配置 

  学校・家庭・地域が一体となって子ど

もたちを育む体制を強化するため、教

員が行う事務作業や部活動指導等をサ

ポートする人材を配置 

①スクール・サポート・スタッフ配置事

業 

公立小中学校等の教員が行う事務

作業を代わって行うサポートスタッ

フを配置する市町村に対し助成 

［負担割合］国 1/3・県 2/3 

②県立学校アシスタント配置事業 

県立学校等の教員が行う事務作業

を代わって行う会計年度任用職員を

配置 

［負担割合］県 10/10 

③部活動地域指導者活用支援事業 

公立中学校・県立高校の部活動に

おいて、専門的な指導者がいない場

合などに部活動指導員・地域指導者

を活用する学校を支援 

［負担割合］ 

・部活動指導員（単独指導・引率可）

中学校 国 1/3・県 1/3・市町村 1/3

県立高校 県 10/10 

・地域指導者（単独指導・引率不可）

中学校 県 2/3・市町村 1/3 

県立高校 県 10/10 

２ 校内業務改善コンサルタント養成事

業 

学校内で働き方改革のための具体的

な取組を進める牽引役となる人材（校

内業務改善コンサルタント）を育成す

るため、専門家による講義・ワークショ

ップや個別支援を実施 

［Ｒ５予定］ 

対象校 20校程度 

・継続分 15 校 

・新規分５校程度 

教育委員会 

[学校企画課] 
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３ デジタル採点システムの導入 

  定期試験等の採点に係る教員の業務

負担を軽減するため、効率的な採点等

が可能となるデジタル採点システムを

導入 

４ 寄宿舎における外部舎監配置 

寄宿舎における舎監業務を教員から

外部舎監に置き換え 

５ 部活動地域移行等支援事業 

  公立中学校部活動の地域移行に向け

て、関係者との連絡調整・指導補助等の

体制や運営団体・実施主体の整備、指導

者の確保への支援等に関する実証事業

を実施 

 ［負担割合］国 10/10 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

228 緊急校務支援員配

置事業 

27,689  公立小中学校において、県が配置すべ

き常勤の教員に未配置が発生した場合

に、教員の校務負担を軽減するため、緊急

校務支援員を任用する市町村に対して、

その経費を支援（№154 再掲） 

 ［負担割合］県 10/10 

教育委員会 

[学校企画課]

229 教員確保対策 12,783  深刻な教員不足に対応するため、他県

の教員や異業種へ就職した人材の取り込

みや教員職の魅力発信強化等の取組を総

合的に実施 

①教員に関心を持つ高校生・大学生に

向けた情報発信      【拡充】

②異業種に就職した教員免許状保有者

や他県の教員等の確保に向けた取組

を強化 

③若手教員のサポート体制強化【新規】

教育委員会 

[学校企画課]

230 高校生の住まい確

保支援事業 
47,674 市町村が行う地域の実情に沿った高校

生の住まい確保のための取組を支援 

①みなし寄宿舎に対する運営費支援 

  市町村が整備した公共的施設を県

立高校の寄宿舎として活用する場合

に、その運営に要する費用を補助 

［助成割合・助成額］ 

県が算定した標準的運営経費の

10/10 

（１施設 450 万円～750 万円程度）

②共同下宿に対する運営費支援 

 市町村が古民家等の地域資源を共

同下宿として活用する場合に、その

運営に要する費用を助成 

［助成割合・助成額］ 

県が算定した標準的運営経費の

1/2 

（１施設上限 400 万円まで） 

教育委員会 

[学校企画課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

231 県立高校主幹教諭

等配置 

146,937  県立高校に高大連携を推進するための

主幹教諭等を配置(№155 再掲、№159 一

部再掲) 

 ①主幹教諭の配置（県単加配） 

   学校全体での授業改善の取組や、

地域との協働に加え、県内大学等と

の高大連携や入試改革に適応した学

力の底上げなどの取組を推進するた

め、教科・分掌の垣根を越えてリード

できる管理的職階にある主幹教諭を

全ての普通科高校に配置 

  ［Ｒ５予定］21 人 

 ②高大連携推進員の配置 

・総合型・学校推薦型選抜による県

内大学への入学を希望する生徒の

進路実現を図るため、松江、出雲、

石見エリアに各１名配置 

・島根大学新学部「材料エネルギー

学部」の魅力を県内の高校生に発

信するため１名を追加配置【拡充】

［Ｒ５予定］４人 

教育委員会 
[学校企画課] 

[教育指導課]

232 帰国・外国人児童

生徒等教育の推進

支援事業 

160,978  日本語指導が必要な児童生徒への支援

（№156 再掲） 

①帰国・外国人児童生徒に対し支援体

制を整備する市町村を支援 

・「特別の教育課程」による日本語指

導の実施 

・拠点校の設置等による指導体制の

構築 

②日本語指導が必要な小中学校に教員

を配置 

［Ｒ５予定］ 

・小学校 12 人 

・中学校 ８人 

③宍道高校における日本語指導体制の

強化（日本語指導員増員） 

④教職員研修の充実 

教育委員会 
[学校企画課] 

[教育指導課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

233 学力育成推進事業 122,919  児童生徒の基礎的な知識・技能の定着

や活用力の伸長を図るため、市町村と連

携し、学力の実態把握や授業の質の向上

など、学力育成の取組を推進（№157 再掲）

①学力定着状況の把握 

   小学校５年生～中学校２年生の児

童生徒を対象に学力調査を実施 

 ②グローバル人材育成に向けた取組 

英語によるコミュニケーションの

推進 

 ③外国語（英語）教育における授業改善

外国語指導助手の活用 

教育委員会 
[教育指導課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

234 未来の創り手育成

事業 

772,384

［うち補正］

54,481

地域を担う未来の創り手を育成するた

め、大学等での学びや理系分野への進学

など進路選択の幅を拡げる機会を充実す

るとともに、学校図書館やＩＣＴ機器を

活用した教育を推進 

［事業概要］ 

①しまねの高校生学力育成事業 

「知識・技能」「思考力・判断力・

表現力等」「学びに向かう力・人間性

等」をバランス良く育むために、各県

立高校が主体的に取り組む教育実践

を実施 

②しまねの小中学生学力育成プロジェ

クト 

小中学校の段階から算数・数学や

理科への興味関心を高めるための取

組を実施 

 ③理数教育の充実に向けた取組 

・しまね数リンピックの開催 

・科学の甲子園（ジュニア）県予選の

開催 

 ④学校図書館活用教育研究事業 

児童生徒の言語能力、情報活用能

力を育成するため、小中学校６校を

モデル校に指定し研究を実践 

⑤県立高校図書館活用教育推進事業 

12 学級未満の高等学校に学校司書

（会計年度任用職員）を配置 

⑥司書教諭養成事業 

学校図書館の経営や指導について

専門的な知識を持つ司書教諭を養成 

 ⑦ＩＣＴ活用教育推進事業 

生徒一人一台端末環境に対応する

ための環境を整備      【拡充】

⑧ＣＯＲＥハイスクール・ネットワー

ク構想 

中山間・離島の小規模高等学校の

教育環境改善のためのネットワーク

を構築 

教育委員会 
[教育指導課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

235 教育魅力化人づく

り推進事業 
309,273 学校と地域が協働して取り組む「教育

の魅力化」を支援（№155、231一部再掲、

№159 再掲） 

①学校と地域が一体となって子どもた

ちを育む協働体制（高校魅力化コン

ソーシアム）の運営を支援 

・協働体制に係る運営マネージャー

の配置を支援 

・協働体制の運営に係る経費を支援 

②地域資源を活用した特色ある教育の

推進 

・学校と地域の協働による探究学習

の取組を支援 

・県外生徒募集の取組を支援 

・大学や企業等と連携した先駆的な

取組を支援 

③探究学習に携わる人材の育成、確保 

・地域と学校をつなぐ魅力化コーデ

ィネーター等の養成・育成を目的

とした研修会等を実施 

④教育魅力化推進事業 

・「教育の魅力化」の成果を図る取組

を実施 

教育委員会 
[教育指導課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

236 子ども読書活動推

進事業 

196,781 学校図書館の充実と活性化による図書

館を活用した教育を推進するとともに、

家庭や地域における子ども読書活動を推

進（№111、158 一部再掲） 

 ①小中学校等 

   小中学校の学校図書館を拠点に児

童生徒一人一人に寄り添った学びの

支援を行うため、「学びのサポータ

ー」または「学校司書」を配置する市

町村を支援 

  ［助成率］ 

   ・学びのサポーター 

     市 1/2、町村 2/3 

   ・学校司書 

     市町村 1/3 

 ②特別支援学校 

・全校に学校司書を配置 

・学校司書の研修、図書の整備を実

施 

③県立図書館 

・学校司書・読書ボランティアの研

修 

・子ども向け図書の充実 

 ④読み聞かせや親子読書の普及 

・しまね子ども読書フェスティバル

等の実施 

・読み聞かせの記録手帳の作成・配

布により家族による読み聞かせを

推進 

教育委員会
[教育指導課] 

[特別支援教育

課] 

[社会教育課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

237 インクルーシブ教

育システム構築事

業 

（注）インクルーシブ教

育システム：障がいのあ

る者と障がいのない者が

共に学ぶ仕組み 

122,084 全ての学びの場で特別支援教育を充実

させることで、障がいのある子どもの自

立と社会参加を促進するとともに、地域

を支える人材を育成（№109、152 再掲） 

①発達障がいの可能性のある子どもへ

の支援事業 

特別支援学校の教員などの専門性

を活用し、小中学校等への相談・支援

を充実 

②高等学校特別支援教育充実事業 

・県立高校において、障がいにより

学習や生活に困難さがある生徒が

適切な指導を受けられるよう、巡

回指導を行う教員を拠点校に配置

し、通級指導を充実 

・合理的配慮アドバイザーを県教育

委員会に配置 

③切れ目ない支援体制整備事業 

関係機関と連携し、個別の教育支

援計画の作成などによる引継ぎ体制

を充実 

④特別支援学校機能向上事業 

安全で安心な医療的ケア実施に向

けた学校看護師の配置等の体制を整

備 

⑤特別支援学校と地域の連携強化事業 

地域活動やスポーツ文化活動を通

じて、教育活動を地域に広げる取組

を実施 

教育委員会 
[総務課] 

［学校企画課］ 

[特別支援教育

課]

238 障がい者就業支援

事業 

155,952  特別支援学校卒業者等を特別支援学校

等の会計年度任用職員として任用し、職

業能力や職業意識の向上を図り数年以内

の就労を支援 

［特別支援学校］全 12校 

 ［教育事務所］出雲 

 ［その他］ 

教育庁総務課、県立図書館、埋蔵文

化財調査センター 

教育委員会 
[総務課] 

[特別支援教育

課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

239 特別支援学校職業

教育・就業支援事

業 

13,408 特別支援学校高等部において、生徒の

希望や適性に応じた進路先の確保や就職

後の定着、技能向上に向けた取組を推進

（№85、160 再掲） 

①進路指導の充実 

特別支援学校に非常勤講師を配置

し、進路指導に必要な時間を確保す

ることで、卒業生のアフターケアや

在校生の職場体験受入先の開拓など

を実施 

  ［実施校］ 

６校（松江、出雲、浜田、石見、

益田、隠岐） 

 ②技能の向上 

合同学習や学習成果の発表を通じ

て、生徒の意欲や職業スキルの向上

を促進 

教育委員会 
[特別支援教育

課]

240 新規 特別支援学校にお

ける通学支援 

29,500 通学を要因とした保護者の負担を軽減す

るため、スクールバスの増便や、朝の早い

時間から児童生徒を預けられる環境を整備

教育委員会 
[特別支援教育

課]

241 食育推進事業 3,105 食育を通じて次代を担う子どもの望ま

しい食習慣の形成を推進 

 ①食の学習ノート活用事業 

   副教材「食の学習ノート」（小学生

版）、「食育教材」（中高生版）の作成

  ②栄養教諭を対象とした研修 

③高校生を対象とした啓発の取組 

  朝食欠食などの課題に対応するた

め、「みそ汁コンテスト」を実施 

教育委員会 
[保健体育課]

242 社会教育士確保・

養成事業 

8,720  高等教育機関等と連携・協働し、県内に

おける人づくり・地域づくりを推進して

いく人材（社会教育士）の育成と社会教育

主事資格取得者の計画的養成により、社

会教育を振興する人的基盤を確保（№161

再掲） 

教育委員会 
[社会教育課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

243 ふるさと人づくり 

推進事業 

9,033 島根の未来を担う次世代の子どもたち

が、地域にある資源を活かして主体的に

地域でのつながりをつくっていくふるさ

と活動や、公民館と地域団体が連携しな

がら学習・実践活動を行うことにより、地

域課題の解決に向かう人材育成に取り組

む市町村を支援（№162 再掲） 

①つながりづくり「ふるさと活動」実践

事業 

［助成率］新規 1/2、継続 1/3 

［助成上限額］50 万円 

②「学びのサイクル」による人づくり促

進事業          【新規】

［助成率］1/2 

［助成上限額］30 万円 

教育委員会 

[社会教育課]

244 結集！しまねの子

育て協働プロジェ

クト事業 

66,848  市町村が実施する学校支援、放課後支

援、家庭教育支援等の経費を助成（№163

再掲） 

 ［負担割合］国 1/3・県 1/3・市町村 1/3

教育委員会 

[社会教育課]

245 ふるさと教育推進

事業 

26,229 地域の教育資源（ひと・もの・こと）を

活かし、子どもたちのふるさとへの愛着・

誇り、貢献意欲や、確かな学力、実行力の

育成に取り組む市町村を支援（№164 再

掲） 

教育委員会 
[社会教育課] 

246 新規 インターハイ実施

競技支援事業 

19,222 令和７年度全国高校総体中国ブロック

大会の開催準備や選手強化の実施 

 ・開催準備会の設置 

 ・高校生の選手強化 等 

教育委員会 
[保健体育課]

247 教育財産維持管理

事業 

76,638

［うち補正］

76,638

学校施設の省エネルギー化実現のた

め、特別支援学校における照明器具のＬ

ＥＤ化を推進 

教育委員会 

［教育施設課］

248 産業教育設備整備

事業 

85,257 技術革新の進む産業構造の変化に対応

するため、専門高校への教育設備の整備

及び更新を実施 

教育委員会 

[教育施設課] 
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Ⅵ 心豊かな社会をつくる 

２ スポーツ・文化芸術の振興 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

249 芸術文化センター

整備事業 

98,371 芸術文化センターの音響設備等の更新

を実施 

［実施内容］ 

・小ホール音響設備更新 

  ・システム機器更新 

環境生活部 
[文化国際課]

250 文化芸術振興支援

事業 

20,688 文化芸術の振興を図るため、県民参加

機会の提供、将来の担い手の育成等の取

組を推進（№148 再掲） 

 ①島根県民文化祭の開催 

   県総合美術展（県展）、硬筆アート

展、文芸作品公募、文芸フェスタ 

 ②文化芸術次世代育成支援事業 

   文化芸術団体による子どもたちへ

の発表機会や鑑賞機会の提供、ワー

クショップの実施 

環境生活部 
[文化国際課]

-155-



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

251 浮世絵コレクショ

ン活用事業 

15,962 県内外から美術館への来館者を増やし

新規ファンの獲得を図るため、所蔵する

世界有数の葛飾北斎コレクションの魅力

を県内外に発信 

①県民向けＰＲ・広報等の強化 

・館内外での北斎ワークショップを

実施 

・北斎コレクションの特集番組を制

作・放送 

②北斎コレクション基礎資料作成 

コレクションデータベースの構築 

③作品の保存・修復 

作品の価値を維持するとともに、

展示が可能な状態にするための保

存・修復を実施 

④全国向けＰＲ・広報等の実施 

・美術雑誌等への広告掲載や美術愛

好家向けのツアー造成など、県外

からの誘客に向けた取組を実施 

・県外での出張北斎ワークショップ

を開催 

・浮世絵コレクション特設サイトを

拡充 

環境生活部 
[文化国際課]

252 国民スポーツ大会

開催準備事業 

56,224 令和12年に開催を予定している国民ス

ポーツ大会・全国障害者スポーツ大会に

向けて、準備委員会総会等の開催、県民向

け広報を実施するとともに、競技団体の

競技役員等を養成する取組を支援 

・ 国民スポーツ大会の開催予定施設を

選定 

・ 全国障害者スポーツ大会の開催に向

けた準備を進めるための専門委員会

を設置 

・ 大会開催の機運を高めるため、愛称・

スローガン及びマスコットキャラク

ターを活用した広報グッズの作成・

配布や、新聞広告などの県民向け広

報を実施 

・ 競技運営に必要な審判員等を養成す

るため、競技団体が行う取組を支援 

               【新規】

環境生活部 
[スポーツ振興

課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

253 国民スポーツ大会

競技力向上対策事

業 

531,072 令和12年に開催を予定している国民ス

ポーツ大会での天皇杯（男女総合優勝）及

び皇后杯（女子総合優勝）の獲得並びに大

会終了後も継続する競技力の定着に向け

た取組を実施 

①組織体制の整備・充実 

競技団体の組織体制の強化を図る

ため、先催県から組織作りの構築に

関する情報収集や中央競技団体との

交流や連携を促進 

②選手の発掘・育成・強化 

・ 運動能力に優れた小学生を選抜

し、様々な競技スポーツを体験さ

せながら、適性のある競技を選択

できるようなタレント発掘事業を

実施 

・ 競技団体が行う小中学生の合同練

習会や県外遠征を支援 

・ 高校重点校の県外遠征や県外強豪

校との合同練習会を支援 

・ 国体入賞競技の拡充を図るため、

県外遠征などの選手強化の取組を

支援 

・ 県外の優秀な指導者をアドバイザ

ーとして招請し、トレーニング方

法、戦術、振り付け等の指導を受け

る取組を支援 

・ 優れた選手、指導者を県内企業が

雇用した場合に奨励金を支給 

【制度創設】

③指導者の養成・資質の向上 

・専門的な指導ができる地域指導者

を強化指定校等に配置し、部活動

の指導を強化 

・選手強化の中心となる指導者の更

なる指導力向上を図るため、県外

研修経費を支援 

④選手・指導者を支える環境整備 

・ 普及・強化活動の際に必要となる

高額な競技用具及び練習拠点施設

を計画的に整備 

・ 競技団体や高校重点校等に対し

て、スポーツトレーナーやスポー

ツ栄養士などを派遣 

・ アスレチックトレーナーやスポー

ツ栄養士の資格取得のための研修

経費を支援 

環境生活部 
[スポーツ振興

課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

254 国民スポーツ大会

競技施設整備事業 

227,982 令和12年に開催を予定している国民ス

ポーツ大会・全国障害者スポーツ大会に

向けて、競技施設の整備支援等を実施 

・市町村が行う競技施設の整備に要す

る経費を支援 

・出雲市内の斐伊川放水路残土処理場

跡地に新たな自転車競技場を整備 

環境生活部 
[スポーツ振興

課] 
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Ⅵ 心豊かな社会をつくる 

３ 人権の尊重と相互理解の促進 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

255 外国人の受入れ・

共生事業 

252,714 外国人住民が安心して暮らすことがで

きる生活環境づくり、外国人住民と日本

人住民が共に支え合う地域づくり等を推

進（№142、147、156、232 一部再掲） 

①日本語指導が必要な児童生徒への支

援 

・帰国・外国人児童生徒に対し支援

体制を整備する市町村を支援 

・宍道高校における日本語指導体制

の強化 

・教職員研修の充実 

・外国人生徒に対し日本語指導や生

活指導等を行う私立高等学校等を

支援 

②外国人住民の生活や日本語学習の支

援 

・日本語学習の機会を提供するた

め、地域・企業訪問型、オンライン

型の日本語教室を開催 

・地域の日本語教室の維持、活性化

等に取り組む市町村を支援【新規】

・多言語によるワンストップ型相談

窓口を設置 

・専門家（弁護士・臨床心理士）と連

携した相談体制を整備 

・医療通訳を養成・確保 

・「外国人地域サポーター」を配置 

・県ホームページでの多言語変換機

能による情報提供を実施 

・ＳＮＳを活用した外国人住民への

情報伝達を実施 

・外国人患者が安全・安心に医療サ

ービスを受けられる体制を整備 

・市町村と連携し、外国人住民向け

イベントや日本人住民向けセミナ

ーを開催 

・高等技術校において就職を希望す

る定住外国人を対象とした職業訓

練を実施 

③外国人を雇用する事業者等への支援 

  外国人雇用に関する企業向けの情

報提供窓口を設置 

環境生活部 
[文化国際課] 

政策企画局 
[広聴広報課] 

総務部 
[総務課] 

健康福祉部 
[医療政策課] 

商工労働部 
[雇用政策課] 

教育委員会 
[学校企画課] 

[教育指導課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

256 女性保護事業 91,259  日常生活に様々な問題を抱える女性へ

の相談活動やＤＶ（配偶者等からの暴力）

被害者等を一時保護し、問題解決に向け

て支援 

①女性相談事業 

・女性相談センターに女性相談員等

を配置し広く女性相談を実施 

・県民への啓発活動や適切な相談実

施のための研修会等を開催 

②性暴力被害者支援センター事業 

・女性相談センターが中心となり、関

係機関と連携して被害者を支援 

・民間支援団体と連携し、夜間休日の

支援体制を強化 

③ＤＶ被害者等保護事業 

・ＤＶ被害者等を一時保護所等にお

いて保護 

・ＤＶ被害者が一時保護所を退所す

る際に必要な生活資金や住宅資金

を貸付 

健康福祉部 

[青少年家庭課]
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Ⅵ 心豊かな社会をつくる 

４ 自然、文化・歴史の保全と活用 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

257 三瓶小豆原埋没林

保存・活用事業 

6,100  保存検討委員会の検討結果に基づき、

埋没林の保存対策を実施 

［実施内容］ 

展示棟内の埋没林の劣化防止のた

めの保存処理と保存のための排水処

理施設整備 

環境生活部

[自然環境課]

258 しまねの自然公園

満喫プロジェクト

推進事業 

132,412

[うち補正]

10,000

大山隠岐国立公園をはじめ、県内の自

然公園において、国や市町村等と連携し、

快適な利用環境の整備や体験プログラム

の造成、情報発信を行い、観光誘客を促進

（№122 再掲） 

①自然公園を活用した誘客促進補助金 

自然公園を活用した体験プログラ

ムの拡充や、周遊促進などの取組を

支援し、県内の自然公園への誘客を

促進 

［助成対象者］ 

・しまねの自然公園満喫プロジェ

クトを推進する地域協議会 

・観光協会 

・法人 

・法人格を持たない民間団体等 

※いずれも県内団体等に限る 

［助成対象経費］ 

事業の実施に必要な経費（商品

開発や販路開拓に必要な催行費、

導入運営費、活動費等） 

［助成率］1/2 以内 

［助成上限額］500 万円 

②自然公園の魅力発信 

国内外から誘客を促進するため、

県内の自然公園の魅力をホームペー

ジ等で発信 

③受入れ環境の整備 

遊歩道、案内標識など安全・安心で

快適に滞在できる環境を整備 

環境生活部 
[自然環境課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

259 隠岐ユネスコ世界

ジオパーク活用推

進事業 

212,564

[うち補正]

14,000

隠岐ユネスコ世界ジオパークを活用し

た隠岐地域の観光振興・産業振興のため、

（一社）隠岐ジオパーク推進機構や地元

町村等と連携して、ジオパークの認知度

向上や来島者を増やすための情報発信、

受入体制の整備を実施（№123 再掲） 

①（一社）隠岐ジオパーク推進機構によ

る魅力向上のための活動、広報等を

支援 

②世界ジオパーク認定継続支援のため

施設整備等を実施 

③隠岐の島町、海士町のジオパーク拠

点施設、中核施設の整備を支援 

環境生活部 
[自然環境課]

260 レッドデータブッ

ク改訂事業 

6,432  絶滅の危機に瀕している野生動植物の

個体や生息・生育地などの保護・保全活動

を推進するため、しまねレッドデータブ

ックを改訂 

［実施内容］ 

改訂委員会の開催及び調査、原稿

作成 

環境生活部 
[自然環境課]

261 三瓶自然館等の魅

力アップ事業 

9,619 三瓶自然館における反射望遠鏡の設備

更新や、三瓶小豆原埋没林公園における

照明のＬＥＤ化を実施 

環境生活部 
[自然環境課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

262 宍道湖・中海賢明

利用推進事業 

9,015 宍道湖・中海の湖沼環境の保全と賢明

利用を推進（№124 再掲） 

①水辺に親しむ環境教育・普及啓発事

業 

小中学生を対象とした宍道湖や中

海に流入する身近な川の調査や、湖

沼モニターによる湖沼環境の評価を

実施 

②ラムサール・大型水鳥啓発事業 

・鳥取県と連携し、こどもラムサー

ル交流会等を実施 

・水鳥観察会等の実施 

③大型水鳥を活用した広域ネットワー

ク支援事業 

民間団体、関係市及び県で構成す

る協議会による、トキやコウノトリ

の生息環境づくりや普及啓発の取組

を支援 

環境生活部 
[環境政策課]

263 島根の歴史文化活

用推進事業 

33,974 調査研究によって磨き上げた島根の歴

史文化について、県関係部局、市町村及び

ゆかりの深い他県と連携しながら県内外

に情報発信し、文化財保存継承の気運醸

成や、島根の認知度向上につなげる取組

を推進 

①県内各地の多様な歴史文化をテーマ

とした講座やシンポジウムの開催と

オンラインによる配信 

②他県と連携して古代歴史文化に関す

る共同調査研究を実施し、その成果

を全国に発信 

③萩・石見空港を利用した県内の歴史

スポットをめぐるツアーの実施 

④県内７つ日本遺産の魅力を全国に発

信 

教育委員会 
[文化財課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

264 未来へ引き継ぐ石

見銀山保全事業 

80,042 世界遺産「石見銀山遺跡」を適切に管理

し、未来へ継承していくため、調査研究、

保存整備、情報発信を実施（№125 再掲）

①世界遺産総合調査研究事業 

・基礎調査研究 

・テーマ別調査研究 

②世界遺産保存整備事業 

・史跡等の整備・修理 

・拠点施設運営補助 

③世界遺産総合情報発信事業 

世界遺産情報発信、講座等開催 

教育委員会 
[文化財課]
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Ⅶ 暮らしの基盤を支える 

１ 生活基盤の確保 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

265 竹島領土権確立対

策事業 

34,288 「竹島の日を定める条例」の趣旨を踏

まえ、問題解決に向けた国民世論の喚起

を促す取組を実施 

・竹島問題研究会の開催 

・竹島の日記念行事の実施 

・啓発パンフレットの作成や竹島資料

室の運営など広報啓発活動の実施 

総務部 

[総務課]

266 拡充 デジタル戦略推進

事業 

59,457  ＩＣＴを活用した地域課題の解決に向

けた取組の支援や、市町村の自治体ＤＸ

を円滑に進めるための体制整備を行うな

ど、デジタルによる県民の利便性向上等

を図る取組を推進 

①デジタル活用支援事業   【新規】

市町村が行うデジタルを活用した

実証の取組を支援 

［実施主体］市町村 

［助成率］1/2 

［上限額］200 万円 

②自治体ＤＸの支援体制整備 【新規】

市町村の自治体情報システムの標

準化・共通化に向けた進捗状況の把

握や助言のための体制を整備 

③自治体職員ＤＸ研修事業 

市町村職員等に対して自治体ＤＸ

を推進するための研修を実施 

④デジタル活用研修講師育成事業 

高齢者等に対するＩＣＴ機器利用

講習会の講師人材を育成するための

研修を実施 

⑤オープンデータ普及促進事業 

オープンデータの普及促進のため

のワークショップ等を実施 

⑥マイナンバーカード利活用促進事業 

マイナンバーカードの利便性や利

用に関する広報等を実施 

（注）ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーショ

ン）：「Digital Transformation」の略称。進

化したＩＴ技術を浸透させることで、人々

の生活をより良いものへと変革させるとい

う概念のこと 

地域振興部 

[地域政策課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

267 ＪＲ木次線利用促

進事業 

23,499 人口減少や新型コロナウイルス感染症

の影響による鉄道利用者減少に歯止めを

かけるため、地元協議会が実施する利用

助成などの取組を支援（No.41 一部再掲）

①木次線乗車を伴う移動への助成 

［事業内容］ 

学校や町内会などの団体が木次

線乗車を伴う移動をした場合のＪ

Ｒ運賃、貸切バス運賃等を助成 

［助成率］1/2 

［助成上限額］１件当たり 10 万円 

［負担割合］県 2/3・市町 1/3 

②木次線を活用したツアー造成・販売

支援 

県内外の観光客を対象とした木次

線乗車を盛り込んだツアーの造成・

販売の支援等 

地域振興部 

[交通対策課] 

商工労働部 

[観光振興課] 

268 新規 ＪＲ線利用促進事

業 

1,980  ビジネスにおけるＪＲ路線の利用促進

を図るため、駅近辺での会議開催に取り

組む企業や団体を支援 

［事業内容］ 

鉄道利用に率先して取り組む企

業・団体が会議や研修等の際に利用

する、会場借上費用等の一部を助成 

［助成率］ 

1/3～2/3 

［負担割合］ 

県 1/2・市町 1/2 

地域振興部 

[交通対策課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

269 特定有人国境離島

地域社会維持推進

交付金事業 

359,275 隠岐地域の住民等が継続的に居住でき

るよう、利用する航路及び航空路の運賃

引き下げを支援 

①航路運賃低廉化事業 

隠岐航路の現行住民運賃をＪＲ運

賃並みに引き下げ 

［引き下げ限度額］ 

ＪＲ在来線運賃並み（ジェット

フォイルは特急指定席並み） 

［負担割合］ 

国 5.5/10・県 2.25/10・ 

町村 2.25/10 

②航空路運賃低廉化事業 

隠岐－出雲間の現行住民航空路運

賃を新幹線並みに引き下げ 

［引き下げ限度額］新幹線運賃並み 

［負担割合］ 

国 5.5/10・県 2.25/10・ 

町村 2.25/10 

地域振興部 

[交通対策課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

270 生活交通ネットワ

ーク総合支援事業 

442,002 幹線交通から集落間交通まで、バス事

業者・市町村・ＮＰＯ等による地域生活交

通を確保する取組を総合的に支援 

①地域生活交通再構築実証事業 

「小さな拠点づくり」に向けて、輸

送需要に応じた最適な交通手段の組

み合わせによる地域生活交通の再構

築を図るため、実証事業等に取り組

む市町村を支援 

［支援内容］ 

・立ち上がり支援 

・運行支援 

［実施箇所］20か所程度 

［助成対象］ 

デマンド型バス・乗合タクシー

や公共交通空白地有償運送等 

［助成率］ 

・立ち上がり支援 2/3 

・運行支援 1/2 

②生活交通確保対策交付金 

・市町村が行うバス路線等に対し、

運行経費の一部を助成 

・ＮＰＯ等が行う公共交通空白地有

償運送に対し、運行経費の一部を

助成 

・市町村が行う乗用タクシー利用助

成のうち、県が定めた要件を満た

すものに対し、負担額の一部を助

成           【拡充】

［助成率］1/3～1/2 

③地域間幹線系統確保維持費補助金 

バス事業者による広域的・基幹的

なバス路線の維持に対して、国庫補

助と協調して、県・市町村が運行経費

等を助成 

［助成率］1/2 

④地域間準幹線系統確保維持費補助金 

バス事業者による複数市町村に跨

り、一定の輸送量があるバス路線の

維持に対して、県・市町村が運行経費

を助成 

［助成率］1/2 

地域振興部 

[交通対策課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

271 公共交通人材確保

推進事業 

2,000 県内の公共交通事業者の人材確保のた

め、島根県旅客自動車協会が行う女性を

ターゲットにした広報などの入職促進策

に係る経費の一部を助成 

［助成率］2/3 

地域振興部 

[交通対策課] 

272 一畑電車運航維持

事業 

184,918 沿線住民の日常生活に必要不可欠な一

畑電車の運行を維持するため、インフラ

所有権を移転しない「上下分離方式」によ

り、線路・電路・車両の維持、修繕、更新

経費を松江市、出雲市と共同で支援 

①基盤整備維持費補助金 

線路・電路・車両の維持、修繕、更

新に対する助成 

［負担割合］県 1/2・市 1/2 

②安全輸送設備等整備事業費補助金 

安全性向上に資する設備の整備に

対する助成 

［負担割合］国 1/3・県 1/3・市 1/3 

【債務負担行為の設定】 

一畑電車支援計画に基づく、車両

導入経費への助成（４両分） 

［設定額］559,000 千円（Ｒ５～８）

地域振興部 

[交通対策課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

273 隠岐航路運航維持

事業 

101,583 隠岐島民の生活を支え、観光振興に不

可欠な隠岐の海上交通確保を図るため、

船舶の導入や運航に要した経費の一部を

助成 

①船舶の導入に対する支援 

超高速船及び島前内航船整備に要

する財源として、隠岐４町村が借り

入れた過疎債の元利償還金の一部を

助成 

②船舶の運航に対する支援 

・島前内航船運航支援 

島前町村組合が運航する島前内

航船の運航費にかかる毎年度の欠

損額の一部を助成 

・超高速船運航支援 

超高速船レインボージェットの

安定的な運航を図るため、指定管

理料に対する隠岐４町村の実負担

の一部を助成 

［運航主体］隠岐汽船（株） 

船舶を所有する隠岐広域連合

からの指定管理 

③フェリーしらしまの後継船の建造に

対する支援【制度創設】 

後継船の建造に要する財源とし

て、隠岐４町村が借り入れる過疎債

の元利償還額（実負担）に対し 2/3 を

助成 

地域振興部 

[交通対策課] 

274 道路整備事業（骨

格幹線道路） 

 4,860,248

［うち補正］

932,573

高速道路整備によるストック効果を早

期に全県に波及させるとともに、災害時

や緊急時の輸送路として重要な役割を担

う道路を「骨格幹線道路」に位置づけ、未

改良区間の整備を優先的に実施 

［計画概要］ 

県管理道路約 3,000km のうち、骨

格幹線道路に位置づけられる約

690km の整備（Ｒ４年３月末の整備率

97％） 

土木部 

[道路建設課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

275 松江北道路整備事

業 

863,200

［うち補正］

104,000

松江市街地の渋滞緩和、災害時の迂回

機能の確保及び山陰道へのアクセス向上

等を目的として、地域高規格道路境港出

雲道路の一部となる松江北道路の整備を

実施 

［計画概要］ 

延 長 10．5km 

道路規格 第３種第２級 

設計速度 60km／h 

車 線 数 ２車線 

幅 員 8.0ｍ 

［Ｒ５実施内容］ 

測量設計、用地買収 

土木部 

[道路建設課] 

276 松江熊野線街路事

業 

370,650 橋梁の老朽化、耐震基準への対応及び

安全な歩行空間確保のため、新大橋の架

け替え等を実施 

土木部 

[都市計画課]

277 市町村下水道整備

支援事業（生活排

水処理普及促進交

付金） 

173,927 生活排水処理施設の普及を促進するた

め、市町村が設置する公共下水道などの

集合処理施設や合併処理浄化槽の整備に

係る経費の一部を助成 

土木部 
[下水道推進課]
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Ⅶ 暮らしの基盤を支える 

２ 生活環境の保全 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

278 島根県再生可能エ

ネルギー利活用総

合推進事業 

127,177  「島根県再生可能エネルギー及び省エ

ネルギーの推進に関する基本計画」に沿

って、市町村、県民、事業者等と連携し、

太陽光や木質バイオマス、小水力などの

再生可能エネルギーの導入を推進（№126

再掲） 

①事業化に向けた可能性調査等の経費

を助成 

［助成率］1/2 以内（上限 500 万円）

②再生可能エネルギーによる地域活性

化支援事業 

・自治会等が地域活性化事業に併せ

て取り組む設備導入の経費を助成 

［助成額］150 万円以内（蓄電池設

置は 10 万円を加算） 

・民間事業者が雇用創出や地域貢献

に併せて取り組む設備導入の経費

を助成 

［助成額］500 万円以内 

③住宅用太陽光発電等の設備導入費を

助成した市町村に対して経費を助成 

エネルギー価格の高騰を踏まえ、

予算額を増額 

・住宅用太陽光 

［助成額］１万円／kW（上限４万円）

ただし、市町村が１万円／kW

以上の上乗せ助成を設けている

場合は、２万円／kW（上限８万円）

・木質バイオマス熱利用 

［助成率］市町村助成額の 1/2 以内

     （上限 40 万円） 

・ 太陽熱等利用設備、林地残材の集

積装置 

［助成率］1/2 以内（上限 30 万円）

・ 蓄電池設備（既設太陽光への設置

も可） 

［助成額］７万円（定額） 

※幅広く支援するため、10 万円→

７万円に見直し 

地域振興部 

[地域政策課] 

企業局 
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④家庭用燃料電池（エネファーム）の普

及を図るため、モデル的に導入経費

を助成 

［助成額］10 万円（定額） 

⑤講師派遣、再生可能エネルギー教室

等の実施 

-173-



（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

279 宍道湖・中海水質

保全事業 

29,932 宍道湖・中海の効果的な水質保全対策

を検討するための調査・研究等を実施 

①水質汚濁メカニズム調査事業 

メカニズム解明に必要な調査・研

究、専門家による検討会を実施 

②水草対策等推進事業 

水草の異常繁茂による環境への影

響調査と水質改善策による効果検証

を実施 

③アオコ等プランクトン調査事業 

アオコ発生のプロセス等を解明す

るためのデータ収集と調査分析を実

施 

④湖沼水質保全活動促進事業 

流域住民、団体等と協働して環境

学習会や清掃活動を実施 

環境生活部 
[環境政策課] 

280 エコライフ推進事

業 

104,432 脱炭素・循環型社会の実現に向け、持続

可能なライフスタイルを啓発するための

施策を総合的に推進 

①環境に関わる人づくり 

・小中高等学校等における産業廃棄

物に関する環境教育を支援 

・専門的知識や経験を持った「しま

ね環境アドバイザー」を学校、自治

会、企業等へ派遣 

・学生や地域づくり団体等が取り組

む環境保全活動を支援 

・環境教育プログラムの実証及び活

用に向けた勉強会等を開催 

②社会全体での取組の推進 

・環境に配慮した活動に取り組む

「しまエコショップ」と連携し、環

境に配慮した消費行動への転換を

促進 

・住宅の省エネルギー化をテーマと

したセミナー等を開催 

・エコ経営相談やエコアドバイザー

の派遣により、企業の環境配慮型

経営を促進 

・しまねグリーン製品＋（プラス）の

利活用を促進 

・市町村地球温暖化対策協議会の活

動を支援 

・脱炭素社会・循環型社会の実現に

繋がる広報の実施 

環境生活部 
[環境政策課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

281 産業廃棄物減量税

促進事業 

160,032 産業廃棄物減量税を活用し、産業廃棄

物の発生抑制・再利用等による減量化等

の取組を促進（№280一部再掲） 

１ 事業者の再資源化等への支援 

①産業廃棄物３Ｒ推進施設等整備事業 

産業廃棄物の再資源化施設の整備

を支援 

［助成率］原則 1/3(上限額３千万円)

②産業廃棄物３Ｒ技術開発事業 

事業者の産業廃棄物の発生抑制等

の技術開発を支援 

［助成率］2/3（上限額 500 万円） 

③資源循環型技術基礎研究実施事業 

産業廃棄物の発生抑制等の基礎研

究 

④しまねグリーン製品認定・普及促進

事業 

・認定製品の販路拡大を支援 

・県及び市町村の公共工事において

製品の利活用を推進 

⑤環境配慮型経営支援事業 

エコ経営相談やエコアドバイザー

の派遣により、企業の環境配慮型経

営を促進 

２ 適正処理の推進 

 ①廃棄物適正処理指導員を配置 

 ②不法投棄等対策を強化 

３ 環境教育の推進 

 ①３Ｒ普及啓発事業 

環境に配慮した活動に取り組む

「しまエコショップ」と連携し、環境

に配慮した消費行動への転換を促進 

②学校における３Ｒ・適正処理学習支

援事業 

小中高等学校等における産業廃棄

物に関する環境教育を支援 

環境生活部 
[環境政策課] 

[廃棄物対策課]

商工労働部 
[産業振興課] 

282 海岸漂着ごみ等対

策事業 

254,098

[うち補正]

251,098

県内各海岸の海岸漂着物対策を推進 

①海岸漂着物の回収・処理の実施 

  事業者による回収・処理を実施 

②海岸漂着物の発生源対策に関する啓

発 

 ・県内の小中学生による漂着物調査 

 ・海外由来等の漂着物の実態調査 

環境生活部 
[廃棄物対策課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

283 浜山公園整備事業 246,750 令和12年に開催を予定している国民ス

ポーツ大会・全国障害者スポーツ大会に

向けた施設整備を実施 

［Ｒ５事業内容］ 

・陸上競技場照明の実施設計 

・野球場照明の更新整備 

・野球場改築の実施設計 

・駐車場の増設 

土木部 

[都市計画課]

284 新規 ふれあい館魅力ア

ップ事業 

48,030 石見海浜公園利用者の満足度向上を図

るため、ふれあい館の再整備等を実施 

［事業期間］Ｒ５～６ 

土木部 

[都市計画課]

285 しまね長寿・子育

て安心住宅リフォ

ーム助成事業 

171,500 既存住宅のバリアフリー又は子育てに

資するリフォームに要する経費の一部を

助成（№112 再掲） 

［助成対象］ 

・バリアフリー改修 

60 歳以上の者又は障がい者が居

住する住宅 

・子育てに資する改修 

子育て世帯が居住する又は近居

する住宅 

［助成対象住宅の条件］ 

下記のいずれかの住宅であって、

耐震性能を有するもの又は改修によ

り一定の耐震性能を有するものとな

ること 

・一戸建て住宅 

・分譲マンションの住戸（区分所有

されているもの） 

［助成率］1/4 

［助成上限額］25 万円 

・子育て世帯とその親世帯が同居又

は近居する場合   10 万円加算 

・耐震改修を行う場合 30 万円加算 

・空き家バンク登録住宅を購入して

改修する場合    10 万円加算 

［助成予定戸数］600戸 

［事業主体］島根県建築住宅センター 

［施工者］県内に本店を有する事業者 

土木部 

[建築住宅課] 
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Ⅷ 安全安心な暮らしを守る 

１ 防災対策の推進 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

286 島根県原子力防災

安全等対策交付金 

249,788 島根原子力発電所の立地市及び周辺３

市が実施する原子力防災安全、地域振興、

住民福祉の向上に資する対策を支援 

［交付額］ 

・核燃料税収入額に対して、以下の

交付割合により算定した額 

・ただし、周辺３市については、交付

割合で算定した額が、以下の基本額

を下回る場合には、基本額を交付 

〔交付割合〕 〔基本額〕 

松江市   12％ 

出雲市   ４％    ８千万円 

安来市   ２％    ４千万円 

雲南市   ２％    ４千万円 

地域振興部 

[地域政策課] 

287 原子力災害時等に

おける避難車両の

維持・確保事業 

14,348  原子力災害時等において、住民等の輸

送業務を担うバス事業者に対して、車両

の維持経費の一部を助成 

［助成対象者］ 

避難輸送等にかかる協定を締結し

ている（一社）島根県旅客自動車協会

の会員事業者 

［助成対象経費］ 

貸切バスの維持経費 

［助成額］（定額） 

  ・大型バス ５万円／台 

 ・中型バス ４万円／台 

 ・小型バス ３万円／台 

地域振興部 

[交通対策課]

288 防災情報システム

整備事業 

686,599 災害時の情報伝達、情報収集体制を確

保し、防災体制の強化を図るため、防災関

係機関における各種システムの更新及び

整備を実施 

・次期島根県総合防災情報システムの

調達 

・防災行政無線中継局舎及び通信鉄塔

耐震化工事の実施 

・地域衛星通信ネットワーク更新に向

けた設計業務の実施 等 

防災部 
[消防総務課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

289 消防職員・消防団

員活動強化事業 

125,087 消防活動の充実強化や地域防災力の向

上を図るため、消防職員や消防団員の教

育訓練、消防操法大会等を実施 

・消防団は年々団員数が減少し、新型

コロナにより活動も低調になってい

ることから、団員の技能・実践力の向

上及び消防団活動の活性化を図るた

め、研修を拡充・強化するとともに、

各消防団の創意工夫による訓練等の

活動経費を助成       【拡充】

・消防学校グラウンドの一部舗装によ

り、災害時の活動拠点としての機能

を強化 

防災部 

[消防総務課]

290 震災・風水害等災

害対策事業 

54,966 地域防災計画等の実効性を高め、地域

の防災力向上を図るため、市町村や地域

住民と一体となって災害に備えた対策を

実施 

①防災訓練の実施（情報伝達、避難訓

練、応急対策等） 

・住民が主体となった避難所運営や

防災関係機関等と連携した応急活

動の実施を想定した実働訓練 

・中国５県共同防災訓練 

②防災研修等の開催 

・地域防災人材育成研修 

・自主防災組織のリーダー等への研

修や防災安全講習 

・市町村と連携した防災士養成講座 

③防災備蓄物資の更新・補充 

防災備蓄物資整備計画で想定する

備蓄物資の更新・補充を実施 

④市町村等の防災力向上支援 

・災害時における住家被害の認定に

関する研修の実施 

・三瓶山の情報共有のための連絡会

議やフィールドワークの開催 

・被災地に派遣する職員等を対象に、

避難所運営等の実践的な研修を実

施 

⑤被災世帯の生活再建支援 

被災世帯に住宅の補修等に係る支

援金を支給した市町村に対し、当該

支援金の一部を支援 

防災部 
[防災危機管理

課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

291 原子力防災・安全

対策事業 

1,535,263 万一の原子力災害の発生に備え、原子

力防災資機材の更新、環境放射線等監視、

住民避難体制等を充実 

①原子力防災資機材の更新 

緊急時に備え、防護服、防護マスク

等の防災資機材を更新 

②モニタリング機能の強化 

放射線・放射性物質測定機器の更

新 

③２県６市による防災訓練の実施 

初動対応、住民避難、緊急時モニタ

リング等 

④普及啓発の実施 

広報誌やパンフレット等の作成配

布、講演会の開催等 

⑤原子力災害応急対応体制の実効性の

向上 

原子力災害時の業務継続計画に基

づき確実に業務を実施するため、職

員向け研修を拡充するほか、県庁機

能の移転先となる県立浜山公園体育

館（カミアリーナ）の環境整備を実施

防災部 
[原子力安全対

策課]

292 新型インフルエン

ザ等対策事業 

239,124 新型インフルエンザ等の感染症発生時

に適切に対処するための体制整備 

①初動対応体制の確保 

帰国者接触者相談センターの設置、

ウイルス検査及び感染拡大防止対策

経費 

②空床確保 

県の要請により重症患者等の受入

れのために空床を確保した医療機関

を支援 

③備蓄物品の更新 

発生に備え備蓄している抗インフ

ルエンザウイルス薬等の更新 

健康福祉部 
[感染症対策室]

293 風雪害等による農

業施設等復旧対策

事業 

400,000 風雪害等に備え、農業施設等の復旧費

に対する助成額を計上（№23 再掲） 

農林水産部 
[農畜産課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

294 道路整備事業（落

石対策） 

2,169,118

［うち補正］

902,970

道路の安全を確保するため、「落石に係

る道路防災計画」に基づく対策等を実施

［主な実施内容］ 

・道路斜面点検及び危険な石の除去 

・落石防護網等の設置 

土木部 

[道路維持課] 

295 道路規制情報シス

テム整備事業 

79,420 各道路管理者が道路の通行止め情報を

入力し、ホームページ等で道路規制情報

をリアルタイムで発信する「道路規制情

報システム」の更新整備

［Ｒ５実施内容］ 

次期システム開発

土木部 

[道路維持課] 

296 河川整備事業（江

の川流域浸水対

策） 

923,700 近年の豪雨災害により幾度も浸水被害

を受けた地区の再度被災を防ぐため、江

の川支流県管理河川の河道拡幅、築堤、樋

門整備等を実施 

土木部 

[河川課]

297 水防情報システム

整備事業 

89,000 雨量や河川の水位、ダムの流入量など

のデータを一元的に管理し、関係機関及

び県民へ水防情報を提供するシステムを

更新整備 

［Ｒ５実施内容］ 

システム運用 

次期システム開発 

土木部 

[河川課] 

298 県管理河川へのカ

メラ及び水位計の

増設 

50,000 近年頻発する大雨災害等から住民の安

全を守るため、県管理河川のカメラ及び

水位計を増設 

［事業期間］Ｒ４～５ 

［設置箇所］ 

Ｒ３災で浸水被害のあった箇所を

中心に設置 

土木部 

[河川課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

299 ＰＣＢ含有塗膜処

理事業（ダム） 

50,000 県管理ダムにおいて、ＰＣＢ含有塗膜

が塗装されている放流ゲート等につい

て、法律上の期限である令和９年３月ま

でに塗膜の剥取・処分、再塗装を実施 

［事業期間］Ｒ４～８ 

土木部 

[河川課] 

300 防災集団移転促進

事業支援交付金 

4,462  住民の生命等を災害から保護するた

め、浸水想定区域並びに土砂災害警戒区

域及び土砂災害特別警戒区域内にある住

居を対象に国の防災集団移転促進事業を

実施する市町村の取組を支援 

［事業主体］市町村 

［対象区域］ 

・浸水想定区域 

・土砂災害警戒区域及び土砂災害特

別警戒区域 

［交付要件］ 

対象家屋（対象５戸以上）の移転先

が同一市町村であること 

［交付率］市町村の実負担額の 1/2 

［交付上限額］250 万円／戸 

土木部 

[都市計画課]

301 新規 宅地造成及び特定

盛土等規制法に基

づく基礎調査 

63,000

［うち補正］

45,000

盛土等による災害から住民の生命等を

守るため、宅地造成及び特定盛土等規制

法に基づき、規制区域の指定等に必要な

基礎調査を実施 

土木部 
[都市計画課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

302 木造住宅耐震改修

等事業 

8,661 国の新耐震基準導入（昭和 56 年）以前

に建築された木造住宅の耐震化を促進す

るため、補強計画策定や改修等の経費を

助成 

［実施主体］市町村 

［上限額］ 

・補強計画策定   100,000 円／戸 

・耐震改修・建替え 209,000 円／戸 

・解体       100,000 円／戸 

・総合的支援（設計・耐震改修等） 

250,000 円／戸 

土木部 

[建築住宅課]

303 要安全確認計画記

載建築物に対する

耐震診断・改修等

助成事業 

82,269 地震災害時に人命救助活動等に必要な

物資、要員等の広域的な緊急輸送を行う

道路を閉塞させる恐れがある建築物の耐

震診断及び改修等に要する経費の一部を

助成 

［実施主体］市町村 

［対象施設］ 

国の新耐震基準導入（昭和 56 年）

以前に建築され、県及び市町村の耐

震改修促進計画において指定した緊

急輸送道路沿いで道路を閉塞する恐

れがある建築物 

①耐震診断助成 

［負担割合］ 

国 1/2・県 1/4・市町村 1/4 

［上限額］ 

1,050 円／㎡～3,670 円／㎡以内

②耐震改修助成 

［負担割合］ 

国 2/5・県 1/6・市町村 1/6・ 

事業者 4/15 など 

［上限額］ 

住宅   34,100 円／㎡以内 

住宅以外 51,200 円／㎡以内 

（Is 値 0.3 未満の場合 56,300

円／㎡） 

土木部 

[建築住宅課]
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

304 ブロック塀等の安

全確保事業 

3,168 地震発生時におけるブロック塀等の倒

壊または転倒による災害を防止するた

め、危険性の高いブロック塀等の撤去等

に要する経費の一部を助成 

［実施主体］市町村 

［対象経費］ 

県・市町村が指定する避難路等に

面している危険性が高いブロック塀

等の撤去費（撤去後に安全なフェン

ス等を設置する経費を含む） 

［県助成上限額］66,000 円／件 

［負担割合］ 

国 1/3・県 1/6・市町村 1/6・ 

所有者 1/3 など 

土木部 

[建築住宅課]

305 老朽危険空き家除

却支援事業 

17,250 老朽危険空き家の除却を促進するた

め、除却費用の一部を助成 

［実施主体］市町村 

［対象施設］ 

住宅地区改良法に規定する不良住

宅のうち、倒壊した際に、前面道路ま

たは隣地へ影響を及ぼす恐れがある

老朽危険空き家 

［県助成上限額］30 万円 

［負担割合］ 

国 2/5・県 1/5・市町村 1/5・ 

所有者 1/5 など 

土木部 

[建築住宅課]
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Ⅷ 安全安心な暮らしを守る 

２ 安全な日常生活の確保 
（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

306 消費者行政推進・

強化事業 

25,225 消費者被害の防止等に向けた取組及び

消費者相談体制の強化（№146 再掲） 

①県事業 

・消費者トラブル被害防止のための

啓発推進 

・社会や環境等に配慮した消費行動

（エシカル消費）の普及啓発 

②市町村事業（市町村への助成） 

・市町村の消費生活相談窓口の機能

強化 

・地域における消費者教育､啓発活動

の支援 

・研修参加支援 

環境生活部 
[環境生活総務

課] 

307 犯罪被害者等支援

の推進事業 

2,149 犯罪被害者等支援の広報啓発や犯罪被

害者等に対する見舞金の支給を実施 

①県民に対する広報啓発 

・ラッピングバスへの広告掲出によ

る広報啓発 

・犯罪被害者等への理解を深めるた

めの講演会の開催 

・被害者支援窓口リーフレット作成 

 等 

②市町村担当者会議及び研修の開催 

③見舞金支給 

［対象］ 

犯罪被害者の遺族、又は重傷病

や精神疾患を負った犯罪被害者 

［支給額］ 

・遺族見舞金  30 万円 

・重傷病見舞金 10 万円 

・精神療養見舞金５万円 

環境生活部 
[環境生活総務

課] 
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（単位：千円） 

№ 区分 事業名 予算額 概要 部局名 

308 動物管理等対策事

業 

33,169 動物愛護思想の普及啓発や保健所に収

容された動物の譲渡等を実施 

①動物愛護に係る啓発イベントを実施 

②ボランティアと連携して保健所に収

容された動物の譲渡を実施 

③保健所から譲渡される猫、飼い猫及

び飼い主のいない猫を対象に不妊去

勢手術にかかる費用を助成  

［助成額］雄 5,000 円、雌 10,000 円

健康福祉部 
[薬事衛生課] 

309 新運転者管理シス

テム構築事業 

75,258 全都道府県警察が共通で活用できる運

転免許システムの構築に伴い、必要とな

る機器を整備 

警察本部 

310 交通安全施設整備

事業 

38,078 供用開始予定の山陰道の安全確保のた

め、交通安全施設を整備 

警察本部 

311 出雲警察署整備事

業 

1,231,221  狭隘化、機能不足が顕著な出雲警察署

について現庁舎を活用しつつ、治安維持

の拠点としての機能を充足する新庁舎を

整備 

 ［事業期間］Ｒ３～６ 

 ［総事業費（見込）］29 億円 

警察本部 
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（参考）令和５年度ふるさと島根寄附金（ふるさと納税）活用事業 

（単位：千円） 

寄附メニュー 事業名 事業概要 
全体 

事業費

寄附金

充当額
部局名 

産業の振興 出雲コーチン種

生産対策事業 

 「出雲コーチン」の原種保存と特産

化に向けた取組を実施 

1,000 1,000 農林水産部 

未来へつなぐ工

芸品総合振興事

業 

 東京都及び大阪府で開催される伝

統的工芸品展ＷＡＺＡに島根ブース

を設け、首都圏等の消費者へのＰＲ

を実施 

1,584 1,500 商工労働部 

産業の振興、

移住・定住の

促進 

島根県グローカ

ル人材育成支援

事業 

 グローバルな視点を有する意欲の

ある若者の育成と県内定着を促進す

るため、海外留学や県内企業でのイ

ンターンシップ等を組み合わせたプ

ログラムを実施 

10,000 2,000 商工労働部 

自然環境の保

全 

宍道湖・中海賢

明利用推進事業 

 宍道湖・中海の湖沼環境の保全再

生、賢明な利用（ワイズユース）、環

境学習、交流、普及啓発事業を実施 

9,015 2,300 環境生活部 

生物多様性保全

事業 

 豊かな自然を保全するため、外来

種駆除を実施 

1,000 1,000 環境生活部 

医療・福祉の

充実 

がん関連図書整

備事業 

がんに関する正しい知識の普及を

図るため、がんの一般知識、闘病記等

がんに関連する図書を購入し、県立

図書館に設置 

100 100 健康福祉部 

がん患者社会参

加応援事業（医

療用ウィッグ等

購入経費助成事

業） 

 がん患者の社会参加を促すため、

医療用ウィッグ等の購入費を助成 

2,100 2,100 健康福祉部 

障がい者芸術文

化活動支援事業 

障がいのある方々の取組を広く紹

介するため、障がい者アート展作品

集を制作 

500 500 健康福祉部 
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（単位：千円） 

寄附メニュー 事業名 事業概要 
全体 

事業費

寄附金

充当額
部局名 

医療・福祉の充

実 

戦争体験を語り継

ぐ次世代継承事業 

 戦争を経験していない世代が、

戦争体験を継承し、戦争非体験者

に語り継ぐための継承活動を支

援 

300 300 健康福祉部 

医療・福祉の充

実、結婚・出産・

子育ての支援 

障がい者施策推進

事業（ヘルプマー

ク普及推進事業） 

 内部障がいや難病等外見から

は援助や配慮を必要としている

ことが分かりにくい方が周囲に

配慮を必要としていることを知

らせるための「ヘルプマーク」を

交付・普及 

1,500 1,500 健康福祉部 

教育・文化の振

興 

県所蔵の美術作品

を活用した教育文

化振興事業 

島根の名建築である島根県芸

術文化センター「グラントワ」の

魅力を分かりやすく伝え、地域の

文化振興、観光振興を推進 

1,200 1,000 環境生活部 

島根県立美術館

「島根ゆかりの美

術」調査研究及び

普及啓発事業 

新たに収蔵したコレクション

の展覧会告知等を実施 

2,344 2,344 環境生活部 

子どもの読書

活動の促進 

ビブリオバトル島

根県大会開催事業 

高校生の読書活動を推進する

ため、生徒がお互いに本の魅力を

紹介する機会を創出 

250 250 教育委員会 

子どもの読書

活動の促進、結

婚・出産・子育

ての支援 

おすすめしたいこ

どものほん事業 

図書館司書が選書した「おすす

めしたいこどものほん」の整備 

2,515 2,515 教育委員会 

竹島の領土権

の確立 

竹島の領土権の確

立に関する事業 

 竹島問題の解決に向け、国民世

論の啓発を図るため、広報啓発活

動を実施 

6,083 4,900 総務部 

森林の保全及

び整備 

県民の森整備費

（森林林業体験活

動推進事業） 

 景観維持・安全確保・快適利用

のため、県民の森の環境整備を実

施 

4,131 635 農林水産部 
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寄附メニュー 事業名 事業概要 
全体 

事業費

寄附金
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部局名 

防災対策の推

進 

地域防災人材育成

研修事業 

 自主防災組織の結成及び活動

促進につながる人材育成研修を

実施 

1,000 495 防災部 

移住・定住の促

進 

ふるさと島根定住

推進事業 

ふるさと島根定住財団を中心

に、市町村や関係団体と連携し、

地域別、年代別、性別など属性に

応じた県単独の移住イベントを

開催 

46,816 12,977 地域振興部 

結婚・出産・子

育ての支援 

しまね保育実習等

旅費支援事業 

 県内での就職を促すため、県外

の学生が県内保育所等で実習す

る場合、旅費の一部を助成 

1,145 1,145 健康福祉部 

低出生体重児支援

事業 

 低出生体重児の成長・発達に応

じた独自の手帳作成及び情報提

供の実施 

641 641 健康福祉部 

新型コロナウ

イルス感染症

対策 

患者サービス向上

に係る環境整備事

業 

 パルスオキシメーターの更新

及びＩＣＵ患者等に適した専用

車椅子の整備 

4,270 4,000 健康福祉部 

合計 43,202
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